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第１ 木津川市の行政評価 

１ 行政評価 

  行政評価とは、政策・施策・事務事業から構成される政策体系について、その成果や実積等を有効性

や効率性等の観点から評価するものであり、行政の現場に「計画（Plan）」⇒「事業実施（Do）」⇒「評

価（Check）」⇒「改善・改革（Action）」⇒再び「計画（Plan）」という PDCA サイクルを導入し、成

果の達成に向けた事業の実施を可能にしようとする手法です。 

  木津川市では、行財政改革の取組みの一つとして、平成２２年度から事務事業評価を導入し、

個々の事務事業の評価（検証）を行っています。  

 

２ 事務事業評価を導入する目的 

 (1) 成果重視の行政運営システムへの変革 

行政運営では、「どれだけの行政サービスを提供したか」という点が重視されがちです。 

しかし、昨今の厳しい財政運営の下では、サービスの量だけではなく、「行政サービスの

提供によってどのような成果があったか」という質の重視も求められます。行政サービスの

成果等を評価する仕組みを作り活用することで、成果重視の行政運営システムへの変革を図

ります。 

(2) 限られた財源等の有効活用 

財政の硬直化や今後さらに増えることが見込まれる扶助費など、木津川市の財政状況は厳

しさを増しています。限られた財源等を有効に活用するためには、徹底したコスト削減と事

務事業の見直し（効率化やスクラップ・アンド・ビルド）が不可欠です。そこで、行政サー

ビスの成果等の評価結果により、改善や事業の取捨選択を次年度へ繋げていくことができる

マネジメントサイクルの確立を図ります。 

(3) 市民への説明責任の質的向上 

市民との協働によるまちづくりを進めるためには、行政活動の情報を市民と行政が共有しているこ

とが重要であり、常に行政が行う事業の現状について透明性と公正性を確保する必要がありま

す。そこで、行政サービスの成果等を実績数値によって公表することで、市民への説明責任

（アカウンタビリティ）の質的向上を図ります。 

(4) 職員の意識改革 

成果重視の行政運営を行うためには、職員個々の意識改革も必要です。毎年度同じように

事業を執行するのではなく、事務事業評価の取組みを通じて、各種の事業目的や人件費を含む

全体的なコスト、成果が上がる仕事の取組み方などを意識することにより、職員の政策形成能力や

事務執行能力の向上を図ります。 

 

第２ 令和２年度事務事業評価について 

１ 評価の対象 

事務事業評価の対象は、前年度（令和元年度）に執行した、一般会計、特別会計に属する全ての事務

事業です。 

ただし、人件費を含めた総コストが１，０００千円未満の事業、人件費業務等の義務的性格をもつ内

部管理事務、施設等の維持管理事務、市の裁量の及ばない国等の法律に基づく法定受託事務は公表の対 

象外とし、令和２年度事務事業評価にて公表する事務事業数は２７２事業です。 

 

 

２ 評価の方法 

 以下の(1)と(2)の２種類の評価を行い、評価内容がより具体的に見えるようにしています。 

 (1) ４つの評価視点による評価 

  各々の事務事業ごとに、次の４つの評価視点についてそれぞれ評価します。 

  妥当性 

市が事業に関与する意義があるか。社会の変化や市民ニーズから、事業を実施することが適切か。 

  有効性 

事業を実施することで、成果向上の余地はあるか。市以外の主体が行うサービスと重複しないか。 

  効率性（実施主体） 

   成果を落とさずに他の実施主体を活用すること（民間委託）は可能か。 

  効率性（経済性） 

   成果を落とさずにコスト削減の見直しができないか。 

 (2) 総合評価 

(1)の４つの評価視点による評価を踏まえて、Ａ、Ｂ、Ｃ、Ｄのいずれかの総合評価を判定

します。評価は、(1)の４つの評価の組み合わせによって決定します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

なお、この総合評価は、事業の格付けを行っているものではなく、令和元年度末における

事務事業の状況を表すものです。 

 

３ 評価の主体 

 各々の事務事業の所管課が、統一した考え方のもとで評価を行っています。 

 

第３ 令和２年度事務事業評価結果一覧表 

令和２年度事務事業評価結果一覧表の見方については、２ページの「事務事業評価結果一覧表の見方」

を参照してください。 

 

Ａ 計画・現状どおりの事業実施 

Ｂ 事務の効率化の検討 

Ｃ 事業規模・内容・実施主体等の見直しの検討 

Ｄ 事業の抜本的見直し、休・廃止の検討 



実績項
目１

数値 単位
実績項
目２

数値 単位 妥当性 有効性 効率性
（実施主体）

効率性
（経済性）

1 1

ともに「学
び」「喜び」
「成長し」未
来を生きる
子どもを育
むまちづく
り

1 子育て 1
子育て支
援

児童福祉事務事業費 5,437 11,116 0.73 1.00

コンシェ
ルジュ
相談件
数（窓
口受
付・案
内等含
む）

2,468 件

保育コンシェルジュにより、市役所
窓口・子育て支援センターにおい
て、発達・育児・保育所入所等に関
する相談対応を行った。

保育所入所相談の他、核家族化の
中で周囲に相談できず悩みを抱え
ている父母から、子育てや発達に
関する事柄まで幅広く相談に対応し
た。引き続き保育経験豊富なコン
シェルジュの特性を生かし、父母に
寄り添いながら様々な相談の対応
に努めたい。

高い 高い 高い 高い A
引き続き、保育コンシェルジュ（保育
経験者）により幅広い保育・育児等
に関する相談対応を行う。

こども宝
課

所管課

【事務事業評価結果一覧表の見方】

令和元年度事業実績

昨年度の成果 昨年度の取組みに対する課題

評価視点
総合評
価

今後の取組内容
事業費
決算額
（千円）

総コスト
（事業費決算

額＋人件費）

（千円）

No.

基本方針 政策分野

嘱託・臨時職員
数（人）

施策

事業名

総合計画（基本計画）
従業職
員数
（人）

第２次木津川市総合計画における施策の体系を記載しています。

◎総合計画（基本計画）の施策の体系
『将来像』子どもの笑顔が未来に続く 幸せ実感都市 木津川
↓↓

『基本方針』 ○○○○○
↓↓

『政策分野』 □□□□□
↓↓

『施 策』 ◇◇◇◇◇

事務事業の名称を記載しています。
概ね、予算事業ごととなっています。

事務事業に係る総コストを記載しています。総コストは、
事業費決算額に人件費を加えた総額です。
人件費は、令和元年度の平均人件費（職員１人あたり
7,779千円、嘱託職員１人あたり2,777千円）に当該事
務事業に従事した職員数を乗じています。
なお、臨時職員については、平均人件費ではなく実
際の支出額を用いています。

事務事業に係る従事職員数を記
載しています。従事職員数の算出
方法は、職員が１年間でどれだけ
その事務事業に従事していたかを、
おおよその年間作業時間を割り出
して算出した数値を用いています。

事務事業に係る嘱託・臨時職員数
（臨時等職員）を記載しています。臨
時等職員数の算出方法は、「従業職
員数」と同様です。

事務事業ごとの指標の内容と数値を
記載しています。

事務事業の所管
課(室・局）を記載
しています。

【総合評価】
「４つの評価視点による評価」を踏まえて決定した
「総合評価」を記載しています。
Ａ…計画・現状どおりの事業実施
Ｂ…事務の効率化の検討
Ｃ…事業規模・内容・実施主体等の見直しの検討
Ｄ…事業の抜本的見直し、休・廃止の検討

（留意点）
Ａ、Ｂ、Ｃ，Ｄの総合評価は、事業の格付けを行う
ものではなく、令和元年度末における事務事業の
状況を表すものです。

【４つの評価視点による評価】
「妥当性」「有効性」「効率性（実施主体）」
「効率性（経済性）」の４つの評価視点か
ら決定した評点を記載しています。
評点は、「高い」「やや高い」「やや低い」
「低い」の４種類です。

令和元年度の課題の振り返り、今後の課
題や目的と考える点などを記載しています。

事務事業を行うことで成果が見られ
た内容を記載しています。 事務事業の今後の取組内容を記載

しています。
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実績項目１ 数値 単位 実績項目２ 数値 単位 妥当性 有効性 効率性
（実施主体）

効率性
（経済性）

1 1

ともに「学
び」「喜び」
「成長し」
未来を生
きる子ども
を育むまち
づくり

1 子育て 1
子育て支
援

児童福祉事務事業費 5,437 11,116 0.73 1

コンシェルジュ
相談件数（窓
口受付・案内
等含む）

2,468 件
保育コンシェルジュにより、市役所窓口・子育て支援センターに
おいて、発達・育児・保育所入所等に関する相談対応を行った。

保育所入所相談の他、核家族化の中で周囲に相談できず悩み
を抱えている父母から、子育てや発達に関する事柄まで幅広く
相談に対応した。引き続き保育経験豊富なコンシェルジュの特
性を生かし、父母に寄り添いながら様々な相談の対応に努めた
い。

高い 高い 高い 高い Ａ
引き続き、保育コンシェルジュ（保育経験者）により幅広い
保育・育児等に関する相談対応を行う。

こども宝課

2 1

ともに「学
び」「喜び」
「成長し」
未来を生
きる子ども
を育むまち
づくり

1 子育て 1
子育て支
援

子育て短期支援事業
費

100 1,267 0.15 0
延べ利用日数
（ショートステ
イ）

10 人
延べ利用日数
（トワイライトス
テイ）

0 人
短期入所生活援助（ショートステイ）事業利用延日数23日
短期入所生活援助（トワイライトステイ）事業利用延日数0日

特になし。 高い 高い 高い 高い Ａ 事業を継続する。 健康推進課

3 1

ともに「学
び」「喜び」
「成長し」
未来を生
きる子ども
を育むまち
づくり

1 子育て 1
子育て支
援

遺児福祉手当支給事
業費

1,080 3,569 0.32 0 受給者数 34 人
義務教育終了前の遺児を養育する保護者34人に対し、遺児福
祉手当1,080千円を支給した。

特になし 高い 高い 高い 高い Ａ 事業を継続する。 社会福祉課

4 1

ともに「学
び」「喜び」
「成長し」
未来を生
きる子ども
を育むまち
づくり

1 子育て 1
子育て支
援

ファミリー・サポート・
センター事業費

2,850 4,017 0.15 0
会員数（年度
末時点）

260 人 延べ利用回数 463 回

年度末時点の会員数は２６０人で、平成３０年度末に比べ依頼
会員が１９人、援助会員が５名増加している。
（放課後児童クラブの迎えと預かり114件、放課後児童クラブの
迎えと習い事の送り62件、保護者等の病気、その他急用の場合
の援助62件他）

より一層事業を周知し、会員数の増加を図る。 高い 高い 高い
やや
高い

Ａ 事業を継続する。 健康推進課

5 1

ともに「学
び」「喜び」
「成長し」
未来を生
きる子ども
を育むまち
づくり

1 子育て 1
子育て支
援

木津子育て支援セン
ター事業費

480 10,593 1.3 0 開設日数 247 日 延べ利用者数 4,182 人

親子教室（クッキング、戸外遊び、七夕・クリスマスのつどい、親
子運動など）、おしゃべりサロン、はじめてのお誕生会などの開
催。また、園庭開放（毎週木曜日）、子育て相談（随時）、を行
い、延べ1,976組の親子の利用があった。

特になし。 高い 高い 高い 高い Ａ
今後も引き続き、親子教室、おしゃべりサロン、はじめて
のお誕生会、園庭開放、子育て相談を新型コロナウイル
ス感染症対策を考慮し、工夫して行う。

こども宝課

6 1

ともに「学
び」「喜び」
「成長し」
未来を生
きる子ども
を育むまち
づくり

1 子育て 1
子育て支
援

子ども・子育て会議事
業費

3,179 11,891 1.12 0
木津川市子ど
も・子育て会
議開催回数

3 回
内部検討会議
開催回数

2 回

第２期木津川市子ども子育て支援事業計画の策定等のため、
「木津川市子ども・子育て会議」を3回開催した。「木津川市子育
て支援Ｎｏ1のまちづくり推進チーム」による内部検討会議を2回
開催した。

新型コロナウイルス感染症防止のため、第３回目については書
面開催とした。

高い 高い 高い 高い Ａ

地域型保育施設の認可や、木津川市公立保育所民営化
等実施計画における検証に関して、意見等を求めるため
子ども・子育て会議を開催し、子育て支援の総合的な推
進を図る。

こども宝課

7 1

ともに「学
び」「喜び」
「成長し」
未来を生
きる子ども
を育むまち
づくり

1 子育て 1
子育て支
援

加茂子育て支援セン
ター事業費

121 12,622 1.25 1 開設日数 220 日 延べ利用者数 4,097 人

あそびのひろば（ほのぼのタイム、おはなしタイム、わくわくタイ
ムなど）、育児講座（ベビーマッサージ、親子でリトミック、ハワイ
アンリトミックなど）の開催。また、園庭開放、子育て相談（随時）
を行い、親子あわせて延べ4,067人の利用があった。

特になし。 高い 高い 高い 高い Ａ
今後も引き続き、あそびのひろば、育児講座、園庭開放、
子育て相談を新型コロナウイルス感染症対策を工夫しな
がら行う。

こども宝課

8 1

ともに「学
び」「喜び」
「成長し」
未来を生
きる子ども
を育むまち
づくり

1 子育て 1
子育て支
援

山城子育て支援セン
ター事業費

241 12,742 1.25 1 開設日数 222 日 延べ利用者数 3,655 人

あそびのひろば（ふれあい遊び・絵具あそび・水あそび・季節の
制作・クリスマス会など）、誕生会、わいわいサロン、講座（ミュー
ジックケア・おはなし会など）の開催。また、園庭・屋内開放、子
育て相談（随時）を行い、親子あわせて延べ3,655人の利用が
あった。

特になし。 高い 高い 高い 高い Ａ
今後も引き続き、あそびのひろば、誕生会、わいわいサロ
ン、各種講座、園庭・室内開放、子育て相談を新型コロナ
ウイルス感染症対策を工夫しながら行う。

こども宝課

9 1

ともに「学
び」「喜び」
「成長し」
未来を生
きる子ども
を育むまち
づくり

1 子育て 1
子育て支
援

放課後児童健全育成
事業費

246,773 256,263 1.22 0.7
市内全児童ク
ラブ利用者数
（4月1日現在）

1,269 人

利用率（市内
全利用者/市
内全施設定
員）

96 ％

既存児童クラブの運営及び施設維持管理を行った。
令和２年４月入会希望者に対し、全員の入会を実現した。
城山台地域の児童急増対策として、城山台児童クラブ２号館を
建設し、令和２年度からの受け入れ態勢を整えた。

放課後児童支援員について、ハローワーク等を活用しながら安
定した人材確保に努める必要がある。

高い 高い 高い
やや
高い

Ａ 引き続き待機児童が発生しないよう運営を行う。 学校教育課

10 1

ともに「学
び」「喜び」
「成長し」
未来を生
きる子ども
を育むまち
づくり

1 子育て 1
子育て支
援

京のまなび教室推進
事業費

2,378 3,850 0.05 0.39 開設箇所数 8 箇所 延べ参加者数 6,042 人

相楽台小学校（35回）、高の原小学校(26回)、南加茂台公民館
(74回)、棚倉小学校(9回)、南加茂台小学校(10回)、木津小学校
(6回)、城山台小学校(8回)、上狛小学校(4回)で通年実施。市内
１３小学校中、半数を超える７校区に開設することができた。

学級閉鎖や気象警報で延べ３回、3月から新型コロナウィルス
感染拡大防止のために延べ10回、教室を中止した。その結果
参加者数及びボランティア数が目標よりも下回る結果となった。
城山台小学校では児童数が増え、地域を２つに分けて参加対
象児童を半数にし、各地域４回ずつの計８回実施した。今後さら
に児童数が増えるため、開催方法についてさらに検討が必要と
なっている。

高い 高い
やや
高い

高い Ａ

令和２年度は新型コロナウイルス感染防止対策のため12
月末までの活動を休止し、１月からの再開に向けて各教
室で実施方法等を検討。今後については、現在開設して
いる各放課後子ども教室の体制や活動の充実を図りな
がら、未開設の小学校区での開設を検討していく。

社会教育課

11 1

ともに「学
び」「喜び」
「成長し」
未来を生
きる子ども
を育むまち
づくり

1 子育て 1
子育て支
援

加茂地域交流活性化
支援事業費

1,001 8,656 0.52 1.3 事業実施日数 45 日
延べ事業参加
者数

784 人
児童交流事業として、児童健全育成と人権意識の高揚が図ら
れた。（延べ参加者784人）

特になし。 高い 高い 高い 高い Ａ
引き続き利用者ニーズを考えるとともに、加茂人権セン
ターとの複合館としての利点を活かした事業を実施してい
く。

社会福祉課

■令和２年度事務事業評価結果一覧表（令和元年度分）
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価
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12 1

ともに「学
び」「喜び」
「成長し」
未来を生
きる子ども
を育むまち
づくり

1 子育て 1
子育て支
援

木津地域交流活性化
支援事業費

1,781 12,493 1.02 1

児童交流事業
及び人権学習
等の実施事業
日数

70 日

児童交流事業
及び人権学習
等の実施事業
の延べ参加者
数

1,245 人

児童交流事業として、児童健全育成と人権意識の高揚が図ら
れた。（70日、1,245人）
新型コロナウイルス感染拡大防止のため、令和2年3月3日～5
月31日まで臨時休館措置としたことにより、3月に実施予定をし
ていた事業を中止した。

特になし。 高い 高い 高い 高い Ａ 引き続き、利用者ニーズを考え事業を実施していく。 社会福祉課

13 1

ともに「学
び」「喜び」
「成長し」
未来を生
きる子ども
を育むまち
づくり

1 子育て 1
子育て支
援

木津児童館運営事業
費

4,697 15,409 1.02 1 開館日数 266 日 延べ利用者数 5,390 人

市内在住児童の交流施設として、多くの利用者があった。（年間
延べ利用者数　5,390人）
新型コロナウイルス感染拡大防止のため、令和2年3月3日～5
月31日まで臨時休館措置としたことにより、開館日数及び延べ
利用者数が目標に届かなかった。

経年劣化による建物及び設備の補修が必要である。 高い 高い 高い 高い Ａ
引き続き、利用者ニーズを考え事業を実施していく。
令和２年度　耐震等工事設計
令和３年度　耐震等工事

社会福祉課

14 1

ともに「学
び」「喜び」
「成長し」
未来を生
きる子ども
を育むまち
づくり

1 子育て 1
子育て支
援

つどいのひろば事業
費

26,530 27,697 0.15 0 設置箇所数 3 箇所
延べ利用者数
（延べ親子数）

24,920 人
子育て中の親子の交流や育児相談を中心に、世代間交流や子
育てボランティアの受け入れ等を実施。

特になし。 高い 高い 高い
やや
高い

Ａ 事業を継続する。 健康推進課

15 1

ともに「学
び」「喜び」
「成長し」
未来を生
きる子ども
を育むまち
づくり

1 子育て 1
子育て支
援

小谷児童館運営事業
費

71,080 78,735 0.52 1.6 開館日数 266 日 延べ利用者数 2,164 人

市内在住児童の交流施設として、教室事業等の実施を行った。
耐震対策の為、加茂人権センターとの複合館として移転改築工
事を行った。
新型コロナウイルス感染拡大防止の為、令和2年3月3日～5月
31日の間を臨時休館措置としたことにより、昨年度と比較し、利
用者が減少した。

特になし。 高い 高い 高い 高い Ａ
引き続き利用者ニーズを考えるとともに、加茂人権セン
ターとの複合館としての利点を活かした事業を実施してい
く。

社会福祉課

16 1

ともに「学
び」「喜び」
「成長し」
未来を生
きる子ども
を育むまち
づくり

1 子育て 1
子育て支
援

病児・病後児保育事
業費

1,884 3,440 0.2 0 延べ利用者数 22 人
病児・病後児保育事業を精華町と共同で学研都市病院に委託
して実施した。
令和元年度中の延べ利用者数　２２人

利用者を増加させる。 高い 高い 高い
やや
高い

Ａ
事業を継続する。サービスとして定着するように、対象者
へ周知を行う。

健康推進課

17 1

ともに「学
び」「喜び」
「成長し」
未来を生
きる子ども
を育むまち
づくり

1 子育て 2
母子保健・
母子福祉

不妊治療給付事業費 4,978 8,090 0.4 0 給付者数 240 件
１件あたりの
助成金額

20,739 円

広報紙やホームページ、保健だよりへ掲載。また、母子健康手
帳交付時に不妊治療又は不育治療の有無を確認し、必要に応
じて制度を案内した。
一般不妊治療給付件数：239件（うち人工授精を含む助成113
件）、不妊治療給付件数：1件

特になし。 高い 高い 高い 高い Ａ
今後も継続して事業の周知を行い、対象者の経済的負担
の軽減を図る。

健康推進課

18 1

ともに「学
び」「喜び」
「成長し」
未来を生
きる子ども
を育むまち
づくり

1 子育て 2
母子保健・
母子福祉

未熟児訪問事業費 0 3,112 0.4 0 対象者数 88 人 延べ訪問件数 88 件
未熟児養育医療の申請時に、地域担当の保健師が面接を実施
し、その後の訪問支援へとつなぐことができている。

新生児・乳児訪問件数について、未熟児養育医療の対象者へ
の訪問も、新生児・乳児訪問として把握していたものがあった。
今後は、訪問対象者の未熟児養育医療申請の有無を把握し、
その対象の場合は未熟児訪問として計上する。

高い 高い 高い 高い Ａ
今後も医療機関との連携を図りながら、保健師の訪問を
通してより一層、対象者に寄り添える支援を実施できるよ
う努めていく。

健康推進課

19 1

ともに「学
び」「喜び」
「成長し」
未来を生
きる子ども
を育むまち
づくり

1 子育て 2
母子保健・
母子福祉

産前産後支援事業費 578 7,796 0.91 0.05
延べ教室実施
回数

15 回 延べ参加者数 241 人

母子手帳交付時や広報で周知することにより、妊産婦に参加し
てもらうことができた。令和元年度から妊婦と産婦合同ヨガの実
施を開始した。いずれの回も一定数の参加者が得られたことか
ら、妊産婦にとってニーズがあると考えられる。コロナウイルス
感染症拡大の影響で、平成３０年度に比べ、実施回数が２回少
なくなっている。

特になし。 高い 高い 高い
やや
高い

Ａ 産前産後の母子に対して支援を広めていく。 健康推進課

20 1

ともに「学
び」「喜び」
「成長し」
未来を生
きる子ども
を育むまち
づくり

1 子育て 2
母子保健・
母子福祉

母子保健事業費 230 11,342 1.25 3.24

母子手帳発行
部数・マタニ
ティマーク配
布数

635 個
母子手帳の発行部数・マタニティマーク配布数は平成30年度
(675部)と比較し、昨年度は635部と減少している。

特になし。 高い 高い 高い 高い Ａ
母子手帳発行時にアンケートの実施と、保健師による面
接を行うことで、妊娠期から出産後も切れ目のない支援
を実施していく。

健康推進課

21 1

ともに「学
び」「喜び」
「成長し」
未来を生
きる子ども
を育むまち
づくり

1 子育て 2
母子保健・
母子福祉

未熟児養育医療給付
事業費

9,760 11,705 0.25 0 給付件数 88 件 給付額 8,443,875 円
出生時の体重が2,000グラム以下等の発達が未熟な乳児に対
する医療費の給付を行った。

特記事項無し。 高い 高い 高い 高い Ａ 制度の趣旨に沿った給付を適切に行う。 健康推進課

22 1

ともに「学
び」「喜び」
「成長し」
未来を生
きる子ども
を育むまち
づくり

1 子育て 2
母子保健・
母子福祉

乳幼児発達相談事業
費

123 14,312 1.11 2
乳幼児健康相
談実施回数

22 回 延べ相談者数 981 人

木津会場のみで月２回実施。（乳幼児相談受診率　平成２９年
度　９６．５％→令和元年度　９４％）
新型コロナウイルス感染症のため３月は実施せず。そのため受
診者数は減少。

新型コロナウイルス感染症拡大予防対策に取り組みながら実
施する必要がある。

高い 高い 高い 高い Ａ
受付時間を区切り、対象者を制限し感染予防対策を行い
ながら事業を実施する。

健康推進課
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23 1

ともに「学
び」「喜び」
「成長し」
未来を生
きる子ども
を育むまち
づくり

1 子育て 2
母子保健・
母子福祉

乳幼児健診事業費 7,707 23,375 1.8 2.28 健診実施回数 105 回 健診受診者数 3,311 人

新型コロナウイルス感染症対策のため３月は実施せず。そのた
め受診者数は減少。
各乳幼児健康診査において、受診率はすべて９０％以上であ
り、未受診者に対しては、電話や訪問により受診勧奨を行った。
さらに、三歳児健診未受診者に対して、虐待予防を鑑み、こども
宝課に依頼し、就園状況の照会による現状確認を継続実施して
いる。

新型コロナウイルス感染症拡大予防対策に取り組みながら実
施する必要がある。

高い 高い 高い 高い Ａ

感染拡大予防のため、集団指導は中止。健やかな成長
を促すための助言指導や見守り、子育てに関する不安を
軽減する個別指導を中心に行っていく。
受付時間を区切り、対象者を制限し、感染予防対策を行
いながら事業を実施する。

健康推進課

24 1

ともに「学
び」「喜び」
「成長し」
未来を生
きる子ども
を育むまち
づくり

1 子育て 2
母子保健・
母子福祉

母子福祉推進事業費 24,395 28,340 0.4 0.3
助産施設・母
子生活支援施
設入所者数

16 人
高等職業訓練
者数

10 人
助産施設入所者　３人
母子生活支援施設入所人数　１３人
高等職業訓練促進給付金　１０人

特になし。 高い 高い 高い
やや
高い

Ａ 事業を継続する。 健康推進課

25 1

ともに「学
び」「喜び」
「成長し」
未来を生
きる子ども
を育むまち
づくり

1 子育て 2
母子保健・
母子福祉

妊婦健康診査事業費 52,888 55,222 0.3 0
健診受診券発
券者数

708 人
延べ健診助成
件数

16,140 件
出産までの定期健診診査として、基本健診14回、子宮頸がん検
査、血液検査、４回の超音波検査などの追加検診を実施し、延
べ7,764人の受診があった。

特になし。 高い 高い 高い 高い Ａ 今後も引き続き、適切な給付を行う。 健康推進課

26 1

ともに「学
び」「喜び」
「成長し」
未来を生
きる子ども
を育むまち
づくり

1 子育て 3

乳幼児期
の教育・保
育サービ
ス

特定教育・保育施設
運営補助事業費

91,611 98,379 0.87 0
補助金対象教
育・保育施設
（利用）定員数

1,438 人
利用率（在籍
児童数/定員）

91 ％
保育施設を運営する市内７法人に対して、補助金を交付するこ
とにより、運営費の補助をはじめ延長保育・一時預かり事業等
の実施に寄与した。

保育ニーズが年々増える中、法人が円滑・柔軟に保育を提供で
きるよう、今後も事業の充実及び精査を行う必要がある。

高い 高い 高い 高い Ａ
今後も保育ニーズが増加する中、保育施設運営法人に
対して、円滑に保育を提供できるよう補助メニューの精査
等に努める。

こども宝課

27 1

ともに「学
び」「喜び」
「成長し」
未来を生
きる子ども
を育むまち
づくり

1 子育て 3

乳幼児期
の教育・保
育サービ
ス

施設型給付地域型保
育給付事業費

1,303,220 1,311,699 1.09 0
市内教育・保
育施設等（利
用）定員数

1,438 人
利用率（在籍
児童数/定員）

96 ％

市内８か所の認定こども園、３か所の家庭的保育事業、２か所
の小規模保育事業、市外特定教育・保育施設等への児童入所
委託を行った。また、それぞれの施設に対し、給付費を支払っ
た。

子ども・子育て支援法に基づき、事業者において適切な運営が
行われるよう指導監督及び適正な給付管理を行う。

高い 高い 高い 高い Ａ
引き続き適正な施設管理運営のもとで、教育・保育の提
供が行われるよう指導監督及び給付管理を継続する。

こども宝課

28 1

ともに「学
び」「喜び」
「成長し」
未来を生
きる子ども
を育むまち
づくり

1 子育て 4
児童虐待
防止

要保護児童対策地域
協議会運営事業費

82 9,417 1.2 0
研修会開催回
数

2 回
児童虐待の対
応件数（継続
含む）

348 件

要保護児童の早期発見及び適切な保護のため設置している要
保護児童対策地域協議会の実務者等を対象として、児童虐待
等に対応するスキルアップのための研修を２回行った。また、職
員を対象とした児童虐待の研修を行った。

新規案件の急増により、各ケースの実情に応じた支援を講じる
ことが求められている。

高い 高い 高い
やや
高い

Ａ 事業を継続する。 健康推進課

29 1

ともに「学
び」「喜び」
「成長し」
未来を生
きる子ども
を育むまち
づくり

2 教育 5 教育環境 学校管理事業費 19,137 19,682 0.07 10
市立中学校生
徒数

2,372 人
市立中学校教
師数

157 人

講師賃金においては、学校運営を円滑に行うため市費で講師を
任用し、生徒の学力向上等に役立てることができた。また、生徒
の怪我・体調不良時の病院への搬送のためのタクシー使用料
を支出した。

生徒の怪我・体調不良時のタクシー使用料について、効率的な
使用を目指す。

高い 高い 高い 高い Ａ 事業を継続する。 学校教育課

30 1

ともに「学
び」「喜び」
「成長し」
未来を生
きる子ども
を育むまち
づくり

2 教育 5 教育環境 学校管理事業費 42,525 43,303 0.1 27
市立小学校児
童数

5,456 人
市立小学校教
師数

325 人

小学校の用務員、給食配膳員の賃金等を支出した。
また、南加茂台小学校通学バスの運行管理委託料や、児童が
怪我をした際のタクシー使用料を支出した。
南加茂台小学校通学バスの空き時間を活用し、小中学校の児
童生徒を送迎し、貸切バス借上げ料の経費削減を図った。

今後においても、南加茂台小学校通学バスの空き時間を活用
し、貸切バス借上げ料の経費削減に努める。

高い 高い 高い
やや
高い

Ａ 事業を継続する。 学校教育課

31 1

もに「学
び」「喜び」
「成長し」
未来を生
きる子ども
を育むまち
づくり

2 教育 5 教育環境
（仮称）新学校給食セ
ンター建設事業費

1,530,471 1,539,884 1.21 0

（仮称）新学校
給食センター
用地除草工事
費用

0 千円
（仮称）新学校
給食センター
新築工事費用

1,111,583 千円
新設学校給食センター（第一学校給食センター）の建設が完了
し、令和２年２月２１日引渡しを受けた。

施設の引渡しも予定通りに進んだため、令和２年４月稼働予定
で準備を進めたものの、新型コロナウイルス感染症に係る休校
により６月稼働となった。

高い 高い 高い 高い Ａ 建設事業が完了したため、終了。 学校教育課

32 1

ともに「学
び」「喜び」
「成長し」
未来を生
きる子ども
を育むまち
づくり

2 教育 6 学校教育
私立幼稚園利用給付
事業費

100,503 102,214 0.22 0 交付者数 485 人
私立幼稚園施設等利用費として、21施設に対し、70,427,910円
交付。預かり保育・認可外保育施設・一時預かり等を利用され
た分として3,313,285円交付。

幼児教育無償化に伴い、「子育てのための施設等利用給付費」
が新設されたことから、引き続き私立幼稚園保護者について補
助を行うとともに行財政の効率化を図る。

高い 高い 高い
やや
高い

Ａ
私立幼稚園の現状を把握しながらさらなる幼児教育の充
実を目指す。

こども宝課

33 1

ともに「学
び」「喜び」
「成長し」
未来を生
きる子ども
を育むまち
づくり

2 教育 6 学校教育 幼稚園保健事業費 2,811 4,522 0.22 0 園児数 407 人

園医一人当た
り受持ち園児
数（園児数/園
医数）

80 人
幼児が健康でのびのびと幼稚園生活を送れるよう健康診断な
どを行い、園医などの報酬を支出した。

園児の健康、保健衛生を確保する。 高い 高い 高い 高い Ａ 事業を継続する。 こども宝課

5



実績項目１ 数値 単位 実績項目２ 数値 単位 妥当性 有効性 効率性
（実施主体）

効率性
（経済性）

No.
総合計画（基本計画）

事業名
事業費
決算額
（千円）

総コスト
（事業費決算額＋

人件費）

（千円）

従業職員数
（人）

嘱託・臨時職
員数（人）

令和元年度事業実績
所管課

基本方針 政策分野 施策
昨年度の成果 昨年度の取組みに対する課題

評価視点
総合評

価
今後の取組内容

34 1

ともに「学
び」「喜び」
「成長し」
未来を生
きる子ども
を育むまち
づくり

2 教育 6 学校教育 幼稚園事務事業費 34,646 38,147 0.45 24 園児数 407 人

在園園児率
（在園園児数
／定員園児
数）

80 ％
幼児教育の充実等のため、臨時職員賃金や補足給付費等を支
出した。

幼児教育の充実を目指すとともに、具体的な取り組みのなかで
事業の効率化・見直しを進める。

高い 高い 高い 高い Ａ
木津川市教育振興基本計画に基づき、人格形成の基礎
を培う幼児教育の充実、幼保一体化教育の推進、家庭に
おける子育て支援をすすめる。

こども宝課

35 1

ともに「学
び」「喜び」
「成長し」
未来を生
きる子ども
を育むまち
づくり

2 教育 6 学校教育
幼稚園バス運行事業
費

38,584 40,295 0.22 0
通園バス利用
園児数

192 人
通園バス利用
率（バス利用
者／園児数）

47 ％
老朽化に伴い幼稚園バス２台を更新した他、バス運行委託料を
支出した。

バス運行事業に関わる事務の効率化・見直しを進める。 高い 高い 高い 高い B 今後もバス運行事務の効率化・見直しを進める。 こども宝課

36 1

ともに「学
び」「喜び」
「成長し」
未来を生
きる子ども
を育むまち
づくり

2 教育 6 学校教育
いじめ防止等対策委
員会事業費

375 1,075 0.09 0
委員会開催回
数

2 回
いじめ防止等のために委員会を設置し、定例会を２回開催し
た。

いじめ問題の早期発見・対応のため、調査等により得られた情
報について十分な共有が重要であると考える。

高い 高い 高い 高い Ａ 事業を継続する。 学校教育課

37 1

ともに「学
び」「喜び」
「成長し」
未来を生
きる子ども
を育むまち
づくり

2 教育 6 学校教育
ステップアップ学習事
業費

654 1,354 0.09 0 延べ参加者数 330 人
中学校１～３年生を対象に放課後などの時間を利用して外部講
師による補充学習を実施し、生徒の学力向上に寄与した。

学力の底上げには、放課後や夏休み等を利用した補修学習に
より学力向上に努めることが重要である。

高い 高い 高い 高い Ａ 引き続き生徒の学力向上に取り組んで行く。 学校教育課

38 1

ともに「学
び」「喜び」
「成長し」
未来を生
きる子ども
を育むまち
づくり

2 教育 6 学校教育
教育支援委員会事業
費

532 1,854 0.17 0
対象人数（5歳
児）

913 人

特に次年度の新小学校１年生について、専門的な知見を基に
保護者との相談を行い、適切な就学を支援した。また、特別支
援学級に在籍する児童を対象とした夏季交流会を各ブロック毎
（木津・加茂・山城）で実施した。

件数の増加とともに対象となる幼児児童の特性が多様化してい
るため、包括的な判断が必要となり、また今まで以上の専門的
な知識が必要となってきている。

高い 高い 高い 高い Ａ 事業を継続する。 学校教育課

39 1

ともに「学
び」「喜び」
「成長し」
未来を生
きる子ども
を育むまち
づくり

2 教育 6 学校教育
「もうすぐ１年生」体験
入学推進事業費

898 1,909 0.13 0
小学校入学予
定者数

828 人
体験入学等事
業参加幼児数

811 人

次年度入学予定者のうち、ほとんどの幼児が体験入学等の事
業に参加でき、その影響もあり多くの学校で「落ち着いて学習に
取り組めている。」「チャイムのある生活にスムーズに適応して
いる。」などの様子が確認できている。

より多くの幼児が参加できる様、また保護者や幼稚園、保育所、
子ども園と連携し、周知や内容の強化を図っていく必要がある。

高い 高い 高い 高い Ａ
令和２年度から事業名を「公立小学校と幼児教育施設と
の協働による幼小接続推進事業」に変更（府委託事業）。

学校教育課

40 1

ともに「学
び」「喜び」
「成長し」
未来を生
きる子ども
を育むまち
づくり

2 教育 6 学校教育
相楽地方通級指導教
室事業費

1,459 1,926 0.06 0 相談件数 728 件
障害克服児童
数

72 人
平成31年度は、のべ243名の通級児童を指導し、発達検査160
件、構音検査80件を実施した。教育相談件数488件、障害克服
児童数72人であった。

学校の修了時刻が遅くなっていることや保護者の送迎や仕事の
都合により、遅い時間の通級指導を希望される保護者が増えて
いる。

高い 高い 高い 高い Ａ

精華町・相楽東部広域連合教育委員会からの分担金に
よっての事業実施にかえて、３教育委員会に通級指導教
室が設置されたことにより、次年度からは、通級指導教室
が設置された各学校管理運営費でそれぞれ事業を行い、
相楽地方通級指導教室事業は今年度で終了する。

学校教育課

41 1

ともに「学
び」「喜び」
「成長し」
未来を生
きる子ども
を育むまち
づくり

2 教育 6 学校教育
ホップアップ学習事業
費

1,562 2,262 0.09 0 参加人数 530 人
小学校３～６年生を対象に、放課後や夏休みを利用し、基礎学
力の充実を図った。

学力の底上げには、放課後や夏休み等を利用した補修学習に
より、学力向上に努めることが重要である。

高い 高い 高い 高い Ａ 引き続き児童の学力向上に向けて取り組んで行く。 学校教育課

42 1

ともに「学
び」「喜び」
「成長し」
未来を生
きる子ども
を育むまち
づくり

2 教育 6 学校教育 育英資金交付事業費 2,310 3,866 0.2 0
育英資金申請
件数

78 件
交付決定率
（交付者数/申
請者数）

99 ％
高等学校または高等専門学校の入学生に対し、就学のための
援助として１人あたり30,000円の育英資金を77人に交付し、保
護者等の負担軽減を図ることができた。

基金を取崩して交付しているが、数年後に枯渇することが想定
されるため、寄付等の働きかけを行う必要がある。

高い 高い
やや
低い

高い Ｃ
寄付者の意思に基づき、事業は継続するが基金の状況
によっては事業を休止する必要がある。

学校教育課

43 1

ともに「学
び」「喜び」
「成長し」
未来を生
きる子ども
を育むまち
づくり

2 教育 6 学校教育
スクールカウンセラー
設置事業費

3,505 4,205 0.09 0 開催日数 115 日 相談件数 356 件
府費スクールカウンセラー未配置の８小学校において事業を実
施した。各校４週に１回の割合で配置した。

希望するすべての児童に相談が受けられるように取り組んで行
く。

高い 高い 高い 高い Ａ 事業を継続する。 学校教育課

44 1

ともに「学
び」「喜び」
「成長し」
未来を生
きる子ども
を育むまち
づくり

2 教育 6 学校教育
カウンセリングルーム
設置事業費

3,755 4,533 0.1 0 開催日数 95 日 相談件数 612 件

市立小中学校に在学する児童・生徒及びその家族並びに勤務
している教職員を対象に、臨床心理士による相談活動を行っ
た。
95回開催（保護者327人、児童生徒188人、教職員34人）（電話
相談　63件）

カウンセリングを必要とするすべての児童・生徒・保護者が相談
を受けることができるよう取組むことが重要と考える。

高い 高い 高い 高い Ａ 事業を継続する。 学校教育課

6



実績項目１ 数値 単位 実績項目２ 数値 単位 妥当性 有効性 効率性
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所管課

基本方針 政策分野 施策
昨年度の成果 昨年度の取組みに対する課題
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総合評

価
今後の取組内容

45 1

ともに「学
び」「喜び」
「成長し」
未来を生
きる子ども
を育むまち
づくり

2 教育 6 学校教育
学校図書館情報化・
活性化推進事業費

4,990 5,535 0.07 0 実施学校数 18 校 利用者数 7,700 人
学校図書システムを利用継続することで、児童生徒が図書館の
利用に慣れ、本に親しむきっかけを作ることができた。

児童数の多い学校ではスムースに貸出ができなかったが、木津
地域のシステム更新によりある程度の軽減が図れた。

高い 高い 高い 高い Ａ 事業を継続する。 学校教育課

46 1

ともに「学
び」「喜び」
「成長し」
未来を生
きる子ども
を育むまち
づくり

2 教育 6 学校教育
語学指導助手招致事
業費

1,699 12,130 0.27 3
語学指導助手
招致人数

3 人
語学指導助手
授業数

1,125 授業
来年度からの教科化を見据え、児童生徒だけではなく、担任な
ど、教員もネイティブな英語に触れる機会を確保することができ
た。

小学校での授業回数の増加や、長期休業中の指導助手の有効
活用を検討する必要がある。

高い 高い 高い
やや
低い

B
引き続き事業を継続しつつ、課題解決に向けて事業の見
直しも進めていく。

学校教育課

47 1

ともに「学
び」「喜び」
「成長し」
未来を生
きる子ども
を育むまち
づくり

2 教育 6 学校教育 就学援助事業費 39,410 41,199 0.23 0 支給者数 475 人
援助を必要としている生徒の保護者に対し、支給した。国の支
給単価の見直しがあり、それに準じて支給単価の改正と、支給
項目の追加（卒業アルバム代）を行った。

国の制度改正により補助対象金額も変更されるが、制度改正さ
れたことにより、市の単費支給分が増える。

高い 高い 高い 高い Ａ 支給時期や内容の検討を行いつつ、引き続き実施する。 学校教育課

48 1

ともに「学
び」「喜び」
「成長し」
未来を生
きる子ども
を育むまち
づくり

2 教育 6 学校教育 就学援助事業費 47,199 48,988 0.23 0 支給者数 804 人
援助を必要としている児童の保護者に対し、支給した。国の支
給単価の見直しがあり、それに準じて支給単価の改正と、支給
項目の追加（卒業アルバム代）を行った。

国の制度改正により補助対象金額も変更されるが、制度改正さ
れたことにより、市の単費支給分が増える。

高い 高い 高い 高い Ａ 支給時期や内容の検討を行いつつ、引き続き実施する。 学校教育課

49 1

ともに「学
び」「喜び」
「成長し」
未来を生
きる子ども
を育むまち
づくり

2 教育 6 学校教育 学校教育事務事業費 50,808 54,231 0.44 22
市立小中学校
の児童・生徒
数

7,832 人
消耗品費等事務費の節約に務めた。
小学校体育連盟、人権教育研究会へ補助金を交付した。

臨時職員（学校司書、特別支援教育支援員、英語指導助手）の
給与等において、各学校での管理費で賄うのではなく教育委員
会として共通経費の効率化を図っていく。

高い 高い 高い 高い Ａ 事業を継続する。 学校教育課

50 1

ともに「学
び」「喜び」
「成長し」
未来を生
きる子ども
を育むまち
づくり

2 教育 6 学校教育 学校保健事業費 53,353 56,698 0.43 0
市立小中学校
児童・生徒及
び教職員数

8,310 人
学校健診受診
者数

8,310 人

児童生徒の健康を守るため、学校保健事業として、学校医報
酬、教師、児童、生徒健康診断委託料、日本振興スポーツセン
ター災害共済負担金などを支出した。また、学校生活において
配慮が必要な児童生徒の学習を支えるための支出も行った。

児童・生徒・教職員の健康管理を行うことにより、病気等の早期
発見や健康管理の意識付けに努める。

高い 高い 高い 高い Ａ
学校保健法により今後も児童・生徒の健やかな成長を促
す。

学校教育課

51 1

ともに「学
び」「喜び」
「成長し」
未来を生
きる子ども
を育むまち
づくり

2 教育 6 学校教育
恭仁小学校教育振興
事業費

513 1,058 0.07 0 児童数 44 人
消耗品費、教材用備品、図書購入、卒業記念品、祝い品等に使
用した。

教材備品について、年間を通して計画的に購入するよう努め
る。

高い 高い 高い 高い Ａ
地域・児童の実態を踏まえた創意ある教育課程の編成・
実施を進める。

学校教育課

52 1

ともに「学
び」「喜び」
「成長し」
未来を生
きる子ども
を育むまち
づくり

2 教育 6 学校教育
南加茂台小学校教育
振興事業費

888 1,433 0.07 0 児童数 167 人
消耗品費、教材用備品、図書購入、卒業記念品、祝い品等に使
用した。

教材備品について、年間を通して計画的に購入するよう努め
る。

高い 高い 高い 高い Ａ
地域・児童の実態を踏まえた創意ある教育課程の編成・
実施を進める。

学校教育課

53 1

ともに「学
び」「喜び」
「成長し」
未来を生
きる子ども
を育むまち
づくり

2 教育 6 学校教育
上狛小学校教育振興
事業費

961 1,506 0.07 0 児童数 173 人
消耗品費、教材用備品、図書購入、卒業記念品、祝い品等に使
用した。

教材備品について、年間を通して計画的に購入するよう努め
る。

高い 高い 高い 高い Ａ
地域・児童の実態を踏まえた創意ある教育課程の編成・
実施を進める。

学校教育課

54 1

ともに「学
び」「喜び」
「成長し」
未来を生
きる子ども
を育むまち
づくり

2 教育 6 学校教育
木津川市特色のある
学校づくり推進事業費

1,000 1,545 0.07 0 認定校数 10 15校
予算内で支給された事業経費により、各校で事業が実施され
た。

各校の実態や希望により事業内容を選定しているが、新学習指
導要領に対応した独自の取り組みを適切に支援していく制度の
内容を検討していく必要がある。

高い 高い 高い 高い Ａ 各学校の特色を生かした事業を継続して実施する。 学校教育課

55 1

ともに「学
び」「喜び」
「成長し」
未来を生
きる子ども
を育むまち
づくり

2 教育 6 学校教育
相楽台小学校教育振
興事業費

1,074 1,619 0.07 0 児童数 235 人
消耗品費、教材用備品、図書購入、卒業記念品、祝い品等に使
用した。

教材備品について、年間を通して計画的に購入するよう努め
る。

高い 高い 高い 高い Ａ
地域・児童の実態を踏まえた創意ある教育課程の編成・
実施を進める。

学校教育課

7



実績項目１ 数値 単位 実績項目２ 数値 単位 妥当性 有効性 効率性
（実施主体）

効率性
（経済性）

No.
総合計画（基本計画）

事業名
事業費
決算額
（千円）

総コスト
（事業費決算額＋

人件費）

（千円）

従業職員数
（人）

嘱託・臨時職
員数（人）

令和元年度事業実績
所管課

基本方針 政策分野 施策
昨年度の成果 昨年度の取組みに対する課題

評価視点
総合評

価
今後の取組内容

56 1

ともに「学
び」「喜び」
「成長し」
未来を生
きる子ども
を育むまち
づくり

2 教育 6 学校教育
棚倉小学校教育振興
事業費

1,117 1,662 0.07 0 児童数 296 人
消耗品費、教材用備品、図書購入、卒業記念品、祝い品等に使
用した。

教材備品について、年間を通して計画的に購入するよう努め
る。

高い 高い 高い 高い Ａ
地域・児童の実態を踏まえた創意ある教育課程の編成・
実施を進める。

学校教育課

57 1

ともに「学
び」「喜び」
「成長し」
未来を生
きる子ども
を育むまち
づくり

2 教育 6 学校教育
加茂小学校教育振興
事業費

1,271 1,816 0.07 0 児童数 288 人
消耗品費、教材用備品、図書購入、卒業記念品、祝い品等に使
用した。

教材備品について、年間を通して計画的に購入するよう努め
る。

高い 高い 高い 高い Ａ
地域・児童の実態を踏まえた創意ある教育課程の編成・
実施を進める。

学校教育課

58 1

ともに「学
び」「喜び」
「成長し」
未来を生
きる子ども
を育むまち
づくり

2 教育 6 学校教育
高の原小学校教育振
興事業費

1,299 1,844 0.07 0 児童数 308 人
消耗品費、教材用備品、図書購入、卒業記念品、祝い品等に使
用した。

教材備品について、年間を通して計画的に購入するよう努め
る。

高い 高い 高い 高い Ａ
地域・児童の実態を踏まえた創意ある教育課程の編成・
実施を進める。

学校教育課

59 1

ともに「学
び」「喜び」
「成長し」
未来を生
きる子ども
を育むまち
づくり

2 教育 6 学校教育
木津川台小学校教育
振興事業費

1,571 2,116 0.07 0 児童数 449 人
消耗品費、教材用備品、図書購入、卒業記念品、祝い品等に使
用した。

教材備品について、年間を通して計画的に購入するよう努め
る。

高い 高い 高い 高い Ａ
地域・児童の実態を踏まえた創意ある教育課程の編成・
実施を進める。

学校教育課

60 1

ともに「学
び」「喜び」
「成長し」
未来を生
きる子ども
を育むまち
づくり

2 教育 6 学校教育
相楽小学校教育振興
事業費

1,655 2,200 0.07 0 児童数 412 人
消耗品費、教材用備品、図書購入、卒業記念品、祝い品等に使
用した。

教材備品について、年間を通して計画的に購入するよう努め
る。

高い 高い 高い 高い Ａ
地域・児童の実態を踏まえた創意ある教育課程の編成・
実施を進める。

学校教育課

61 1

ともに「学
び」「喜び」
「成長し」
未来を生
きる子ども
を育むまち
づくり

2 教育 6 学校教育
木津小学校教育振興
事業費

1,880 2,425 0.07 0 児童数 530 人
消耗品費、教材用備品、図書購入、卒業記念品、祝い品等に使
用した。

教材備品について、年間を通して計画的に購入するよう努め
る。

高い 高い 高い 高い Ａ
地域・児童の実態を踏まえた創意ある教育課程の編成・
実施を進める。

学校教育課

62 1

ともに「学
び」「喜び」
「成長し」
未来を生
きる子ども
を育むまち
づくり

2 教育 6 学校教育
州見台小学校教育振
興事業費

2,245 2,790 0.07 0 児童数 710 人
消耗品費、教材用備品、図書購入、卒業記念品、祝い品等に使
用した。

教材備品について、年間を通して計画的に購入するよう努め
る。

高い 高い 高い 高い Ａ
地域・児童の実態を踏まえた創意ある教育課程の編成・
実施を進める。

学校教育課

63 1

ともに「学
び」「喜び」
「成長し」
未来を生
きる子ども
を育むまち
づくり

2 教育 6 学校教育
城山台小学校教育振
興事業費

2,329 2,874 0.07 0 児童数 828 人
消耗品費、教材用備品、図書購入、卒業記念品、祝い品等に使
用した。

教材備品について、年間を通して計画的に購入するよう努め
る。

高い 高い 高い
やや
高い

Ａ
地域・児童の実態を踏まえた創意ある教育課程の編成・
実施を進める。

学校教育課

64 1

ともに「学
び」「喜び」
「成長し」
未来を生
きる子ども
を育むまち
づくり

2 教育 6 学校教育
梅美台小学校教育振
興事業費

2,932 3,477 0.07 0 児童数 1,016 人
消耗品費、教材用備品、図書購入、卒業記念品、祝い品等に使
用した。

教材備品について、年間を通して計画的に購入するよう努め
る。

高い 高い 高い 高い Ａ
地域・児童の実態を踏まえた創意ある教育課程の編成・
実施を進める。

学校教育課

65 1

ともに「学
び」「喜び」
「成長し」
未来を生
きる子ども
を育むまち
づくり

2 教育 6 学校教育
山城中学校教育振興
事業費

3,680 4,225 0.07 0 生徒数 237 人
消耗品費、教材用備品、図書購入、卒業記念品、祝い品等に使
用した。

教材備品について、年間を通して計画的に購入するよう努め
る。

高い 高い 高い 高い Ａ
地域・生徒の実態を踏まえた創意ある教育課程の編成・
実施を進める。
教材備品の購入やクラブ活動への補助

学校教育課

66 1

ともに「学
び」「喜び」
「成長し」
未来を生
きる子ども
を育むまち
づくり

2 教育 6 学校教育
就学時健康診断事業
費

1,972 4,617 0.34 0.1

年長児及び転
入予定児数
（10月1日現
在）

851 人
就学時健診受
診者数

837 人
令和２年度小学校入学予児童837人を対象に、内科、歯科、聴
力及び視力の検診を行った。

特になし。 高い 高い 高い 高い Ａ
事業を継続する。入学予定者に対し、治療の勧告及び保
健上必要な助言を行う。

学校教育課
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実績項目１ 数値 単位 実績項目２ 数値 単位 妥当性 有効性 効率性
（実施主体）

効率性
（経済性）

No.
総合計画（基本計画）

事業名
事業費
決算額
（千円）

総コスト
（事業費決算額＋

人件費）

（千円）

従業職員数
（人）

嘱託・臨時職
員数（人）

令和元年度事業実績
所管課

基本方針 政策分野 施策
昨年度の成果 昨年度の取組みに対する課題

評価視点
総合評

価
今後の取組内容

67 1

ともに「学
び」「喜び」
「成長し」
未来を生
きる子ども
を育むまち
づくり

2 教育 6 学校教育
泉川中学校教育振興
事業費

4,398 4,943 0.07 0 生徒数 281 人
消耗品費、教材用備品、図書購入、卒業記念品、祝い品等に使
用した。

教材備品について、年間を通して計画的に購入するよう努め
る。

高い 高い 高い 高い Ａ
地域・生徒の実態を踏まえた創意ある教育課程の編成・
実施を進める
教材備品の購入やクラブ活動への補助

学校教育課

68 1

ともに「学
び」「喜び」
「成長し」
未来を生
きる子ども
を育むまち
づくり

2 教育 6 学校教育 教育振興事業費 5,860 6,560 0.09 0 生徒数 2,372 人

京都府大会以上の大会参加にかかる経費負担として、府大会
等参加負担金の支出を行った。
またクラブ活動の充実を図るため、クラブ活動費補助金の支出
を行った。
南加茂台小学校通学バスの空き時間を活用し、クラブ活動等生
徒を送迎し、貸切バス借上げ料の経費削減を図った。

バス借上げ料について、今後も南加茂台小学校通学バスの空
き時間を活用し、貸切バス借上げ料の経費削減に努めるなど、
限られた経費で事業効果をあげるよう努める。

高い 高い 高い 高い Ａ 事業を継続する。 学校教育課

69 1

ともに「学
び」「喜び」
「成長し」
未来を生
きる子ども
を育むまち
づくり

2 教育 6 学校教育
木津第二中学校教育
振興事業費

6,213 6,758 0.07 0 生徒数 545 人
消耗品費、教材用備品、図書購入、卒業記念品、祝い品等に使
用した。

教材備品について、年間を通して計画的に購入するよう努め
る。

高い 高い 高い 高い Ａ
地域・生徒の実態を踏まえた創意ある教育課程の編成・
実施を進める。
教材備品の購入やクラブ活動への補助

学校教育課

70 1

ともに「学
び」「喜び」
「成長し」
未来を生
きる子ども
を育むまち
づくり

2 教育 6 学校教育
木津中学校教育振興
事業費

6,256 6,801 0.07 0 生徒数 527 人
消耗品費、教材用備品、図書購入、卒業記念品、祝い品等に使
用した。

教材備品について、年間を通して計画的に購入するよう努め
る。

高い 高い 高い 高い Ａ
地域・生徒の実態を踏まえた創意ある教育課程の編成・
実施を進める。
教材備品の購入やクラブ活動への補助

学校教育課

71 1

ともに「学
び」「喜び」
「成長し」
未来を生
きる子ども
を育むまち
づくり

2 教育 6 学校教育
木津南中学校教育振
興事業費

7,731 8,276 0.07 0 生徒数 782 人
消耗品費、教材用備品、図書購入、卒業記念品、祝い品等に使
用した。

教材備品について、年間を通して計画的に購入するよう努め
る。

高い 高い 高い 高い Ａ
地域・生徒の実態を踏まえた創意ある教育課程の編成・
実施を進める。
教材備品の購入やクラブ活動への補助

学校教育課

72 1

ともに「学
び」「喜び」
「成長し」
未来を生
きる子ども
を育むまち
づくり

2 教育 6 学校教育 教育振興事業費 10,421 11,043 0.08 0
市立小学校児
童数

5,456 人
児童数増による教師用指導書・教科書の購入を行った。
小学校の芸術鑑賞にかかる負担金を支出した。

南加茂台小学校スクールバスの有効活用を図ることにより経費
削減に努める。

高い 高い 高い 高い Ａ 事業を継続する。 学校教育課

73 1

ともに「学
び」「喜び」
「成長し」
未来を生
きる子ども
を育むまち
づくり

2 教育 6 学校教育
可動式教育用コン
ピュータ整備事業費

10,630 14,442 0.49 0
整備台数（タ
ブレット型ＰＣ
端末）

321 台
整備台数
（ノート型ＰＣ
端末）

238 台
木津川市内小中学校（８校）のＰＣ教室及び校務用ＰＣの更新が
完了した。

特になし。 高い 高い 高い 高い Ａ
学習用ＰＣの１人１台環境の実現と、実現後の活用の方
法の検討

学校教育課

74 1

ともに「学
び」「喜び」
「成長し」
未来を生
きる子ども
を育むまち
づくり

2 教育 6 学校教育 ＩＣＴ教育推進事業費 40,952 43,752 0.36 0
ICT教育機器
整備台数

12 台 平成３０年からの増級分のＩＣＴ機器を整備。 平成２５・２６年度に整備した機器の更新。 高い 高い 高い 高い Ａ
増級分の追加配備。
平成２５・２６年度に整備した機器の更新。

学校教育課

75 1

ともに「学
び」「喜び」
「成長し」
未来を生
きる子ども
を育むまち
づくり

2 教育 6 学校教育 安全対策事業費 3,473 5,884 0.31 0
機械警備配置
校・園数

16
校
・
園

小中学生を
狙った犯罪の
発生件数（不
審者情報）

25 件

各小学校でインターホン、防犯カメラ等による機械警備を継続し
て実施した。新入学児童に防犯ブザーを、新入学生徒のうち自
転車通学者へのヘルメット購入補助を実施した。その他、通学
路の安全を図るための事業や遠距離通学者へ通学費補助をお
こなった。

児童・生徒の安心・安全確保のため、教育委員会と学校、地域
が連携して取り組みを進める必要がある。

高い 高い 高い 高い Ａ 児童・生徒の安心・安全確保のため、引き続き実施する。 学校教育課

76 1

ともに「学
び」「喜び」
「成長し」
未来を生
きる子ども
を育むまち
づくり

2 教育 7
子どもの健
全育成

成人式事業費 1,116 4,228 0.4 0
実行委員会打
合せ回数

5 回
成人式参加者
数

557 人
新成人の新しい門出を祝福するとともに、成人としての自覚を身
につけることを目的として、京都府立けいはんなホールにて成
人式を実施し、対象者数792名中557名の出席があった。

毎年、広報・HPで実行委員の募集を行っているが、応募が少な
い状況であり、出身中学校に生徒会をしていた新成人を照会す
るが、個人情報の観点から回答が困難になってきている。

高い 高い 高い 高い Ａ
広報・HPによる実行委員の募集のみに留まらず、当該年
度の実行委員から来年度の委員候補を紹介して貰う等
協力を仰ぎ、協力者の取得に努める。

社会教育課

77 1

ともに「学
び」「喜び」
「成長し」
未来を生
きる子ども
を育むまち
づくり

2 教育 7
子どもの健
全育成

青少年健全育成事業
費

2,954 7,926 0.4 0.67
青少年育成委
員会事業回数

12 回
子ども会会員
数(補助金交
付団体内）

1,787 人

青少年の健全育成活動を促進し、次世代の社会を担う豊かな
人材を育むため、各種関係団体とも連携を行い、「木津川市少
年の主張大会」「木津川市小学生ソフトボール大会」などの健全
育成事業の実施や、団体活動の支援に努めた。

青少年育成委員の高齢化が深刻化しているため、若年層の取
り込みが課題である。また、新型コロナウイルス感染症拡大防
止のため、１事業を中止とした。今後は、新型コロナウイルス感
染症対策を念頭にした、事業計画が必要である。

高い 高い 高い 高い Ａ
木津川市における青少年の健全育成活動を促進し、次
世代を担う社会の形成者として豊かな人間性を育むこと
を継続し、事業に係る効率性等向上に取り組む。

社会教育課
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実績項目１ 数値 単位 実績項目２ 数値 単位 妥当性 有効性 効率性
（実施主体）

効率性
（経済性）

No.
総合計画（基本計画）
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事業費
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（千円）
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（事業費決算額＋

人件費）

（千円）

従業職員数
（人）

嘱託・臨時職
員数（人）

令和元年度事業実績
所管課

基本方針 政策分野 施策
昨年度の成果 昨年度の取組みに対する課題

評価視点
総合評

価
今後の取組内容

78 2

誰もが生き
生きと、生
涯元気で
暮らせるま
ちづくり

3 健康 8
保健・医療
（救急）

献血推進事業費 340 4,152 0.49 0 実施回数 19 回
延べ献血受付
者数

870 人

献血推進協議会に事業を委託し、献血を推進するための広報・
啓発等の事業を実施した。
また、献血事業として、年間１６日、延べ１９会場で献血を実施
し、７４５人の協力があった。

特になし。 高い 高い 高い 高い Ａ
今後も引き続き、広報やホームページにて周知し、献血
を実施する。

健康推進課

79 2

誰もが生き
生きと、生
涯元気で
暮らせるま
ちづくり

3 健康 8
保健・医療
（救急）

すこやか木津川２１プ
ラン実施事業費

120 4,454 0.45 0.3
レシピコンテス
ト応募件数

972 件
防煙教室参加
者数

254 人

「すこやか木津川２１プラン」に基づく事業として、食育事業、防
煙・禁煙事業、歯科教育を実施した。
新型コロナウイルス感染症の拡大防止対策により中学校1校の
防煙教室が開催できなかったため、実績が減している。

特になし 高い 高い 高い 高い Ａ
今後もすこやか木津川２１プランに基づく事業を継続実施
する。

健康推進課

80 2

誰もが生き
生きと、生
涯元気で
暮らせるま
ちづくり

3 健康 8
保健・医療
（救急）

健康増進事業費 4,882 9,188 0.5 0.3
肝炎ウイルス
検診受診者数

403 人
骨密度検診受
診者数

355 人

歯周疾患検診は、通知封筒の色を目立つものに変更し、受診
者が増加した。また、早期発見、治療により、長く自身の歯でよ
く噛んで食べることで、健康意識の向上につながったと考える。
また、木津高校生のアイデアを活用し、身近な健康づくりを維持
するため、フレイル予防健康階段ステッカーを作成し、市役所庁
舎階段等に掲げた。

特になし。 高い 高い 高い 高い Ａ 事業を継続する。 健康推進課

81 2

誰もが生き
生きと、生
涯元気で
暮らせるま
ちづくり

3 健康 8
保健・医療
（救急）

小児慢性特定疾病児
童日常生活用具給付
事業費

238 1,249 0.13 0
日常生活用具
給付件数

4 件
小児慢性特定疾病医療受給権の交付を受け、在宅療養をされ
ている児童（２人）に対して、日常生活用具を給付した。
（電気式たん吸引器、体位変換器、特殊寝台、特殊マット）

特になし。 高い 高い 高い 高い Ａ 今後も制度の趣旨に沿った給付を適切に行う。 健康推進課

82 2

誰もが生き
生きと、生
涯元気で
暮らせるま
ちづくり

3 健康 8
保健・医療
（救急）

相楽休日応急診療所
運営事業費

6,957 7,890 0.12 0 開設日数 75 日 受診者数 1,072 人

相楽郡広域事務組合が開設している相楽休日応急診療所に対
する分担金を支出した。
市民への周知により相楽休日応急診療所の存在が認知されつ
つあり、軽症患者による救急搬送の減少に寄与している。

冬季は受診者が多く、休日応急診療所が混雑し、待ち時間が多
くなることがある。

高い 高い 高い 高い Ａ

通常医師１名、薬剤師１名体制のところ、受診者の増える
年末年始のみ医師１名薬剤師２名体制としていた。インフ
ルエンザの流行期である１～２月についても薬剤師２名
体制とし、待ち時間の短縮を図っていく。

健康推進課

83 2

誰もが生き
生きと、生
涯元気で
暮らせるま
ちづくり

3 健康 8
保健・医療
（救急）

健康まつり事業費 331 2,354 0.26 0
歯のひろば参
加者数

325 人

前年度に引き続き、商工会主催の木の津まつりと同時開催で
あったため、全体的に活況であった。「歯のひろば」においても、
参加者が増えた。歯科健診、歯科指導の他市内各小・中学校に
歯の広場にちなんだポスターを募集し、会場にポスター掲示を
行った。

より多くの市民に対して、口腔内の健康についての重要性を
知ってもらい、自身で管理していく習慣を身につけていってもらう
ためにも、より一層の集客率アップに向けての取組が課題であ
る。

高い 高い
やや
高い

やや
高い

Ａ
集客率アップのため、引き続き木の津まつりイベントと同
時実施すべく、商工会や歯科医師会等と協議していく。

健康推進課

84 2

誰もが生き
生きと、生
涯元気で
暮らせるま
ちづくり

3 健康 8
保健・医療
（救急）

健康教育相談事業費 170 2,748 0.26 0.2
健康相談実施
回数

34 回
健康相談受診
者数

3,698 人

ロコモティブシンドローム、体力測定や骨密度測定時に保健師・
管理栄養士による健康相談を昨年に引き続き実施した。開催回
数は、前年度に比べ減少したが、多くの市民の健康管理に役
立った。

特になし。 高い 高い 高い
やや
高い

Ａ
随時、健康相談を実施できる場を設定し、個別の健康支
援をおこなう。

健康推進課

85 2

誰もが生き
生きと、生
涯元気で
暮らせるま
ちづくり

3 健康 8
保健・医療
（救急）

精神保健事業費 242 4,909 0.6 0 事業実施回数 12 回
延べ事業参加
者数

55 人

広報紙やホームページにて周知。また、精神障害者保健福祉
手帳や自立支援医療受給者証交付時に案内。延べ55人、平均
4.6人の参加があった。
精神障害者の社会復帰や社会参加の場となるよう、集団指導
活動（グループワーク）等を適切に実施した。

支援に繋がっていない方々の社会復帰の為の社会資源の一つ
となるように、周知を継続する必要がある。

高い 高い 高い 高い Ａ 今後も継続して事業の周知を行う。 健康推進課

86 2

誰もが生き
生きと、生
涯元気で
暮らせるま
ちづくり

3 健康 8
保健・医療
（救急）

風しん対策追加措置
事業費

7,485 10,597 0.4 0
風しん抗体検
査受診者数

846 人
対象者4,434人に無料クーポンを送付し、846人が抗体検査を受
けた。そのうち抗体価が規定より低かった238人に予防接種を
実施した。

対象者の25％程度の受診を見込んでいたが、コロナウィルス感
染症の影響による受診控え等もあり、受診率19.1％にとどまっ
たため、普及啓発に努めたい。

高い 高い 高い 高い Ａ
風しんの妊婦、胎児への影響・危険性と抗体検査・予防
接種の重要性について、啓発を図り、受診を促していく。

健康推進課

87 2

誰もが生き
生きと、生
涯元気で
暮らせるま
ちづくり

3 健康 8
保健・医療
（救急）

総合がん検診事業費 117,977 139,992 2.83 0
集団検診受診
者数

7,415 人
申込受診率
（受診者/申込
者）

87 ％

１．厚労省の指針に基づき、検診の見直しを実施。①子宮体が
ん検診の廃止②受診間隔の変更（隔年受診）。２．より精度の高
い検査方法等に変更することによる受診料の見直し（検査料の
1割程度とする）。①検査方法の変更（子宮がん検診における
LBC法式の導入による精度管理の向上化）②読影方法の変更
（胃がん検診読影のデジタル化）③受診料の見直し（検査費用
の1割程度を受診料として、乳がん検診受診料を見直す）。

子宮がん検診の受診方法を毎年受診から隔年受診へ変更する
ことで、対象外年齢かつ昨年未受診者は2年連続して受診する
機会がなくなることから、2年連続して未受診とならないよう、希
望される対象外かつ昨年未受診者の受診を受け入れることと
し、広報やホームページで周知する。

高い 高い 高い 高い Ａ
1次スクリーニングでの有効性が問われている前立腺が
んと肝炎ウイルス検診についての見直し検討していく。

健康推進課

88 2

誰もが生き
生きと、生
涯元気で
暮らせるま
ちづくり

3 健康 8
保健・医療
（救急）

予防接種事業費 219,652 235,288 2.01 0.47
延べ接種回数
（Ａ類疾病）

19,440 回
延べ接種回数
（Ｂ類疾病）

10,164 回

予防接種法に基づき、対象者へ勧奨、説明等を実施した。
乳幼児、高齢者等を対象に予防接種事業を実施した。また、予
防接種助成費として207人、風しんワクチン予防接種助成費とし
て78人に対して助成を行った。

医療機関との連携や情報共有等、適正な実施に向け取り組む。 高い 高い 高い 高い Ａ
緊急性のある内容等の情報共有を行い、医療機関との
連携をはかる。対象者が確実に接種し得るよう更なる勧
奨に努める。

健康推進課

10



実績項目１ 数値 単位 実績項目２ 数値 単位 妥当性 有効性 効率性
（実施主体）

効率性
（経済性）

No.
総合計画（基本計画）

事業名
事業費
決算額
（千円）

総コスト
（事業費決算額＋

人件費）

（千円）

従業職員数
（人）

嘱託・臨時職
員数（人）

令和元年度事業実績
所管課

基本方針 政策分野 施策
昨年度の成果 昨年度の取組みに対する課題

評価視点
総合評

価
今後の取組内容

89 2

誰もが生き
生きと、生
涯元気で
暮らせるま
ちづくり

3 健康 8
保健・医療
（救急）

国保山城病院組合負
担金事業費

549,620 550,165 0.07 0 受診者数 139,382 人
引き続き良質な医療を提供し、市民の健康維持に貢献した。ま
た平成31年度からの第４次経営計画に基づき、中核病院として
求められる主要な医療機器の更新・整備に努めた。

安定した地域医療を継続的に提供するため、また院内感染を防
ぎつつ新型感染症に対応するため、人員体制の確立と事業を
継続するための経費の削減との両立が必要。

高い 高い 高い 高い Ａ

安定した地域医療を継続的に提供するため、事業を継続
する。また京都山城総合医療センターとの連携を強化し,
第４次経営計画の進捗状況を確認するとともに、事務事
業の効率化、負担金の適正化などについて他の構成市
町村との協議を進める。

健康推進課

90 2

誰もが生き
生きと、生
涯元気で
暮らせるま
ちづくり

3 健康 9 福祉医療 老人医療助成事業費 50,190 52,913 0.35 0.92
受給者数（3月
31日現在）

1,162 人
１人当たりの
医療費助成額

38,170 円
受給者1,162名に対し、医療費29,126件、44,353,894円を助成し
た。

特になし（府制度に沿って事業を継続する）。 高い 高い 高い 高い Ａ
AI-OCR・RPA等の導入をはじめ、事務の効率化に努めつ
つ、事業を継続する。

国保年金課

91 2

誰もが生き
生きと、生
涯元気で
暮らせるま
ちづくり

3 健康 9 福祉医療
福祉医療費（ひとり親
家庭）助成事業費

63,724 72,670 1.15 0
受給者数（3月
31日現在）

1,799 人
１人当たりの
医療費助成額

34,587 円
受給者1,799名に対し、医療費23,342件、62,221,770円を助成し
た。

特になし（府制度に沿って事業を継続する）。 高い 高い 高い
やや
高い

Ａ
AI-OCR・RPA等の導入をはじめ、事務の効率化に努めつ
つ、事業を継続する。

国保年金課

92 2

誰もが生き
生きと、生
涯元気で
暮らせるま
ちづくり

3 健康 9 福祉医療
重度心身障害老人健
康管理事業費

75,248 84,972 1.25 0
受給者数（3月
31日現在）

814 人
１人当たりの
医療費助成額

91,453 円

受給者814名に対し、医療費24,815件、74,442,552円を助成し
た。
※令和元年８月診療分から、府の基準に沿った所得制限を設け
たこともあり、前年度比で年度末受給者数は減少。

制度を持続可能なものとするため市独自上乗せ分については、
今後も随時、検証が必要。
一方、対象者の視点では安定した制度運営が求められることか
ら、対象者の生活や障害者福祉全体の状況等を踏まえつつ、
当面の制度方針を示す必要がある。

高い 高い 高い 高い Ａ
AI-OCR・RPA等の導入をはじめ、事務の効率化に努めつ
つ、事業を継続する（市独自上乗せ分については随時検
証）。

国保年金課

93 2

誰もが生き
生きと、生
涯元気で
暮らせるま
ちづくり

3 健康 9 福祉医療
福祉医療費（障害者）
助成事業費

123,543 133,267 1.25 0
受給者数（3月
31日現在）

998 人
１人当たりの
医療費助成額

122,303 円

受給者998名に対し、医療費24,876件、122,058,830円を助成し
た。
※令和元年８月診療分から、府の基準に沿った所得制限を設け
たこともあり、前年度比で年度末受給者数は減少。

制度を持続可能なものとするため市独自上乗せ分については、
今後も随時、検証が必要。
一方、対象者の視点では安定した制度運営が求められることか
ら、対象者の生活や障害者福祉全体の状況等を踏まえつつ、
当面の制度方針を示す必要がある。

高い 高い 高い
やや
高い

Ａ
AI-OCR・RPA等の導入をはじめ、事務の効率化に努めつ
つ、事業を継続する（市独自上乗せ分については随時検
証）。

国保年金課

94 2

誰もが生き
生きと、生
涯元気で
暮らせるま
ちづくり

3 健康 9 福祉医療
子育て支援医療費助
成事業費

343,660 353,384 1.25 0
受給者数（3月
31日現在）

12,984 人
１人当たりの
医療費助成額

25,632 円
受給者12,984名に対し、医療費171,593件、332,803,072円を助
成した。

特になし（子育て支援の観点から、市独自上乗せ分を含め事業
を継続する）。
※令和元年９月診療分から、府補助対象基準（一部負担金額
3,000円以上→1,500円以上）が緩和されたため、一般財源ベー
スでの一人当たりコストは前年度比で減少。

高い 高い 高い 高い Ａ
AI-OCR・RPA等の導入をはじめ、事務の効率化に努めつ
つ、事業を継続する。

国保年金課

95 2

誰もが生き
生きと、生
涯元気で
暮らせるま
ちづくり

3 健康 10 医療保険
国民健康保険特別会
計繰出事業費

512,802 516,692 0.5 0
国民健康保険
被保険者数

15,319 人
国民健康保険
被保険者世帯
数

9,003 世帯

特別会計独立の原則等に沿った平成30年度保険税率見直しに
よる国保税収入の増、保険者努力支援制度に基づく財源の確
保等により、法定外の一般会計繰出金の縮減に努めた。
法定外の一般会計繰出金の残額や保険給付費の自然増等に
対応するため、令和２年度から人間ドック等への受益者負担の
見直しを決定し、将来に亘る特別会計の財政運営の安定化を
図った。

今後も保険給付費は増加が見込まれ、その財源を確保するた
めには、国保制度の抜本的な改正が必要である（国要望済
み）。
更なる保険者努力支援制度獲得に向けては、特定健康診査受
診率、特定保健指導実施率の引き上げが必要である。

高い 高い 高い 高い Ａ

特定健康診査受診率・特定保健指導実施率の向上をは
じめ、より広く、また効果のある保健事業等を実施するこ
とで、被保険者の健康を増進するとともに、医療費の縮
減、保険者努力支援制度の更なる獲得につなげる。

国保年金課

96 2

誰もが生き
生きと、生
涯元気で
暮らせるま
ちづくり

3 健康 10 医療保険
後期高齢者医療事業
費

750,628 754,518 0.5 0

後期高齢者医
療被保険者数
（3月31日現
在）

8,719 人

法令等に基づく公費負担、特別会計への繰出金等により、後期
高齢者医療制度及び市特別会計の安定した運営を確保した。
被保険者の健康維持を踏まえつつ、将来に亘る財政運営の安
定化を図るため、令和２年度から人間ドック等への受益者負担
の見直しを決定した。

後期高齢者の増加に対し、支え手である現役世代が減少するこ
とを踏まえれば、医療保険制度全体での抜本的な見直しが必
要（国要望済み）。
市においても、人間ドック等への受益者負担の見直しにとどまら
ず、引続き、京都府後期高齢者医療広域連合と協力・連携し
て、将来を見据えた運営に努める必要がある。

高い 高い 高い
やや
高い

Ａ

高齢者人口の増加を踏まえれば、今後も市民一人当たり
コストは増加が見込まれることを踏まえ、唯一、市の裁量
で対応が可能な保健事業に対する繰出金については、
引続き、財源や効果等を検証の上で、適切に見直しを行
う。

国保年金課

97 2

誰もが生き
生きと、生
涯元気で
暮らせるま
ちづくり

3 健康 10 医療保険
後期高齢者医療特別
会計事業

909,259 932,207 2.95 0
後期高齢者医
療被保険者数

8,719 人

京都府後期高齢者医療広域連合と協力・連携して、被保険者が
安心して医療を受けることができるよう、保険料を財源に、制度
に基づき適切な保険給付を行った。
将来に亘り特別会計の財政運営を安定させるため、令和２年度
から人間ドック等への受益者負担の見直しを決定した。

今後も被保険者の増加が見込まれることを踏まえ、特別会計の
財政運営を維持していくためには、継続して事業全体を検証し
ていく必要がある。
被保険者の健康増進に向け、国等の補助金を有効活用した保
健事業の実施を検討する必要がある。

高い 高い 高い
やや
高い

Ａ
保健事業等を介護予防の視点も踏まえ実施し、将来に亘
る医療費の抑制につなげ、制度の安定・持続化を図る。

国保年金課

98 2

誰もが生き
生きと、生
涯元気で
暮らせるま
ちづくり

3 健康 10 医療保険
国民健康保険特別会
計事業

7,176,482 7,237,158 7.8 1.1
国民健康保険
被保険者数

15,319 人
国民健康保険
被保険者世帯
数

9,003 世帯

予てより単年度に着目した収支等の分析に努めてきた結果、国
民健康保険事業費納付金の急増にも、複数年度の状況を基に
保険税率を引き上げることなく対応することができた。
将来に亘り特別会計の財政運営を安定させるため、令和２年度
から人間ドック等への受益者負担の見直しを決定した。

被保険者の健康増進に加え、医療費の抑制、保険者努力支援
制度の獲得にもつながる特定健康診査受診率・特定保健指導
実施率を向上させる必要がある。

高い 高い 高い 高い Ａ
引続き、保健事業を中心とした将来に亘る医療費の抑
制、被保険者負担の適正化に努める。

国保年金課

99 2

誰もが生き
生きと、生
涯元気で
暮らせるま
ちづくり

4 福祉 11 地域福祉 各種団体助成事業費 916 1,461 0.07 0
補助金交付団
体数

9 団体
補助団体会員
数

771 人

９団体に補助金を交付した。
遺族会６団体：遺族会総会、戦没者追悼式
平成31年度より、戦没者１柱につき800円→750円の減額とな
り、令和4年度に700円へと段階的に減額することに決定した。
木津川市保護司会・相楽保護司会：社会を明るくする運動相楽
地区推進委員会
更生保護女性会：施設訪問、ミニ集会、社会を明るくする運動木
津川市推進委員会

各団体における補助金の整理 高い 高い 高い 高い Ａ 各団体への補助金の適正支給に努める。 社会福祉課
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実績項目１ 数値 単位 実績項目２ 数値 単位 妥当性 有効性 効率性
（実施主体）

効率性
（経済性）

No.
総合計画（基本計画）

事業名
事業費
決算額
（千円）
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（事業費決算額＋

人件費）

（千円）

従業職員数
（人）

嘱託・臨時職
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令和元年度事業実績
所管課
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昨年度の成果 昨年度の取組みに対する課題

評価視点
総合評

価
今後の取組内容

100 2

誰もが生き
生きと、生
涯元気で
暮らせるま
ちづくり

4 福祉 11 地域福祉
社会を明るくする運動
事業費

129 1,607 0.19 0
街頭啓発箇所
数

6 箇所
延べ活動参加
者数

60 人

市で推進委員会と街頭啓発を開催した。また、社会を明るくする
運動相楽大会に参加した。
標語の募集を新たに行うこととし、２月中旬～３月中旬に募集、
４月に選考委員会を実施した。１６点の応募があり、最優秀作
品・優秀作品１点を選出、表彰と広報での発表を行った。最優
秀作品は啓発物品に名入れして使用した。

標語募集等の取組の周知。 高い 高い 高い 高い Ａ 標語の募集方法等の再協議。 社会福祉課

101 2

誰もが生き
生きと、生
涯元気で
暮らせるま
ちづくり

4 福祉 11 地域福祉
民生委員推薦会事業
費

536 1,625 0.14 0 会議開催回数 8 回
推薦者決定者
数

142 人

令和元年度民生委員・児童委員の一斉改選に伴う推薦会、推
薦準備会を開催した。
（推薦会２回実施。推薦会木津準備会２回実施。　推薦会加茂
準備会２回実施。推薦会山城準備会２回実施。）

担い手不足、適任者の選任が課題となっている。 高い 高い 高い 高い Ａ
現在、欠員となっている地域から委員にふさわしい方を選
出し、推薦会で承認を得て、委嘱手続を進め、充足率の
１００％を目指す。

社会福祉課

102 2

誰もが生き
生きと、生
涯元気で
暮らせるま
ちづくり

4 福祉 11 地域福祉 戦没者追悼式事業費 814 6,882 0.78 0
追悼式典案内
通知者数

683 人 追悼式参加率 23 ％
令和元年９月９日実施　参列者１５７名（来賓 ３９名（内遺族及
び役員重複１０名）・遺族９５名・一般１名・行政職員２２名

遺族の高齢化等により、追悼式参加率が低下している。 高い 高い 高い 高い Ａ 式典の継続。 社会福祉課

103 2

誰もが生き
生きと、生
涯元気で
暮らせるま
ちづくり

4 福祉 11 地域福祉
地域福祉計画策定事
業費

7,916 14,217 0.81 0
地域福祉計画
策定委員数

24 人
地域福祉計画
策定委員会開
催回数

2 回

令和２年度から５年間の地域福祉のマスタープランとして、第３
次木津川市地域福祉計画を、木津川市社会福祉協議会の地域
福祉活動計画と一体的な計画として策定。策定にあたり、計画
策定委員会の設置・審議、市民アンケート調査によるニーズ調
査及びパブリックコメントの実施による意見聴取を行い、計画に
反映した。

第３次計画の策定期間を１年間に設定していたが、かなりタイト
なスケジュールとなった。

高い 高い 高い 高い Ａ ＰＤＣＡサイクルに基づき、地域福祉を推進していく。 社会福祉課

104 2

誰もが生き
生きと、生
涯元気で
暮らせるま
ちづくり

4 福祉 11 地域福祉
民生児童委員活動事
業費

13,030 28,588 2 0
民生児童委員
数

140 人
相談及び指導
件数

16,771 件

令和元年12月に民生児童委員の一斉改選があり、新体制と
なった。
各地域の民生児童委員をホームページ等を通じて周知し、相談
しやすい体制づくりを支援した。

民生委員・児童委員の担い手不足の課題があるが、活動強化
方策の推進に向けて、民生児童委員活動をサポートしていく。

高い 高い 高い 高い Ａ
引き続き民生委員・児童委員の負担軽減及び活動支援
に努める。

社会福祉課

105 2

誰もが生き
生きと、生
涯元気で
暮らせるま
ちづくり

4 福祉 11 地域福祉
社会福祉協議会補助
事業費

61,390 63,257 0.24 0
社会福祉協議
会会員数

8,422 人
ボランティア登
録者数

1,395 人 適正に補助金を支出した。 自主的運営を進めるための取組みを一層進めることが必要 高い 高い 高い
やや
高い

B 今後も適正な補助金の支出に向けて精査していく。 社会福祉課

106 2

誰もが生き
生きと、生
涯元気で
暮らせるま
ちづくり

4 福祉 11 地域福祉
生活困窮者自立支援
事業費

7,842 27,009 1.75 2
支援プラン作
成件数

5 件

生活困窮者の多様な課題に応えるため相談支援員、就労支援
員を中心に各種支援機関や協力企業等との連携により困窮者
の自立に向けた支援を行った。京都府南部に京都府ひきこもり
支援機関の拠点が設置されたことにより、相互連携によりひきこ
もりに対する支援体制を構築することができた。（令和元年度就
職支援者数３４件中就職に至った件数８件）

社会情勢等により相談者数は前年度より増加している。その中
で、複合的な課題を抱える相談者が増加しており、相談内容も
複雑化・多様化していることから、関係機関との連携を一層強
化し支援にあたる必要がある。

高い 高い 高い
やや
高い

Ａ
各支援機関と会議等を通じて情報共有・連携強化を図
る。また、困窮者の多様な課題について対応できる体制
づくりに努め、困窮者の自立支援に取組む。

くらしサポート
課

107 2

誰もが生き
生きと、生
涯元気で
暮らせるま
ちづくり

4 福祉 11 地域福祉
共同浴場いずみ湯運
営事業費

17,557 18,724 0.15 0 開館日数 329 日 延べ利用者数 29,127 人

年間利用者数
・市内大人13,270人
・市内高齢者14,589人
・市内子ども629人
・市内乳幼児197人
・市外大人422人
・市外子ども18人
・市外乳幼児2人
合計29,127人が利用し、3,877,800円の収入

経年劣化による施設の老朽化が進み、緊急修繕の対応が増え
ているため、維持管理を計画的・効率的に進めていく必要があ
る。

やや
高い

やや
高い

高い 高い Ａ

老朽化による屋根、外壁等の大規模改修の設計及び工
事を実施。
令和３年度　設計予定
令和４年度　工事実施予定

社会福祉課

108 2

誰もが生き
生きと、生
涯元気で
暮らせるま
ちづくり

4 福祉 11 地域福祉
共同浴場やすらぎの
湯運営事業費

18,080 19,247 0.15 0 開館日数 341 日 延べ利用者数 18,072 人

年間利用者数
・大人10,879人
・小人922人
・乳幼児279人
・７０歳以上　5,992人
合計18,072人が利用し、入浴料として、2,998,500円の収入

施設の維持管理について、計画的に進めていきたい。 高い 高い 高い 高い Ａ
朽化による屋根、外壁等の大規模改修の工事を令和3年
度に実施予定。 社会福祉課

109 2

誰もが生き
生きと、生
涯元気で
暮らせるま
ちづくり

4 福祉 12
高齢者福
祉

老人福祉事務事業費 1,076 1,621 0.07 0
ヘルストロン
管理台数

3 台

ひとり暮らし高
齢者・高齢者
世帯を励ます
会参加者数

1,268 人
一人暮らしの高齢者や高齢者のみの世帯の方々に地域社会へ
出る機会を作り、地域との繋がりで見守る事業に対し助成を行
い地域福祉増進を図った。

新型コロナウイルス感染拡大状況下において、どのように高齢
者世帯の見守り等のかかわり方について課題が残った。

高い 高い 高い 高い Ａ
新型コロナウイルス感染拡大防止対策を講じながら活動
の形を替えつつも地域福祉の取り組みに対して助成を
行っていく。

高齢介護課

110 2

誰もが生き
生きと、生
涯元気で
暮らせるま
ちづくり

4 福祉 12
高齢者福
祉

老人クラブ活動助成
事業費

6,040 8,218 0.28 0 会員数 4,027 人
加入率（クラブ
会員数/高齢
者人口）

17 ％

高齢者の生きがいと健康づくりのため、老人クラブ連合会に対し
て補助金の交付を行った。１連合会93老人クラブが対象。全体
会員数4,027名。
高齢者健康づくりとして、ゲートボール大会やグラウンドゴルフ
大会の開催。地域貢献としても児童見守りなどの活動を実施。

地域の繋がりの希薄化等により、年々会員数が減ってきている
状況にある。老人クラブ等の地域密着型の活動を通じて、地域
社会の活性化に寄与していきたい。

高い 高い 高い 高い Ａ
老人クラブへの援助を続けて地域福祉の増進を図ってい
く。

高齢介護課
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実績項目１ 数値 単位 実績項目２ 数値 単位 妥当性 有効性 効率性
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No.
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総合評

価
今後の取組内容

111 2

誰もが生き
生きと、生
涯元気で
暮らせるま
ちづくり

4 福祉 12
高齢者福
祉

シルバー人材センター
事業費

11,310 11,466 0.02 0 会員数 438 人 延べ就業人員 37,842 人

シルバー人材センター事業経費の一部の助成を行った。
高齢者に対して、知識、経験を生かせる就業の機会や活躍の
場を創出し社会貢献の一役を担っている。

昨今の超高齢化社会の到来に対応できる事業展開や、多くの
ニーズを受けられるような事業検討も必要となってきている中、
木津川市のシルバー人材センター事業への支援についても状
況に合わせた対応が求められる。

高い 高い 高い 高い Ａ
国、府等の政策もにらみつつ、適正な支援となるよう情報
を集めながら対応していく。

高齢介護課

112 2

誰もが生き
生きと、生
涯元気で
暮らせるま
ちづくり

4 福祉 12
高齢者福
祉

敬老会事業費 9,777 16,389 0.85 0.4 対象者数 9,613 人 参加者数 1,698 人

数え75歳以上の高齢者を招待し長寿のお祝いと社会貢献の功
績に感謝し式典、祝い品の贈呈、アトラクション、演芸を行った。
山城・木津地域は、けいはんなプラザで加茂地域は加茂文化セ
ンターの各会場にて実施。

参加者数は横ばい状況である。
今後の取り組みの方向性については、民生委員などで組織す
る敬老会検討委員会の意向も踏まえて決定する。

やや
高い

高い 高い 高い Ａ 敬老会検討委員会の意向等を踏まえて実施していく。 高齢介護課

113 2

誰もが生き
生きと、生
涯元気で
暮らせるま
ちづくり

4 福祉 12
高齢者福
祉

緊急通報システム事
業費

299 1,466 0.15 0 設置台数 79 台
緊急通報回
数・救急出動
回数

11 回
概ね６５歳以上の虚弱な独居高齢者、高齢者のみの世帯に対
して緊急時に速やかに消防署等へ緊急メッセージを自動的に伝
えることができる機器の取り付けを行った。

広報等啓発について強化が必要。 高い 高い 高い 高い Ａ
令和２年１０月から委託先事業者変更に伴いサービスの
充実が期待されるため、啓発等強化を図る。

高齢介護課

114 2

誰もが生き
生きと、生
涯元気で
暮らせるま
ちづくり

4 福祉 12
高齢者福
祉

在宅福祉支援事業費 1,171 2,493 0.17 0
軽度生活援助
ヘルパー事業
利用者数

7 人
ふとん水洗い
乾燥サービス
事業利用者数

38 人

軽度生活援助ヘルパー事業については、介護保険利用者へ転
向等により減少傾向にある。
ふとん水洗い乾燥サービス事業については微増となっている。
日常生活用具給付事業については、ほぼ横ばいである。

軽度生活援助ヘルパー事業については、地域包括支援セン
ターの働きにより要介護者の把握が行き届いてきており、より適
切にサービスを受けていただける状況になってきているので今
後整理を検討する方向である。

やや
高い

高い 高い 高い Ａ
ニーズに合った事業展開できるよう状況を把握しつつ事
業展開を行う。

高齢介護課

115 2

誰もが生き
生きと、生
涯元気で
暮らせるま
ちづくり

4 福祉 12
高齢者福
祉

高齢者福祉センター
建設事業費

18,246 18,402 0.02 0 補助施設数 2 施設

補助施設にお
ける特別養護
老人ホーム定
員数

100 人
施設建設に係る借入金の一部負担金の支払い。
山城ぬくもりの里　12,154千円　加茂の里　6,092千円

特になし。 高い 高い 高い 高い Ａ
加茂の里　借入金返済完了。
山城ぬくもりの里　令和2年度借入金返済完了。

高齢介護課

116 2

誰もが生き
生きと、生
涯元気で
暮らせるま
ちづくり

4 福祉 12
高齢者福
祉

老人ホーム入所措置
事業費

22,812 26,313 0.45 0 入所者数 14 人
虐待ケースの発生など、在宅での生活が困難な状況になった高
齢者を養護老人ホーム入所措置を行った。令和元年度中に１人
退所、５人入所している。

昨今、高齢者虐待等の事案が増えつつあり、早期の把握により
多方面からのケアが必要である。

高い 高い 高い
やや
高い

Ａ 今後の状況を踏まえつつ、確実に事業実施していく。 高齢介護課

117 2

誰もが生き
生きと、生
涯元気で
暮らせるま
ちづくり

4 福祉 12
高齢者福
祉

山城病院介護老人保
健施設負担金事業費

53,330 53,486 0.02 0
負担金支払団
体数

1 団体 山城病院負担金（建設改良費を構成市町村にて負担）を支出。 特になし。 高い 高い 高い 高い Ａ
平成２２年の覚書に基づき、令和１８年度まで負担金の支
出を継続する。

高齢介護課

118 2

誰もが生き
生きと、生
涯元気で
暮らせるま
ちづくり

4 福祉 12
高齢者福
祉

介護保険特別会計繰
出事業費

696,634 697,101 0.06 0
第１号被保険
者数

19,023 人

令和元年度実績：介護給付費繰入金 576,681,000円、地域支援
事業繰入金（介護予防・日常生活支援総合事業） 19,634,000
円、地域支援事業繰入金（包括的支援事業・任意事業）
21,598,000円、その他一般会計繰入金（事務費繰入金）
57,955,000円、低所得者保険料軽減繰入金20,755,200円　合計
696,623,200円

特になし。 高い 高い 高い 高い Ａ
事業を継続する。
介護保険事業を支える財源として、定められた割合で負
担する。

高齢介護課

119 2

誰もが生き
生きと、生
涯元気で
暮らせるま
ちづくり

4 福祉 12
高齢者福
祉

介護保険特別会計事
業

4,897,335 5,040,320 17.31 5.19
介護保険第１
号被保険者数

19,023 人
要介護(要支
援）認定者数

3,274 人

第９次木津川市高齢者福祉計画・第８期木津川市介護保険事
業計画策定にともなう高齢者実態調査を実施した。
また、介護職員などを対象とした就職フェアを開催し、福祉職場
の人材確保につながった。

高齢者実態調査の結果を踏まえ、第９次木津川市高齢者福祉
計画・第８期木津川市介護保険事業計画策定にあたり、高齢者
の自立支援、要介護状態の重度化防止に向けた事業実施に反
映させる。

高い 高い 高い 高い Ａ

第９次木津川市高齢者福祉計画・第８期木津川市介護保
険事業計画の策定に取り組む。団塊の世代が７５歳以上
となる２０２５年を見据え、高齢者実態調査等の実施によ
り介護保険制度の維持と高齢者の自立支援、要介護状
態の重度化防止に向けた施策を検討する。

高齢介護課

120 2

誰もが生き
生きと、生
涯元気で
暮らせるま
ちづくり

4 福祉 13
障がい者
福祉

認定調査等事業費 1,410 5,844 0.57 0 認定調査件数 110 件 審査件数 110 件

令和元年度認定調査件数110件　審査件数110件
・補助金については、平成25年度から「地域生活支援事業費補
助金及び障害者総合支援事業費補助金」の補助事業メニュー
に加えられた（平成28年度より、地方交付税交付金算定基準対
象となった。）。
・障害支援区分認定については、3年ごとの見直しが必要とな
り、見直しの年である平成30年度に申請が集中したため、令和
元年度は申請が減少した。

認定調査件数の増加による職員コスト増があげられる。調査委
託により、対応を行っている。
令和元年度認定調査委託件数62件

やや
高い

やや
低い

高い 低い Ａ 今後も事業を継続していく。 社会福祉課

121 2

誰もが生き
生きと、生
涯元気で
暮らせるま
ちづくり

4 福祉 13
障がい者
福祉

障害児通所サービス
事業費

316,447 322,515 0.78 0.33
延べ障害児通
所サービス支
給者数

6,188 人 障害児通所サービスの提供を行った（延人数6,188人）。 特になし。
やや
低い

やや
低い

高い 低い Ａ 事業を継続する。 社会福祉課
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実績項目１ 数値 単位 実績項目２ 数値 単位 妥当性 有効性 効率性
（実施主体）

効率性
（経済性）

No.
総合計画（基本計画）

事業名
事業費
決算額
（千円）

総コスト
（事業費決算額＋

人件費）

（千円）

従業職員数
（人）

嘱託・臨時職
員数（人）

令和元年度事業実績
所管課

基本方針 政策分野 施策
昨年度の成果 昨年度の取組みに対する課題

評価視点
総合評

価
今後の取組内容

122 2

誰もが生き
生きと、生
涯元気で
暮らせるま
ちづくり

4 福祉 13
障がい者
福祉

障害福祉サービス事
業費

1,242,875 1,249,020 0.79 0
延べ障害福祉
サービス支給
者数

9,976 人

市心身障害者
サービス利用
支援事業補助
金対象事業所
数

0
事業
所

障害者総合支援法に基づく障害福祉サービスの提供を行った
（延人数9,976人）。

障害福祉サービスについては、扶助費が増加しており、より適
切な支給決定及び請求の支払について精査していく必要がある
ものと考える。

やや
低い

やや
高い

高い 低い Ａ 障害福祉サービス費については、事業を継続する。 社会福祉課

123 2

誰もが生き
生きと、生
涯元気で
暮らせるま
ちづくり

4 福祉 13
障がい者
福祉

医療的ケア児者等福
祉サービス利用等促
進事業費

1,312 2,090 0.1 0
対象者数（延
人数）

154 人
医療機関数及
びサービス提
供事業所数

2
事業
所

短期入所を行う医療機関が医療的ケア児者等の利用に際し、
ヘルパーや看護師を他の事業所から派遣させた場合、補助を
行う医療型短期入所受入体制強化事業、医療機関において医
療的ケア児等が初めて利用するにあたってアセスメントを行った
場合、補助を行う医療的ケア児等短期入所初期アセスメント実
施事業、指定特定相談支援事業所等の医療的ケア児等の利用
計画作成にあたって補助を行う医療的ケア児等相談支援調整
事業を実施。

特になし。 高い 高い
やや
低い

やや
高い

Ａ 事業を継続する。 社会福祉課

124 2

誰もが生き
生きと、生
涯元気で
暮らせるま
ちづくり

4 福祉 13
障がい者
福祉

障害者基本計画策定
事業費

4,579 6,602 0.26 0
障害者基本計
画策定委員数

17 人
障害者基本計
画策定委員会
開催回数

2 回

木津川市障害者基本計画策定員会を開催し、令和２年度から
令和５年度を計画年度とする、木津川市障害者基本計画を策
定。計画を策定するにあたり、計画策定委員会の設置・審議、
障害者アンケート調査によるニーズ調査及びパブリックコメント
の実施による市民の意見聴取を行い、計画に反映している。

計画策定や統計処理等にノウハウを持つ業者への委託等によ
り事務の効率化を進めていく。

高い
やや
高い

高い 低い Ａ
障害者総合支援法に基づく障害福祉計画及び障害児福
祉計画と整合性を図り、令和５年度中に新たな障害者基
本計画の策定を予定している。

社会福祉課

125 2

誰もが生き
生きと、生
涯元気で
暮らせるま
ちづくり

4 福祉 13
障がい者
福祉

障害福祉事務事業費 17,105 20,294 0.41 1
補助金交付団
体数

3 団体
補助金交付団
体会員数

98 人

社会福祉団体（障害者団体）の主な事業に対して補助金の支出
をおこなった。
（木津川市身体障害者団体連合会）各研修会参加、年度総会、
卓球バレー大会他　（木津川市身体障害者の会）管外施設研
修、年度総会他　（山城町心身障害児・者親の会すまいる）休日
活動、サマースクール、年度総会他

特になし。 高い 高い 高い 高い Ａ 事業を継続する。 社会福祉課

126 2

誰もが生き
生きと、生
涯元気で
暮らせるま
ちづくり

4 福祉 13
障がい者
福祉

障害者自立支援医療
（育成）費支給事業費

1,299 1,844 0.07 0 支給決定者数 18 人 認定した受給者の該当する医療にかかる医療費を助成。 特になし。 高い 高い 高い 高い Ａ 事業を継続する。 社会福祉課

127 2

誰もが生き
生きと、生
涯元気で
暮らせるま
ちづくり

4 福祉 13
障がい者
福祉

障害者福祉サービス
等利用支援事業費

587 2,298 0.22 0 延べ対象者数 725 人
補装具費及び自立支援医療精神通院等の利用者負担につい
て、利用者の負担を軽減した。

特になし。 高い 高い 高い 高い Ａ 京都府の負担軽減策に合わせ、事業を実施する。 社会福祉課

128 2

誰もが生き
生きと、生
涯元気で
暮らせるま
ちづくり

4 福祉 13
障がい者
福祉

障害者スポーツ大会
事業費

98 2,821 0.35 0 開催日数 1 日 参加者数 110 人
令和元年１１月２日に中央体育館で障害者スポーツ大会を開
催。１１０名が参加。オープニングセレモニーとして木津南中学
校吹奏楽部に出演いただいた。

特になし。 高い 高い 高い 高い Ａ
令和２年度については新型コロナ感染症の影響で中止と
なった。来年度についても昨年と同規模で実施予定。

社会福祉課

129 2

誰もが生き
生きと、生
涯元気で
暮らせるま
ちづくり

4 福祉 13
障がい者
福祉

成年後見制度利用支
援事業費（障害者）

271 4,783 0.58 0 申立者数 1 人
支援事業利用
者数

1 人
令和元年度申立実績：１人
成年後見人報酬として成年後見制度利用支援助成金支給：１人

特になし。 高い 高い 高い 高い Ａ 事業を継続する。 社会福祉課

130 2

誰もが生き
生きと、生
涯元気で
暮らせるま
ちづくり

4 福祉 13
障がい者
福祉

障害者福祉タクシー
利用券交付事業費

3,519 7,331 0.49 0.34 交付申請者数 594 人
申請率（交付
申請者/対象
者）

61 ％
3月・4月広報、手帳交付時に周知を行い、6,546,000円分のタク
シー券を交付し、3,395,400円の助成をおこなった。

特になし。 高い 高い 高い 高い Ａ 事業を継続する。 社会福祉課

131 2

誰もが生き
生きと、生
涯元気で
暮らせるま
ちづくり

4 福祉 13
障がい者
福祉

障害児通所支援（児
童発達支援）事業費

12,618 16,974 0.56 0
相楽療育教室
開園日数

187 日
相楽療育教室
通所幼児数

47 人
集団生活への適応訓練や音楽療法等の実施。
前期47名・後期45名

特になし。 高い 高い 高い 高い Ａ 事業を継続する。 社会福祉課

132 2

誰もが生き
生きと、生
涯元気で
暮らせるま
ちづくり

4 福祉 13
障がい者
福祉

障害者補装具費支給
事業費

24,012 25,723 0.22 0 助成件数 209 件
補装具の購入・修理費を助成することで、身体障害者等の福祉
の向上に資した。

特になし。
やや
高い

やや
高い

やや
高い

やや
高い

Ａ
事業を継続する。補装具の購入・修理費を継続して助成
することで、身体障害者等の福祉の向上を図る。

社会福祉課

14



実績項目１ 数値 単位 実績項目２ 数値 単位 妥当性 有効性 効率性
（実施主体）

効率性
（経済性）

No.
総合計画（基本計画）

事業名
事業費
決算額
（千円）

総コスト
（事業費決算額＋

人件費）

（千円）

従業職員数
（人）

嘱託・臨時職
員数（人）

令和元年度事業実績
所管課

基本方針 政策分野 施策
昨年度の成果 昨年度の取組みに対する課題

評価視点
総合評

価
今後の取組内容

133 2

誰もが生き
生きと、生
涯元気で
暮らせるま
ちづくり

4 福祉 13
障がい者
福祉

障害者自立支援医療
（更生）費支給事業費

61,412 63,123 0.22 0 支給決定者数 193 人 認定した受給者の該当する医療にかかる医療費を助成。 特になし。 高い 高い 高い 高い Ａ 事業を継続する。 社会福祉課

134 2

誰もが生き
生きと、生
涯元気で
暮らせるま
ちづくり

4 福祉 13
障がい者
福祉

障害者地域生活支援
事業費

92,075 98,609 0.84 0
障害者一時支
援助成費支給
者数

92 人
障害者移動支
援助成費支給
者数

160 人
対象となる障害者からの申請により、移動支援、一時支援、日
常生活用具、訪問入浴支援、自動車改造、自動車運転免許取
得などのサービスを提供。

移動支援・一時支援は平成２９年度に相楽圏域で単価改定等を
行ったことにより、山城南圏域自立支援協議会から見直しの要
望等も出ており、圏域において検討を要する。

高い 高い 高い 高い Ａ 事業を継続する。 社会福祉課

135 2

誰もが生き
生きと、生
涯元気で
暮らせるま
ちづくり

5 文化 14 生涯学習 公民館運営事業費 545 1,534 0.02 0.3 延べ利用者数 24,694 人
新型コロナウイルス感染拡大防止のための施設臨時閉館によ
る利用者減があったが、市民に学習機会の充実を図るための
施設環境の整備に努めた。

施設利用については新型コロナウイルス感染拡大防止により多
くの利用者の施設利用が適わなかったが、施設再開の際はでき
る限り多くの方に利用していただけるよう最大限感染防止策に
努める。

高い 高い 高い 高い Ａ
引き続き市民に学習機会の充実を図るため、施設環境の
整備に努めていく。

社会教育課

136 2

誰もが生き
生きと、生
涯元気で
暮らせるま
ちづくり

5 文化 14 生涯学習
青少年センター運営
事業費

1,761 2,150 0.05 0 開館日数 296 日 延べ利用者数 6,192 人
新型コロナウイルス感染拡大防止のための施設臨時閉館によ
る利用者減があったが、利用者が安心・安全・快適に利用でき
るよう、施設の維持管理及びその運営に努めた。

施設利用については新型コロナウイルス感染拡大防止により多
くの利用者の施設利用が適わなかったが、施設再開の際はでき
る限り多くの方に利用していただけるよう最大限感染防止策に
努める。

高い 高い 高い 高い Ａ
住民相互の理解と連帯性を育て、生涯にわたる学習機会
の充実を提供できるよう努める。

社会教育課

137 2

誰もが生き
生きと、生
涯元気で
暮らせるま
ちづくり

5 文化 14 生涯学習 社会教育委員事業費 347 4,625 0.55 0
委員会開催回
数

15 回

社会教育委員：１２名
社会教育委員会：５回開催
主な審議案件：府・近畿・全国社会教育研究大会参加、委員研
修実施
専門部会の名称及び開催回数：生涯学習推進計画検討部会（5
回）、生涯学習施設管理運営検討部会（5回）

社会教育施設の使用料等の改定、減免規定の見直しに向け
て、市全体での検討内容を、社会教育委員会で検討していた
が、市の方針が定まらないため保留となっているので、進捗が
あれば再度検討し、条例・規則等の改正に関する事務を進め
る。

高い 高い 高い 高い Ａ

近畿及び全国社会教育研究大会や委員研修に参加し、
その成果を活かせるように事業を拡充する。社会教育施
設使用料等の改定、減免規定の見直しに向けた検討を
継続する。

社会教育課

138 2

誰もが生き
生きと、生
涯元気で
暮らせるま
ちづくり

5 文化 14 生涯学習 高齢者教育事業費 4,314 9,759 0.7 0 事業実施回数 11 回 参加者総計 1,183 人

「開講式」「近隣市町村巡り」「社会見学」「閉講式」の４講座を実
施した。「開講式」「閉講式」では式典のほか歴史・文化芸術に
関わる講演行い、「近隣市町村巡り」では奈良市近郊の遺跡を
巡り、「社会見学」では環境学習への関心に焦点を当て、三重
県四日市市にて学びを行った。

バスでの移動を伴う見学の場合は高齢者の心身負担により配
慮したスケジュールの検討が必要である。また、高齢者対象の
事業であるため、新型コロナウイルス感染症の動向を加味した
上で、対策を十分に検討した上で事業を実施する必要がある。

高い 高い 高い 高い Ａ
新型コロナウイルス感染症対策に十分に留意した事業実
施を念頭に置き、３者共催の運営委員会において事業内
容の充実や運営方法の検討を進めていく。

社会教育課

139 2

誰もが生き
生きと、生
涯元気で
暮らせるま
ちづくり

5 文化 14 生涯学習
山城図書館運営事業
費

14,197 23,641 0.5 6 蔵書数 106,498 冊 延べ利用者数 33,816 人

資料の収集、貸出を中心に図書館サービスを推進した。
新型コロナウイルス感染拡大防止対策として、令和2年3月3日
～24日は完全休館としたため、利用者数が減少した。
新規購入　図書・視聴覚資料3,998,067円　　雑誌851,586円

引き続き、良好な利用環境整備を行い、市民に役立つ図書館を
目指して利用者のニーズに応えられるよう、図書館サービスの
充実に努める。
4月より開館時間を30分早める取り組みを進める。(R2.4実施済
み)
新型コロナウイルス感染防止対策を徹底する。

高い 高い
やや
高い

やや
高い

Ａ

事業を継続する。
今後は、自主学習の機会の提供に努め、市民に役立つ
図書館を目指し、図書館サービスの充実を図る。
また、新型コロナウイルス感染拡大状況下での図書館運
営を模索する。

社会教育課

140 2

誰もが生き
生きと、生
涯元気で
暮らせるま
ちづくり

5 文化 14 生涯学習
中央図書館運営事業
費

28,910 57,910 2.3 7.83 蔵書数 143,000 冊 延べ利用者数 78,111 人

資料の収集、貸出を中心に運営したが、H30年度末での移動図
書館の廃止、奈良市立北部図書館の木津川市民の利用、新型
コロナウイルス感染拡大防止対策による休館や利用制限のた
め、利用が減少した。3月の事業は中止した。
利用促進を図るため、R2.4月施行に向け、開館時間を30分早め
る準備を進めた。
【購入】　図書・視聴覚資料6,688,102円　雑誌1,125,223円　【奈
良市北部図書館利用】12,484人、38722冊【負担金】2,513,072円

奈良市立北部図書館を含めた全市的な資料の有効活用を図
り、利用者ニーズに応え得る資料収集を目指す。
4月より開館時間を30分早める取り組みを進める。(R2.4実施済
み)
新型コロナウイルス感染防止対策の徹底。
ウイズコロナ時代での催し再開の検討。

高い 高い
やや
高い

やや
高い

Ａ

事業を継続する。
今後は、自主学習の機会の提供に努め、市民に役立つ
図書館を目指し、図書館サービスの充実を図る。
また、新型コロナウイルス感染拡大状況下での図書館運
営を模索する。

社会教育課

141 2

誰もが生き
生きと、生
涯元気で
暮らせるま
ちづくり

5 文化 14 生涯学習
少年少女合唱団育成
事業費

1,540 2,473 0.12 0 延べ活動日数 105 日 団員数 82 人
京都こども合唱祭や市民文化祭等、府・市主催の事業や、地域
の行事への出演などに精力的に参加した。また市内3団交流会
を実施し、市内の合唱団で親睦を図りながら練習を行った。

減少傾向である団員数の確保に努める。また、新型コロナウイ
ルス感染症対策を十分に実施した上での練習や発表会を検討
する必要がある。

高い 高い 高い 高い Ａ

新型コロナウイルス感染症対策を十分に実施した上で、
月２～３回の練習を中心に発表会などの活動を展開し、
市内３団の交流を行い、事業内容の充実を図っていく。ま
た、各団の育成会役員に対してより自主的な運営を促し
ていく。

社会教育課

142 2

誰もが生き
生きと、生
涯元気で
暮らせるま
ちづくり

5 文化 14 生涯学習 図書館協議会事業費 211 5,267 0.65 0 開催回数 3 回

図書館協議会委員：９名
協議会開催回数：３回
内容：開館時間変更(30分早める)についての協議等
管外視察研修：城陽市立図書館館内見学、開館時間変更や自
習席等についての意見交換

引き続き、図書館協議会を活発な意見討議の場とし、図書館運
営に反映できるように努める。

高い 高い 高い 高い Ａ
図書館での自主学習、自習席について意見をいただき、
自習席設置に向けて準備を進め、利用促進、生涯学習
機会の充実を図る。

社会教育課
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実績項目１ 数値 単位 実績項目２ 数値 単位 妥当性 有効性 効率性
（実施主体）
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（経済性）

No.
総合計画（基本計画）

事業名
事業費
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（千円）
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（千円）
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（人）

嘱託・臨時職
員数（人）

令和元年度事業実績
所管課

基本方針 政策分野 施策
昨年度の成果 昨年度の取組みに対する課題

評価視点
総合評

価
今後の取組内容

143 2

誰もが生き
生きと、生
涯元気で
暮らせるま
ちづくり

5 文化 14 生涯学習 社会教育事務事業費 7,546 11,880 0.45 0.3
国際交流協会
会員数

113 人
文化協会会員
数

1,032 人

社会教育関係団体に補助金を交付し、各種事業の取り組みを
行った。市文化協会：文化祭、社交ダンスパーティー、小さな発
表会、体験講座、文化協会だより発行等
市国際交流協会：中学生海外派遣事業、サンタモニカ受入事
業、日本語教室、国際交流イベント、日本語支援ボランティア養
成講座等
市ＰＴＡ連絡協議会：京都府PTA研究会、研修会、講演会
宇宙少年団木津川分団：スターウォッチング、水ロケット制作、
yac近畿地区ブロック団員交流会、自然体験学習等
また、芸術文化・スポーツを通じて全国大会等に出場した方に
激励金を支給した。【激励金支給件数】38件

関係団体と連携しながら各種事業内容の充実を図り、多くの人
が参加できる取組みを行う必要がある。また新型コロナウイル
ス感染対策を十分に講じた事業の実施を検討する。

高い 高い 高い 高い Ａ

新型コロナウイルス感染対策を講じながら、社会教育関
係団体が事業を円滑に実施できるよう取組んでいく。ま
た、市民の自主的・自発的な芸術文化活動の促進及びス
ポーツの競技力向上を図るため、全国大会・世界大会等
に出場・出品した個人・団体に激励金を支給する。今後、
多種多様な文化・スポーツの普及や同一年度内に複数
回の支給もあることから、支給対象等の見直し検討を行
う。

社会教育課

144 2

誰もが生き
生きと、生
涯元気で
暮らせるま
ちづくり

5 文化 15 スポーツ
生涯スポーツ振興事
業費

420 5,087 0.6 0
木津地区プー
ル開放利用者
数

44 人
加茂地区プー
ル開放利用者
数

141 人
木津地区、加茂地区でプール開放事業を実施したが、新たな熱
中症対策の取り組み、雷注意報の発令により、約７割が中止に
なった。

気象要件から中止の増加があるが、多くの利用者が参加できる
よう、開放日時などの見直しが必要。

高い 高い 高い
やや
高い

Ａ
熱中症対策の取り組みから中止の増加があるが、利用
者が参加できるよう、開催日時などの見直しが必要。

社会教育課

145 2

誰もが生き
生きと、生
涯元気で
暮らせるま
ちづくり

5 文化 15 スポーツ 社会体育事務事業費 481 5,148 0.6 0
社会体育施設
使用申請受付
件数

24,684 件
学校施設を開放してスポーツ機会の確保に努めた。
システム改修によりネットでの仮予約を開始するなど、利用者の
利便性向上及び受付事務の軽減に努めた。

社会体育施設が全体的に老朽化している。利用者が安心して
利用できるように施設運営に努める。

高い 高い 高い 高い Ａ
事業を継続する。社会体育施設が全体的に老朽化してい
る。利用者が安心して利用できるように施設運営に努め
る。

社会教育課

146 2

誰もが生き
生きと、生
涯元気で
暮らせるま
ちづくり

5 文化 15 スポーツ
スポーツ推進委員事
業費

1,297 5,964 0.6 0
スポーツ推進
委員活動回数

35 回
延べ事業参加
者数

7,234 人

スポーツ推進委員２４人（定数４０名）・スポーツ推進委員会議１
１回、全国スポーツ推進委員研究協議会・三重県津市、近畿ス
ポーツ推進委員研究協議会・和歌山市、自主事業６回（ジュニ
アドッジボール１回・ニュースポーツ２回・小学生陸上教室３回）

スポーツ推進委員の参加が減少傾向である。 高い 高い 高い
やや
高い

Ａ
スポーツ推進委員の参加を増やす。
ニュースポーツを幅広く市民に推進していく。

社会教育課

147 2

誰もが生き
生きと、生
涯元気で
暮らせるま
ちづくり

5 文化 15 スポーツ 社会体育振興事業費 11,219 17,608 0.6 0.62
補助金交付団
体数

2 団体
延べ補助金交
付団体会員数

2,211 人

体育協会２０団体（１００チーム、１，３８６人）
スポーツ少年団２９団８２５人
府民総合体育大会参加、歴史めぐりマラソンｉｎ木津川を開催
（体育協会での取り組み）

関係団体と連携を行いながら各種事業内容の充実を図り、多く
の人が参加できる取組みを行う必要がある。

高い 高い 高い 高い Ａ

事業を継続する。
体育協会の法人化による体制強化や新たな事業実施の
取り組みを支援する。
スポーツ少年団は指導者資格制度の移行がスムーズに
行えるよう支援し、指導者の資質向上を進める。

社会教育課

148 3

一人ひとり
が認め合
い、力を発
揮できるま
ちづくり

6 共生 16
人権教育・
啓発

成人生活学級事業費 1,801 5,578 0.2 0.8 講座数 9 講座
延べ講座受講
者数

1,235 人
パソコン講座（2コース　30時間）、定期講座（生花教室、料理教
室、パン教室、編物教室、絵画教室）、短期講座（2講座）、高齢
者交流事業を実施した。（参加者　延べ1,038人）

人権問題に対する理解と認識を高めるための交流・啓発事業と
していく。

高い 高い 高い 高い Ａ
事業を継続する。人権問題に対する理解と認識を高める
ための交流・啓発事業を行う。

人権推進課

149 3

一人ひとり
が認め合
い、力を発
揮できるま
ちづくり

6 共生 16
人権教育・
啓発

人権啓発事業費 5,975 33,145 3.1 2.1
人権啓発事業
数

30 事業
延べ人権啓発
事業参加者数

3,542 人
人権啓発のための研修会等を、延べ30回実施し3,542人の参加
者があった。また、職員人権研修を行い、人権教育・啓発推進
リーダーの育成を行った。

より効果的に成果をあげることができるよう、創意工夫が必要で
ある。

高い 高い 高い 高い Ａ
事業を継続する。なお、人権研修により人権教育・啓発推
進リーダーの育成を継続して実施していく。

人権推進課

150 3

一人ひとり
が認め合
い、力を発
揮できるま
ちづくり

6 共生 16
人権教育・
啓発

木津人権センター運
営事業費

3,343 13,233 1.2 0.2 開館日数 290 日 利用者数 1,793 人
各種相談事業（相談件数　１５９件）、特設人権相談所の開設（１
１回）、清水駐車場の運営管理（利用区画数３３台）を行った。

相談事業の充実に向けた取り組みを検討する。 高い 高い 高い 高い Ａ
事業を継続する。人権に関する様々な相談や情報発信
の拠点として、人権センター機能の充実を図る。

人権推進課

151 3

一人ひとり
が認め合
い、力を発
揮できるま
ちづくり

6 共生 16
人権教育・
啓発

加茂人権センター運
営事業費

81,979 93,258 1.2 0.7 開館日数 290 日 利用者数 1,646 人

各種相談事業（相談件数　１７２件）、高齢者交流事業（３８回開
催　３１１名）、　小谷駐車場の運営管理を行った。
また、加茂人権センターの耐震補強等改修工事及び屋外整備
等工事を完成した。

加茂人権センター耐震補強等改修工事により、事業実施スペー
スがなく、住民交流事業が実施できなかった。

高い 高い 高い
やや
高い

Ａ

事業を継続する。
小谷児童館との複合施設として運営管理、事業を行う。
また、住民交流を促進し、人権に関する様々な相談や情
報発信の拠点として、人権センター機能の充実を図る。

人権推進課

152 3

一人ひとり
が認め合
い、力を発
揮できるま
ちづくり

6 共生 18
男女共同
参画

男女共同参画推進事
業費

3,307 12,197 1 0.4
事業及び会議
開催回数

13 回 延べ参加者数 1,033 人

男女共同参画キラリさわやかフェスタは８３５人が参加した。男
女共同参画週間・配偶者からの暴力を防止する週間などの啓
発期間事業及び啓発講座・講演会など１３回実施し、事業全体
で１，０３３人が参加した。女性の法律講座は新型コロナウィル
ス感染防止のため中止とした。

キラリさわやかフェスタは講演会がメインであり、講師によって
参加者の増減が大きいため、講師選びは慎重に決める必要が
ある。

高い 高い 高い 高い Ａ
男女共同参画キラリさわやかフェスタ、男女共同参画週
間・配偶者からの暴力を防止する週間啓発事業、啓発講
座・講演会などの実施。

人権推進課

153 3

一人ひとり
が認め合
い、力を発
揮できるま
ちづくり

6 共生 18
男女共同
参画

女性センター運営事
業費

5,586 14,029 0.3 3.2 事業開催回数 48 回 事業参加者数 837 人
女性センター主催事業は開催回数４８回参加者延べ８３７人。相
談事業１０７件、サークル利用３９４回延べ３，３４２人、貸館８８
回延べ人数８７６人。

昨年度は２年に１回の女性センターまつりの開催年ではないこ
と、３月からの新型コロナウィルス感染防止のため、センターの
利用を相談業務以外は中止としたため、前年度と比較して全て
の数字が減少している。広報やチラシなどにより女性センター事
業の周知をしていく。

高い 高い 高い 高い Ａ

就業支援・パソコン講座など、女性センター事業を引き続
き継続する。相談事業は女性、障害者などへのＤＶや子
どもの虐待など複数の要素が加わった複雑な案件が増
えており、関係各課と連携しながら慎重な対応が必要で
ある。

人権推進課
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実績項目１ 数値 単位 実績項目２ 数値 単位 妥当性 有効性 効率性
（実施主体）

効率性
（経済性）

No.
総合計画（基本計画）

事業名
事業費
決算額
（千円）

総コスト
（事業費決算額＋

人件費）

（千円）

従業職員数
（人）

嘱託・臨時職
員数（人）

令和元年度事業実績
所管課

基本方針 政策分野 施策
昨年度の成果 昨年度の取組みに対する課題

評価視点
総合評

価
今後の取組内容

154 3

一人ひとり
が認め合
い、力を発
揮できるま
ちづくり

7 協働 19
市民参加・
参画

選挙啓発事業費 276 1,676 0.18 0

啓発事業等実
施回数（成人
式啓発事業
数・コンクール
実施回数他）

7 回

・選挙啓発ポスター・標語　（応募数　ポスター：663点、啓発標
語：272点）
・１８歳有権者への選挙啓発用バースデーカードの送付　880通
・木津川市長選挙・木津川市議会議員一般選挙（平成31年4月
21日執行 ）、第25回参議院議員通常選挙（令和元年7月21日執
行）の街頭啓発の実施。参議院議員通常選挙では、投票率が
低い木津南、木津中央地区において街頭啓発を実施。（ガーデ
ンモール木津川・SUPERCENTER PLANT）

選挙や政治に関心をもってもらうことを目的とし、常時啓発や選
挙時啓発を実施しているが、各種選挙において投票率が低い
傾向が続いており、効果的な啓発の検討が必要である。

高い 高い 高い 高い Ａ

投票率向上のため、今後有権者になる若い世代に対し
て、従来の啓発活動に加え、より効果的な啓発方法、内
容等を検討する。

総務課

155 3

一人ひとり
が認め合
い、力を発
揮できるま
ちづくり

7 協働 19
市民参加・
参画

選挙管理委員会事務
事業費

682 2,627 0.25 0
選挙管理委員
会開催回数

13 回
統一地方選挙及び参議院議員通常選挙において、引き続き、イ
オンモール高の原に期日前投票所を設置し、有権者の投票機
会環境の向上に努めた。

・従来から、自書式投票用紙読取分類機の導入、投開票事務
手順の見直し等により、事務の効率化及び執行経費の削減に
取り組んでいる。引き続き、事務の効率化及び執行経費の削減
に向け、選挙事務の検証、見直しを行う必要がある。
・全国的に投票率が低下傾向にあり、より一層選挙啓発の必要
性が増しているため、先進事例等を踏まえ、投票率の向上に努
める。

高い 高い 高い 高い Ａ
選挙の適切な管理執行とともに、選挙事務の効率化及び
投票率の向上に努める。

総務課

156 3

一人ひとり
が認め合
い、力を発
揮できるま
ちづくり

7 協働 19
市民参加・
参画

行政相談事業費 31 2,676 0.34 0 相談件数 61 件

国の行政処理に関する苦情等の相談を受け付ける行政相談日
を毎月２会場（木津：毎月、加茂：偶数月、山城：奇数月）設定し
定例相談（相談件数６１件）を実施した。また、木の津まつりにお
いてブースを設置し、制度啓発に努めた。

地域により相談件数に偏りが見られる。引き続き、相談者への
周知及び行政相談制度に係る啓発活動が必要である。

高い 高い 高い 高い Ａ

事業を継続する。今後も、相談者にとって望ましい相談日
の設置や設置場所・形態を検証し、体制を検討する。
また、行政相談制度の啓発としてイベント等での啓発活
動のほか、総務省京都行政相談センターと協力しながら
市内小中学校での出前授業に取り組む。

総務課

157 3

一人ひとり
が認め合
い、力を発
揮できるま
ちづくり

7 協働 19
市民参加・
参画

諸費事業費 8,069 9,625 0.2 0
総合賠償保険
加入者数

77,532 人
弁護士相談件
数

284 件
総合賠償保険金の給付　168,100円(申請件数4件中、給付件数
4件。)
弁護士相談件数　284件

行政に対するニーズ、発生する問題が多様化。 高い 高い 高い 高い Ａ
事業を継続する。
選択可能な保険サービスのうちで最適なサービスを利用
できるよう検討していく。

総務課

158 3

一人ひとり
が認め合
い、力を発
揮できるま
ちづくり

7 協働 19
市民参加・
参画

議会運営事業費 15,110 38,447 3 0.87

定例会会期日
数・閉会中の
委員会開会日
数

133 日
議会中継等イ
ンターネットア
クセス件数

20,983 件

年４回の定例会と臨時会を１回、計１０５日間の会期を開催。常
任委員会を１６日開催した。その他、広報編集委員会を２５日開
催し、議会広報を年４回発行した。そして市民との意見交換の
場として議会報告会を年２回、市内３会場で実施した。また、昨
年１２月定例会から、本会議のライブ中継に加え、委員会のライ
ブ中継も開始し、より詳細に市民に公開できた。

市民と議会の集い（議会報告会）に若い世代の参加者が増える
など、より多くの市民に議会への関心を持ってもらえるよう今後
も努力していきたい。

高い 高い 高い 高い Ａ

新型コロナウイルス感染拡大の状況下において、議会傍
聴に来なくても、家で本会議や委員会のインターネット中
継を視聴でき、また、ＨＰ上で議事内容や採決結果等が
確認できるようになったため、より多くの市民に開かれた
議会を目指し、よりよいＨＰづくりに取り組む。

議会事務局

159 3

一人ひとり
が認め合
い、力を発
揮できるま
ちづくり

7 協働 19
市民参加・
参画

市長選挙及び市議会
議員選挙事業費

47,492 57,294 1.26 0.26 当日有権者数 60,344 人 投票者数 28,794 人
利便性の高い大型商業施設（イオンモール高の原）に期日前投
票所を設置した。これにより期日前投票を利用する有権者は、４
年前の同選挙と比べ約９５．１１％増加した。

期日前投票者数は増加したが、全体の投票率は４７．７２％（市
長選）となり、８年前の市議会議員選挙（５３．３４％）を下回る結
果となった。投票率向上を図るため、今後より効果的な啓発活
動を検討する必要がある。

高い 高い 高い
やや
高い

Ａ
投票環境の向上及びより効果的な啓発活動等の検討を
進める。

総務課

160 3

一人ひとり
が認め合
い、力を発
揮できるま
ちづくり

7 協働 19
市民参加・
参画

当尾地域活性化協働
モデル事業費

510 4,788 0.55 0
委員会等開催
回数

21 回 情報発信回数 22 回

「当尾地域力創造プラン」を具現化するために、通い版地域おこ
し協力隊による岩船寺ライトアップイベントの開催、地元特産品
を活用した商品開発への参画及び「とうのらいぶらりー」の開
設、そして、当尾の郷会館クリエーションプロジェクトの稼働及び
当該プロジェクト利用者（芸術家）による現代アートの展覧会「と
おのおと」の開催等の地域活性化を図った。

地域に必要な関係人口の創出を図るための施策を検討する。 高い 高い 高い
やや
高い

Ａ

当尾の郷会館クリエーションプロジェクトを中心に、当尾
地域に必要な関係人口を創出するために、時代の変化
に対応しながら、ニーズを見極め、「当尾地域力創造プラ
ン」を具現化していく。（観光地域づくり、当尾の郷会館の
利活用、特産物のブランディング等）

観光商工課

161 3

一人ひとり
が認め合
い、力を発
揮できるま
ちづくり

7 協働 19
市民参加・
参画

企画事務事業費 5,642 13,421 1 0
コミュニティ事
業助成件数

2 件
コミュニティ助成事業として、自治会などが自主的に行うコミュニ
ティ活動の促進を図ることができた。

コミュニティ助成事業は採択制であり、３団体の申請のうち、２団
体の採択があった。

高い 高い 高い 高い Ａ
総合計画実施計画の策定を行うとともに、地域の健全な
発展を図るため、継続してコミュニティ団体に対し支援を
行う。

学研企画課

162 3

一人ひとり
が認め合
い、力を発
揮できるま
ちづくり

7 協働 19
市民参加・
参画

まち・ひと・しごと創生
総合戦略推進事業費

4,879 10,324 0.7 0
創生総合戦略
推進委員会開
催

5 回

ふるさと応援事業補助金　5団体、4,300千円
まちづくりに取り組む、取り組もうとする人材の創出、育成のた
め、事業者が主体となって取り組む事業に対し支援を行った。
総合戦略推進委員会（外部有識者）
総合戦略推進委員会において、第1期総合戦略の効果検証を
行うとともに、第2期総合戦略を策定した。

補助金終了後、補助対象事業の自立に向けた体力づくりが課
題であり、自立・継続に向け、課題や効果を検証する必要があ
る。

高い 高い 高い 高い Ａ
引き続き、国の地方創生推進交付金を活用し、さらなる
人材の創出、支援に取り組む。

学研企画課

163 3

一人ひとり
が認め合
い、力を発
揮できるま
ちづくり

7 協働 20
地域コミュ
ニティ

自治振興事業費 94,022 103,824 1.26 0 行政地域数 33 地域

市内に33の行政地域を設定し、33名の地域長、33名の副地域
長の委嘱を行い、行政と地元地域との連絡調整を担っていただ
いた。地域コミュニティの醸成・発展のため、地域のコミュニティ
活動への一助として地域活動支援交付金を交付した。また、コ
ミュニティ活動の拠点となる集会所の維持管理に資するため集
会所の修繕・新築に要する経費の一部について補助を行った。
前年度から繰り越した城山台一丁目及び六丁目の各集会所の
新築工事をが完了した。

市内各地に存する集会所施設の老朽化が進んでおり、集会所
整備等事業補助金の活用件数の増加が予想される。

高い 高い 高い
やや
高い

Ａ
行政地域における円滑なコミュニティ活動に向けた支援
を行う。

総務課

17
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価
今後の取組内容

164 3

一人ひとり
が認め合
い、力を発
揮できるま
ちづくり

7 協働 20
地域コミュ
ニティ

地域で支える学校教
育推進事業費

1,493 2,937 0.05 0.38
開設箇所数
（中学校区）

5 箇所
延べ参加者数
（ボランティア
数）

4,031 人

木津川台小学校を除く全ての小・中学校において支援活動を
行った。各校区の地域コーディネーターを中心に地域ぐるみで
校内環境整備、登下校時の安全指導、図書室支援などの支援
活動を行った。

３月は新型コロナウイルス感染拡大防止のため、学校が休校に
なり支援活動も中止になった。今年度についても、学校事業の
中止や、高齢のボランティアが参加する一部の事業では、感染
リスク等から支援要請の中止や延期となったものがある。

高い 高い 高い 高い Ａ

事業を継続する。ボランティアの高齢化による登録減少
や、登録ボランティアに対して実働ボランテイアが少ない
地域については、地域及び学校の協力の下、ボランティ
ア募集チラシの配布を計画的に実施する。

社会教育課

165 4

人・資源・
立地を活
かし、未来
を拓く産業
のまちづく
り

8 観光交流 21 観光振興
木津川市納涼大会事
業費

4,341 13,842 1.15 0.2 入込客数 0 人
市内で活動する２２団体の協力による夏祭り実行員会を組織
し、木津川市夏まつりの実施に向け準備を行ったが、台風６号
の影響による荒天で、開催中止となった。

平成３０年度に引き続き、台風の影響により開催中止となった。
開催の可否決定については、市民の安全を優先した初動対応
や早期判断が可能となるよう、実行委員会の体制等の見直しが
必要である。

高い 高い 高い
やや
高い

Ａ

実行委員会において、令和２～３年度の納涼大会の開催
は、オリンピックの開催時期を避けた１１月～１２月に変
更することを決定しているが、今後の安心・安全な納涼大
会の開催に当たっては、時期・場所を再考する必要があ
る。

観光商工課

166 4

人・資源・
立地を活
かし、未来
を拓く産業
のまちづく
り

8 観光交流 21 観光振興 観光振興事業費 40,453 68,345 3.3 0.8
木津川市観光
入込客数

916,469 人
木津川アート
来客者数

1,537 人

木津川市の観光入込客数は、令和元年度においては、916,469
人であった。
木津川市夏祭り（花火大会）の中止により入込客数の減少と
なったが、お茶の京都を継続した取組み（海住山寺ライトアップ
事業）や木津川アート２０２０プレイベント「ふたぎの杜」の開催等
の観光ＰＲ、また、都市圏での当市の観光プロモーションにて広
く市の情報発信を行い、認知拡大につなげた。

お茶の京都ＤＭＯ・木津川市観光協会・木津川市・京都府観光
連盟の団体間での役割分担を明確にし、取組みの効率化を図
る。

高い 高い 高い 高い Ａ
関係団体との密な連絡・情報共有のもと、各団体と連携・
協働した取組みを継続的に実施する。

観光商工課

167 4

人・資源・
立地を活
かし、未来
を拓く産業
のまちづく
り

8 観光交流 22
文化財の
保全・活用

歴史文化基本構想策
定事業費

1,693 4,416 0.35 0.4
木津川市歴史
文化基本構想
策定委員会

1 回
加茂町域及び木津町域での文化財調査、市内での石造物調査
を中心に実施した。

文化財保護法の改正により、文化財保存活用地域計画への移
行が課題。

高い 高い 高い 高い Ａ
４か年計画で進めるが、文化財保護法改正に伴い、文化
財保存活用地域計画策定に移行する。

文化財保護
課

168 4

人・資源・
立地を活
かし、未来
を拓く産業
のまちづく
り

8 観光交流 22
文化財の
保全・活用

文化財保護啓発事業
費

1,707 5,208 0.45 0
ふれあい講座
延べ開催回数

4 回
ふれあい講座
延べ参加者数

484 人

職員による小中学校への出前授業を7回実施し、４４４人の参
加、学校以外の講師も１３回実施し、５１９人の参加があった。
ふれあい文化講座は４回実施し、４８４人の参加があった。ま
た、市役所2階ロビーでの展示会も継続して実施し、多くの来庁
者に見学していただいた。

ふれあい文化講座は、タイムリーで広く市民の関心を呼ぶテー
マ、講師を選定し、広報活動への工夫も課題である。

高い 高い 高い 高い Ａ
広く市民の関心を集めるために、タイムリーなテーマ・講
師の選定を進める。市役所２階展示スペースを活用し、
文化財展示を行う。

文化財保護
課

169 4

人・資源・
立地を活
かし、未来
を拓く産業
のまちづく
り

8 観光交流 22
文化財の
保全・活用

市内遺跡発掘調査事
業費

1,583 6,250 0.6 0
市内遺跡調査
等実施件数

7 件
平成30年度実施の試掘調査報告書を刊行した。開発対応では
木津遺跡、上狛北遺跡など試掘調査を7件実施した。

開発件数が増加傾向にあり、効率の良い調査方法を検討する
必要がある。

高い 高い 高い 高い Ａ 各種開発行為に対して、適切に対応していく。
文化財保護
課

170 4

人・資源・
立地を活
かし、未来
を拓く産業
のまちづく
り

8 観光交流 22
文化財の
保全・活用

文化財保護経常事業
費

2,335 7,780 0.7 1
審議会活動回
数

1 回
審議会は１回しか実施できなかったが、委員の任期満了に伴い
見直しを行い、市民公募委員２名を選任した。また、神雄寺跡出
土品の重要文化寺指定に向けた作業を実施した。

課題である新規文化財指定ができておらず、いかに新指定の作
業を進めるかが課題である。

高い 高い 高い 高い Ａ
神雄寺跡出土品の重要文化財指定に向けた作業を進め
るとともに、市内の文化財について保護の対象となる指
定候補の検討を進める。

文化財保護
課

171 4

人・資源・
立地を活
かし、未来
を拓く産業
のまちづく
り

8 観光交流 22
文化財の
保全・活用

地域の文化財資料調
査活用事業費

3,089 9,701 0.85 0 調査会 1 回
史料調査成果
報告展

1 回

現光寺が所蔵する聖教類、古文書、典籍類の燻蒸後、調査整
理を行い詳細調書を作成した。
大智寺が所蔵する聖教類、古文書、典籍類についても詳細調
書を作成した。

詳細調書の作成は調査員が行うが、市担当課の進捗管理や調
整にかかる負担が大きく事務の停滞が発生した。

高い 高い 高い 高い B
調査件数が膨大であり事業計画の進捗管理や見直しを
随時実施する。

文化財保護
課

172 4

人・資源・
立地を活
かし、未来
を拓く産業
のまちづく
り

8 観光交流 22
文化財の
保全・活用

指定等文化財修理等
補助事業費

13,013 17,291 0.55 0
補助金交付申
請件数

48 件
補助金交付申
請件数（災害
復旧）

0 件
文化財所有者が行う修理事業や維持管理事業に対する補助事
業として、48件に対して１０，０７８，０００円を補助した（決算額と
の差は30年度繰り越し事業分）。

近年頻発する災害に備えるため、所有者に対して文化財の防
犯・防災対策事業を計画的に実施するように助言を行っていく
必要がある。

高い 高い 高い 高い Ａ
文化財所有者とともに文化財の維持管理事業・保全事業
について計画・実施することに取り組む。

文化財保護
課

173 4

人・資源・
立地を活
かし、未来
を拓く産業
のまちづく
り

8 観光交流 22
文化財の
保全・活用

史跡等買上事業費 21,460 23,405 0.25 0
当該年度史跡
等買上面積

211 ㎡

恭仁宮跡公有
化率（公有化
済面積/公有
化対象面積）

52 ％

史跡恭仁宮跡（山城国分寺跡）公有化事業として宅地１筆（加
茂町河原大門３５-１　210.97㎡）の取得費用として、土地購入費
および移転補償費（計19,793,072円）を支出した。また、土地価
格鑑定（159,500円）と移転補償鑑定業務委託料（1,507,000円）
を支出した。

昨年度の取り組みに課題はないが、今後公有化対象地が減少
するので、公有地の活用方針や公有化対象地の拡大等を検討
する必要がある。

高い 高い 高い 高い Ａ
史跡恭仁宮跡については、令和6年度まで公有化計画を
策定しており、それに基づき事業を推進する。

文化財保護
課
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実績項目１ 数値 単位 実績項目２ 数値 単位 妥当性 有効性 効率性
（実施主体）

効率性
（経済性）

No.
総合計画（基本計画）

事業名
事業費
決算額
（千円）

総コスト
（事業費決算額＋

人件費）

（千円）

従業職員数
（人）

嘱託・臨時職
員数（人）

令和元年度事業実績
所管課

基本方針 政策分野 施策
昨年度の成果 昨年度の取組みに対する課題

評価視点
総合評

価
今後の取組内容

174 4

人・資源・
立地を活
かし、未来
を拓く産業
のまちづく
り

8 観光交流 22
文化財の
保全・活用

高麗寺跡整備事業費 24,945 27,668 0.35 0
当該年度史跡
等整備予定面
積

494 ㎡

当該年度整備
率（整備済面
積/整備予定
面積）

85 ％

史跡高麗寺跡の金堂瓦積基壇（３２．４ｍ）を復元した。金堂基
壇上面には複製礎石（１０個）を設置し、真砂土舗装（１２６．５
㎡）、基壇周囲には石敷（４４㎡）および縁石（３３ｍ）を復元し、
基壇北辺に張芝（７０㎡）を実施した。

当初の予定（令和2年度事業終了）とおり事業を進捗する。 高い 高い 高い 高い Ａ 予定では令和2年度で整備事業を終了する。
文化財保護
課

175 4

人・資源・
立地を活
かし、未来
を拓く産業
のまちづく
り

8 観光交流 22
文化財の
保全・活用

文化財公開管理事業
費

25,842 28,565 0.35 0
公有地等環境
維持対象面積

168,416 ㎡
シルバー人材センター、瓶原まちづくり協議会、民間事業者へ、
公有地の実情に合わせて委託先を決め、適正に管理できた。

特になし。 高い 高い 高い 高い Ａ
恭仁宮跡については、公有地化が進むにつれ、管理地
の面積が増えていくが、それ以外は変化が無いため、現
状に即して現在の委託契約を維持していく。

文化財保護
課

176 4

人・資源・
立地を活
かし、未来
を拓く産業
のまちづく
り

9 産業・雇用 23 農林業 共同茶園借上事業費 336 1,114 0.1 0
茶園用地借上
面積

120,181 ㎡ 茶園土地として小谷茶生産組合に貸付（120,181㎡）。
茶農家においても高齢化や後継者不足による担い手不足が深
刻化してきていることから、担い手の育成・確保を図る必要があ
る。

高い 高い 高い 高い Ａ
継続して事業を実施するとともに、担い手の育成・確保を
図っていく。

農政課

177 4

人・資源・
立地を活
かし、未来
を拓く産業
のまちづく
り

9 産業・雇用 23 農林業
内水面漁業振興対策
事業費

1,214 1,603 0.05 0
補助金交付団
体数

1 団体
種苗放流実績
数量

1,367 ㎏

河川の生産力を活用し、水産資源の増殖を図るため内水面漁
業振興対策事業（河川種苗放流事業）を実施し、木津川漁業協
同組合が実施する種苗放流（1367㎏）に対して補助金を支出し
た。

特になし。 高い 高い 高い 高い Ａ 継続して実施。 農政課

178 4

人・資源・
立地を活
かし、未来
を拓く産業
のまちづく
り

9 産業・雇用 23 農林業 農地事務事業費 720 3,054 0.3 0.2
土地改良事業
箇所数

6 箇所 農林土木に係るシステム使用料・協議会等負担金を支出した。 特になし。 高い 高い 高い 高い Ａ 現状どおり実施する。 建設課

179 4

人・資源・
立地を活
かし、未来
を拓く産業
のまちづく
り

9 産業・雇用 23 農林業 農業振興単費事業費 780 3,892 0.4 0 実行組合数 60 組合 農家戸数 2,300 戸

市内小学校の児童が、勤労体験の一環として、農作業に親しみ
理解と認識を深めるため実施する学童農園事業に対して補助
するほか、農家実行組合の活動補助並びに市内で発生してい
るスクリミンゴガイによる水稲被害を防止するための防除剤購
入補助を行った。

スクミリンゴガイの被害が減少の目途がたたず、増加の一途を
たどっているため、より多くの農家に防除に努めてもらい被害減
少につなげる必要がある。

高い 高い 高い 高い Ａ

市内小学校の児童が、農作業を通じて農業への関心を
持ち、将来の担い手となって貰うためにも学童農園事業
を継続して取り組む。農家実行組合の活動補助並びにス
クリミンゴガイによる水稲被害を防止するための防除剤
購入補助事業についても同様に継続する。

農政課

180 4

人・資源・
立地を活
かし、未来
を拓く産業
のまちづく
り

9 産業・雇用 23 農林業 茶業振興対策事業費 209 4,099 0.5 0 補助団体数 1 団体 出品点数 4 点
茶品評会への出品助成や研修事業への助成を行い、茶業振興
を図った。

引き続き積極的に出品を促していく。 高い 高い 高い 高い Ａ
茶品評会への出品を促し、茶業振興のため引き続き茶業
者への支援を行っていく。また、お茶の産地化を目指すよ
うな取り組みを検討していく。

農政課

181 4

人・資源・
立地を活
かし、未来
を拓く産業
のまちづく
り

9 産業・雇用 23 農林業
地域農業活性化事業
費

2,727 5,061 0.3 0
市役所以外で
のみのり市の
開催数

12 回

市内農業・商業の活性化を図るため「農（みのり）で頑張る協議
会」において、イベント出展のほか、定期的に市役所・市内商業
施設での販売会に取り組んだほか、市内２商業施設で地場産
コーナーを運営、クリエイター部の取組としてフリーマガジン
「jiwajiwa」を発行した。

地方創生推進交付金を活用し事業を実施しているが、交付金終
了後も自立した運営ができるよう農で頑張る協議会で協議、検
討を進める必要がある。

高い 高い 高い 高い B
当該事業の実施により、地元での地産地消における成果
が得られていることから、交付金終了後も自立した運営
ができるような体制づくりを進める。

農政課

182 4

人・資源・
立地を活
かし、未来
を拓く産業
のまちづく
り

9 産業・雇用 23 農林業
ふれあい農園運営事
業費

4,524 5,535 0.13 0
ふれあい農園
区画数

0 区画
利用率（貸付
区画/総区画
数）

0 ％
平成３１年３月で廃止した市直営のふれあい農園の原状回復を
行った。

市所有跡地の維持管理や有効利活用について検討が必要。 低い 低い 低い 低い Ａ
市所有跡地の維持管理や有効利活用について検討が必
要。

農政課

183 4

人・資源・
立地を活
かし、未来
を拓く産業
のまちづく
り

9 産業・雇用 23 農林業
京力農場プラン作成
事業費

4,375 8,265 0.5 0
青年給付金受
給者数

5 人
京力農場プラ
ン作成数

7 箇所
今後の京力農場プラン作成に向けた工程表を作成し公表した。
また、農業次世代人材投資資金（旧青年就農給付金）の交付を
行い、新規就農者の就農支援を実施した。

工程表の作成は行ったが、プランの作成や、既存プランの実質
化には至らなかったため、今後、市内担い手の支援をおこなう
上でも実質化されたプランの作成が必要である。

高い 高い 高い 高い Ａ
地域が主体となって京力農場プランを作成できるよう支
援する。

農政課

184 4

人・資源・
立地を活
かし、未来
を拓く産業
のまちづく
り

9 産業・雇用 23 農林業
ほ場整備推進事務事
業費

53 12,499 1.6 0

ほ場整備実施
に向けた京力
農場プランの
作成

0 地域
ほ場整備実施に向けた説明会を市内４地域（市坂、高田、瓶
原、木津町）で実施。

土地所有者、耕作者を対象に更に詳しく説明するとともに、地域
としてほ場整備事業に取り組むとする京力農場プランを作成す
るため、地域の合意形成を図る必要がある。

高い 高い 高い 高い Ａ
地域の合意形成を図りながら京力農場プランを作成し、
ほ場整備事業地を決定していく。

農政課
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実績項目１ 数値 単位 実績項目２ 数値 単位 妥当性 有効性 効率性
（実施主体）

効率性
（経済性）

No.
総合計画（基本計画）

事業名
事業費
決算額
（千円）

総コスト
（事業費決算額＋

人件費）

（千円）

従業職員数
（人）

嘱託・臨時職
員数（人）

令和元年度事業実績
所管課

基本方針 政策分野 施策
昨年度の成果 昨年度の取組みに対する課題

評価視点
総合評

価
今後の取組内容

185 4

人・資源・
立地を活
かし、未来
を拓く産業
のまちづく
り

9 産業・雇用 23 農林業 土地改良事業費 12,638 14,583 0.25 0.1
改良実施箇所
数

18 箇所 土地改良施設修繕18箇所に補助金を支出した。 特になし。 高い 高い 高い 高い Ａ 今後も土地改良施設の環境保全に取り組む。 建設課

186 4

人・資源・
立地を活
かし、未来
を拓く産業
のまちづく
り

9 産業・雇用 23 農林業
農業水路等長寿命
化・防災減災事業費

9,931 15,687 0.74 0
鹿背山取水地
区事業

940 ｍ
木津かんがい用水において、新たにパイプラインを設置し、末
端まで用水がいきわたるよう事業に着手した。
（測量や用地の調査及び管路・仮設道路の設計等）

特になし。 高い 高い 高い 高い Ａ
パイプラインを増設し、用水の安定供給と管路の安全対
策を図る。

建設課

187 4

人・資源・
立地を活
かし、未来
を拓く産業
のまちづく
り

9 産業・雇用 23 農林業
農業水利施設保全合
理化事業費

21,860 23,416 0.2 0.1
瓶原大井手水
路改修事業

0 ｍ
瓶原大井川水路の老朽化による漏水等に対応するため、水路
の補修や管理道路の整備に係る測量設計に着手した。

特になし。 高い 高い 高い 高い Ｄ
本事業メニューは、国の交付金の配分見直しに伴い、別
メニューに転換。

建設課

188 4

人・資源・
立地を活
かし、未来
を拓く産業
のまちづく
り

9 産業・雇用 23 農林業
ため池維持管理事業
費

24,405 26,739 0.3 1 ため池点検 76 箇所

・ため池76箇所の点検・調査を行った。
・防災重点ため池に位置付けられている梅谷新池1号と梅谷古
池の防災機能強化のための改修に向けた調査設計に着手し
た。

特になし。 高い 高い 高い 高い Ａ
・引き続きため池点検調査を実施する。
・梅谷新池1号と梅谷古池の防災機能強化のための改修
を実施する。

建設課

189 4

人・資源・
立地を活
かし、未来
を拓く産業
のまちづく
り

9 産業・雇用 23 農林業
木津かんがい排水事
業費

25,030 27,641 0.3 0.2 管路工 3,695 m
木津用水地区において電気設備や水管理設備の整備を行っ
た。

特になし。 高い 高い 高い 高い Ａ
・木津揚水機場の電気設備や水管理設備の整備を行う。
・かんがい用水のパイプラインの増設事業に取り組む。

建設課

190 4

人・資源・
立地を活
かし、未来
を拓く産業
のまちづく
り

9 産業・雇用 23 農林業
多面的機能支払交付
金事業費

41,737 43,837 0.27 0.1 補助団体数 6 団体
北綺田、瓶原、高田、上狛東部、大野、木津の６地区における
農業用施設の補修等の取組みを支援した。

特になし。 高い 高い 高い 高い Ａ 現状どおり実施する。 建設課

191 4

人・資源・
立地を活
かし、未来
を拓く産業
のまちづく
り

9 産業・雇用 23 農林業 地域農業再生事業費 42,076 45,966 0.5 0 認定農業者 27 人
経営所得安定対策事業を実施するとともに、農家実行組合の活
動に対して補助を実施した。

農業者の高齢化、後継者不足により、担い手不在集落が増加し
農地を守る担い手が不足するため、地域農業を守る担い手の
育成・確保のため、農業所得向上に向けた取組みを進めて行く
必要がある。

高い 高い 高い 高い Ａ
担い手の育成・確保に向けた取組みを継続して実施す
る。

農政課

192 4

人・資源・
立地を活
かし、未来
を拓く産業
のまちづく
り

9 産業・雇用 23 農林業
放置竹林被害拡大防
止事業費

519 1,297 0.1 0 整理伐面積 0 ha 刈り払い面積 2 ha
放置竹林の刈り払い２．３５ｈａ（加茂町岩船地区・鹿背山地
区））を実施し、森林の公益的機能の保全を図った。

事業完了後の森林の公益機能の保全に向けた、継続した維持
管理体制。

高い 高い 高い 高い Ａ 他の財源確保の検討。 農政課

193 4

人・資源・
立地を活
かし、未来
を拓く産業
のまちづく
り

9 産業・雇用 23 農林業 林業振興事業費 5,676 10,343 0.6 0
修繕実施箇所
数

1 箇所
森林ボランティア活動に対して補助するほか、山城町森林公園
の維持管理に取り組んだ。また、森林経営管理制度における意
向調査準備（山城地域）を行った。

山城町森林公園内施設の老朽化に伴い、長寿命化に向け、計
画的な施設修繕と、その財源確保に努める必要がある。

高い 高い 高い 高い Ａ
公益的機能を有する森林を適正に維持管理するために、
森林環境贈与税を財源として効率的な活用を行ってい
く。

農政課

194 4

人・資源・
立地を活
かし、未来
を拓く産業
のまちづく
り

9 産業・雇用 23 農林業 有害鳥獣対策事業費 8,657 16,436 1 0
猟友会駆除出
動回数

608 回
有害鳥獣駆除
数

790 匹
市内猟友会３支部による効率的な有害鳥獣捕獲を実施し、イノ
シシ檻の設置（３基）などを実施した。

農作物の被害は年々減少傾向にあるが、鳥獣被害は営農意欲
の減退と耕作放棄地の増加の原因となる。被害額として数字に
表れる以上に農山漁村に深刻な影響をもたらすことから、さらな
る対策を講じる必要がある。

高い 高い 高い 高い Ａ 継続して実施。 農政課

195 4

人・資源・
立地を活
かし、未来
を拓く産業
のまちづく
り

9 産業・雇用 24 商工業
プレミアム付商品券
（増税対策分）事業費

58,134 61,246 0.4 0
プレミアム付
商品券交付率
（非課税者）

42 ％ 登録店舗数 274 店

住民税非課税者、子育て世帯対象者合わせて5,997人に対し商
品券を交付し、109,635千円分の使用があった。また、換金手数
料等において店舗の負担をなくすことで、274店舗の商品券利
用可能店舗数を確保することが出来た。

受付期間後の使用に係る問合せや換金依頼があったことから、
周知の徹底が図れなかった。

高い 高い 高い 高い Ａ
消費税率引き上げに伴う単年度事業のため、令和元年
度で終了。

観光商工課
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実績項目１ 数値 単位 実績項目２ 数値 単位 妥当性 有効性 効率性
（実施主体）

効率性
（経済性）

No.
総合計画（基本計画）

事業名
事業費
決算額
（千円）

総コスト
（事業費決算額＋

人件費）

（千円）

従業職員数
（人）

嘱託・臨時職
員数（人）

令和元年度事業実績
所管課

基本方針 政策分野 施策
昨年度の成果 昨年度の取組みに対する課題

評価視点
総合評

価
今後の取組内容

196 4

人・資源・
立地を活
かし、未来
を拓く産業
のまちづく
り

9 産業・雇用 24 商工業 商工業振興事業費 46,846 55,014 1.05 0
保証料補助・
利子補助件数

134 件 補助決定率 100 ％

令和元年度保証料補助件数　５３件（補助金合計4,499,000
円）、令和元年度利子補給金補助件数　８１件（補助金合計
1,934,000円）の事業を実施した。
木津川市商工会に、33,000,000円の補助金を支出した。
木津川市商工会にプレミアム商品券発行事業の補助金として、
1,458,000円支出した。
令和元年度産業競争力強化支援事業補助件数　２２件（補助金
合計　5,312,000円）の事業を実施した。

中小業者の負担軽減のため、各関係機関が連携し、適した支
援を実施できるよう体制を強化する必要がある。
併せて、創業支援や機運醸成においても関係機関との協力体
制の幅を拡げる必要がある。
また、経済循環を図るため、市内企業同士のビジネスマッチン
グを促進する必要がある。

やや
低い

やや
高い

高い
やや
高い

Ｃ 産業競争力支援制度について、見直しを検討する。 観光商工課

197 4

人・資源・
立地を活
かし、未来
を拓く産業
のまちづく
り

10
関西文化
学術研究
都市

26

関西文化
学術研究
都市の活
用

企業立地促進事業費 25,111 34,057 1.15 0

新規事業所立
地決定面積/
産業用地面積
（木津中央地
区）

100 ％

新規事業所立
地決定累計件
数（木津中央
地区）

6 件

企業誘致PR活動に努め、市内に2件の立地決定ができた。ま
た、4件の新規操業開始が実現した。
新規及び増設により操業開始を迎える事業所への円滑なフォ
ローを行うとともに、立地企業間の交流を深める事業を展開す
るなど、幅広い企業ニーズへの対応に努めた。
京田辺市、木津川市、精華町、生駒市の企業による異業種交
流会を実施した。

立地企業のニーズ確認をしているうえで、雇用や交通環境に関
し課題としてあげている企業が複数あった。
市内企業同士の交流について、関係性を深めるため、交流を図
れる場の提供を検討する必要がある。

やや
高い

高い 高い 高い Ａ

助成金支払の対象企業数によりコストは変動するが、企
業誘致活動については、立地決定した事業所の早期操
業開始を支援する。
また、市内企業と新規立地企業との関係をより密にし、特
色のある支援（定期訪問、課題聴取、企業間連携の推進
など）に努める。

観光商工課

198 4

人・資源・
立地を活
かし、未来
を拓く産業
のまちづく
り

10
関西文化
学術研究
都市

26

関西文化
学術研究
都市の活
用

木津東地区まちづくり
支援事業費

363 5,808 0.7 0
木津東地区ま
ちづくり協議
会参加者数

108
名
・
社

令和元年9月の全体集会でまちづくりを推進する木津東地区ま
ちづくり協議会を発足した。
木津東地区まちづくり協議会事務局会議を開催し、組合施行に
よる土地区画整理事業を目指して勉強会などを開催した。
まちづくり基本構想調査を実施し、土地利用イメージや概算の
事業フレームなどをとりまとめた。

組合施行による土地区画整理事業に必要な権利者の3分の2の
確保に向けて、まちづくりニュースの発行や地権者訪問を行って
いく。

高い 高い
やや
高い

高い Ａ
組合施行による土地区画整理事業に必要な権利者の3
分の2の確保。
民間事業者ヒアリングの実施。

都市計画課

199 4

人・資源・
立地を活
かし、未来
を拓く産業
のまちづく
り

10
関西文化
学術研究
都市

26

関西文化
学術研究
都市の活
用

学研まち振興事務事
業費

3,252 7,142 0.5 0
学研関連団体
数

2 団体
イベント参加
者数（プチコン
除く）

3,721 人

・けいはんな出張プチコンサート２ヶ所（八木邸、海住山寺）　・
赤ちゃん学講座２回
・夏休みけいはんなロボット教室１回　・本気の木工、板から作
る木の時計１回
・けいはんな文化祭１回　・歴史講座１回
・関西文化学術研究都市推進に関する政策提案活動を実施
（提案箇所：近畿（地方整備局、運輸局、経済産業局）、中央（各
省庁））

新型コロナウイルス感染症対策により延期や中止となったイベ
ントがあり、今後のウィズコロナ、アフターコロナの時代において
も、学研地区の魅力や伝統文化を披露する場や発信する手法
を考えていく必要がある。

高い 高い 高い 高い Ａ

行政連絡会や活性化促進協議会で、学研都市の整備促
進や情報発信に有効な事業を検討・実施する。
また、令和２年度においては、まもなく街びらき５０周年を
迎える平城・相楽ニュータウンにおいて、関係団体と連携
し、将来のまちづくりのビジョンの検討を行う。

学研企画課

200 4

人・資源・
立地を活
かし、未来
を拓く産業
のまちづく
り

10
関西文化
学術研究
都市

26

関西文化
学術研究
都市の活
用

木津北地区保全推進
事業費

6,266 18,712 1.6 0
管理用通路の
整備回数

2 回

会議・ワーク
ショップ・
フォーラム等
の開催数

2 回

学研木津北地区（鹿背山）の里地里山を、市民の方に一年間を
通じて様々な作業・収穫体験をし、学んでもらうことにより、木津
川市の地方創生の柱である市民の交流を促進するとともに、地
域活性化や里地里山再生・保全活動へのきっかけをつくった。

活動団体の活動を支援しながら、市民に里地里山を体感しても
らう機会の創出。

やや
高い

やや
高い

やや
低い

やや
高い

Ｃ
地区内の除草工事や管理用通路の整備等を引き続き実
施しながら、活動団体と協働して、持続可能な里地里山
の再生・保全に取り組んでいく。

都市計画課

201 5

災害など
から市民を
守り、安
心・安全に
暮らせるま
ちづくり

11 防災・減災 27 災害対策
林業用施設災害復旧
事業費

0 1,556 0.2 0
林道災害復旧
事業

0 箇所
林地崩壊防止
事業

0 箇所 災害等による被害がなかったため、事業の実施なし。 特になし。 高い 高い 高い 高い Ａ 引き続き、災害発生時に対応していく。 建設課

202 5

災害など
から市民を
守り、安
心・安全に
暮らせるま
ちづくり

11 防災・減災 27 災害対策 農地災害復旧事業費 100 5,934 0.75 0.1 整備済面積 0 ㎡ 災害復旧箇所 1 件
令和元年８月１５日発生の台風１０号豪雨により被災した農地
のために、土地改良区等へ材料支給を行った。

特になし。 高い 高い 高い 高い Ａ 引き続き、災害発生時に対応していく。 建設課

203 5

災害など
から市民を
守り、安
心・安全に
暮らせるま
ちづくり

11 防災・減災 27 災害対策
農業用施設災害復旧
事業費

1,473 7,307 0.75 0.1 災害復旧個所 1 箇所 0
令和元年８月１５日発生の台風１８号豪雨により被災した農業
用施設の復旧対策を実施した。

特になし。 高い 高い 高い 高い Ａ 引き続き、災害発生時に対応していく。 建設課

204 5

災害など
から市民を
守り、安
心・安全に
暮らせるま
ちづくり

11 防災・減災 27 災害対策
急傾斜地崩壊対策事
業費

100 2,434 0.3 0
急傾斜地崩壊
対策事業実施
箇所数

1 箇所 負担金 100 千円
京都府が大野地域で実施する急傾斜地崩壊対策事業に対し
て、事業費の一部を負担した。

京都府との連絡・調整をより密にして事業進捗を図る必要があ
る。

高い 高い 高い 高い Ａ
京都府が大野地域で実施する急傾斜地崩壊対策事業に
対して、事業費の一部を負担する。

まちづくり事
業推進室

205 5

災害など
から市民を
守り、安
心・安全に
暮らせるま
ちづくり

11 防災・減災 27 災害対策
河川関係負担金事業
費

488 7,489 0.9 0
要望団体数
（加盟団体数）

2 団体 要望実施件数 3 件
「木津川治水会」については、地元選出国会議員、中央省庁及
び近畿地方整備局に対し要望活動を行った。「砂防・治水・防災
協会」については、中央省庁への要望活動を行った。

本市の課題である内水排除対策について、早期に国・府の支援
が得られるよう要望活動を強化していく必要がある。

高い 高い 高い 高い Ａ
事業を継続して行い、各協会を通じて、引き続き要望活
動を実施する。

まちづくり事
業推進室
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実績項目１ 数値 単位 実績項目２ 数値 単位 妥当性 有効性 効率性
（実施主体）

効率性
（経済性）

No.
総合計画（基本計画）

事業名
事業費
決算額
（千円）

総コスト
（事業費決算額＋

人件費）

（千円）

従業職員数
（人）

嘱託・臨時職
員数（人）

令和元年度事業実績
所管課

基本方針 政策分野 施策
昨年度の成果 昨年度の取組みに対する課題

評価視点
総合評

価
今後の取組内容

206 5

災害など
から市民を
守り、安
心・安全に
暮らせるま
ちづくり

11 防災・減災 27 災害対策 河川改修事業費 54,150 58,740 0.59 0
当該年度整備
済延長

84 m
整備率（整備
済延長/総整
備延長）

100 ％

南河原川の河川改修工事を行った。
また、内水対策の一環として、反田川樋門ステンレス製ゲート設
置工事を行うとともに、小川内水対策や排水施設改修等に向
け、木津中心市街地地区都市再生整備計画の作成を行った。

特になし。 高い 高い 高い 高い Ａ
今後も、準用河川の安全対策を初めとし地域の環境の向
上を図る。

建設課

207 5

災害など
から市民を
守り、安
心・安全に
暮らせるま
ちづくり

11 防災・減災 27 災害対策
住宅等土砂災害対策
改修支援事業費

0 1,167 0.15 0 募集件数 1 件 応募件数 0 件
事業申請は無かったが、事業の内容についての説明及び相談
を実施した。

制度の広報等により、事業促進を図る。 高い 高い 高い 高い Ａ 事業を継続する。 都市計画課

208 5

災害など
から市民を
守り、安
心・安全に
暮らせるま
ちづくり

11 防災・減災 27 災害対策
がけ地近接等危険住
宅移転事業費

0 1,167 0.15 0 募集件数 1 件 応募件数 0 件
事業申請は無かったが、事業の内容についての説明及び相談
を実施した。

制度の広報等により、事業促進を図る。 高い 高い 高い 高い Ａ 事業を継続する。 都市計画課

209 5

災害など
から市民を
守り、安
心・安全に
暮らせるま
ちづくり

11 防災・減災 27 災害対策
ブロック塀等緊急安全
対策支援事業費

780 2,725 0.25 0 募集件数 6 件 応募件数 6 件 ブロック塀等撤去に６件の応募があった。 制度の広報や啓発イベント等により、事業促進を図る。
やや
高い

高い 高い
やや
高い

Ａ
本事業は、平成３０年度及び令和元年度の臨時措置であ
ること、府補助金が予算措置されないことから、事業を継
続しない。

都市計画課

210 5

災害など
から市民を
守り、安
心・安全に
暮らせるま
ちづくり

11 防災・減災 27 災害対策
木造住宅耐震診断改
修事業費

1,700 4,812 0.4 0 募集件数 6 件 応募件数 6 件
耐震診断６件、本格耐震改修１件、簡易耐震改修１件の応募が
あった。

制度の広報や啓発イベント等により、事業促進を図る。 高い 高い 高い 高い Ａ
事業を継続する。制度の広報や啓発イベント等により、事
業促進を図る。

都市計画課

211 5

災害など
から市民を
守り、安
心・安全に
暮らせるま
ちづくり

11 防災・減災 27 災害対策
防災行政無線運営事
業費

8,381 13,048 0.6 0
緊急放送の回
数

11 回
防災情報メー
ルの登録件数

6,808 件
気象警報や避難所開設情報など、防災行政無線や防災情報
メールを通じて、必要な防災情報を伝達することができた。

今後も防災情報の多様化、多重化に向けて、取り組む必要があ
ると考える。

高い 高い 高い 高い Ａ
緊急時における情報伝達手段の一つである防災情報
メールの登録推進を図る。

危機管理課

212 5

災害など
から市民を
守り、安
心・安全に
暮らせるま
ちづくり

11 防災・減災 27 災害対策 水防事業費 810 3,144 0.3 0 水防倉庫数 6 基 水防活動に必要な資機材を購入した。 特になし。 高い 高い 高い 高い Ａ 引き続き、事業を継続する。 危機管理課

213 5

災害など
から市民を
守り、安
心・安全に
暮らせるま
ちづくり

11 防災・減災 27 災害対策 災害対策事業費 22,769 34,438 1.5 0 AED設置数 50 台
防災倉庫及び
備蓄倉庫数

28 基
子育て世代の市民を対象に「防災ママフェス」を実施、防災に係
る啓発に努めた。また、ハザードマップ（冊子）を最新情報に更
新し、全世帯に配布した。

自己防災力、地域防災力の維持・向上のため、継続した防災・
減災に関する啓発が必要である。

高い 高い 高い 高い Ａ
保存年数の長い食糧の備蓄など、効率的な資機材等の
備蓄に努める。

危機管理課

214 5

災害など
から市民を
守り、安
心・安全に
暮らせるま
ちづくり

11 防災・減災 27 災害対策
道路橋りょう災害復旧
事業費

22,901 28,860 0.766 0 災害復旧箇所 0 件

災害による復旧なし。
平成３０年７月５日から８日にかけて西日本豪雨により被害を受
けた道路法面崩壊等の災害復旧工事を前年度から予算を繰り
越して実施した。

特になし。 高い 高い 高い 高い Ａ
記録的な大雨や大型台風は、今後ますます増加するもの
と思われるので、気象情報には十分注意を払う。

管理課

215 5

災害など
から市民を
守り、安
心・安全に
暮らせるま
ちづくり

11 防災・減災 28 地域防災 消防団運営事業費 56,619 60,509 0.5 0
延べ消防団出
動人数（会議・
訓練・火災等）

4,530 人 消防団員数 708 人
市防災訓練に消防団も参加し、災害発生時に備え、他の機関と
の連携強化に努めた。また、災害想定訓練では消防団長を中
心に、士気の向上に努められた。

消防団の団員数は維持することができたが、引き続き、担い手
を確保する必要がある。

高い 高い 高い 高い Ａ
若手消防団員、学生消防団員、女性消防団員の確保に
努める。

危機管理課

216 5

災害など
から市民を
守り、安
心・安全に
暮らせるま
ちづくり

11 防災・減災 28 地域防災
災害時地域支援事業
費

6,040 8,140 0.27 0
避難行動要支
援者対象者数
（要援護者数）

2,483 人

避難行動要支
援者名簿・個
別計画書登録
者数

3,010 人

昨年は未登録者８１８名へ登録勧奨通知を送付したが、返送の
内訳として８０通の登録希望、６５通の希望しない意向があっ
た。
(返信率１７％)

返信率向上のため、市民の防災意識を向上させることが課題で
ある。

高い 高い
やや
高い

高い Ａ
地域の民生児童委員の方とも協力をし、より多くの個別
計画書の登録・作成に努めていくことが課題である。

社会福祉課
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実績項目１ 数値 単位 実績項目２ 数値 単位 妥当性 有効性 効率性
（実施主体）

効率性
（経済性）

No.
総合計画（基本計画）

事業名
事業費
決算額
（千円）

総コスト
（事業費決算額＋

人件費）

（千円）

従業職員数
（人）

嘱託・臨時職
員数（人）

令和元年度事業実績
所管課

基本方針 政策分野 施策
昨年度の成果 昨年度の取組みに対する課題

評価視点
総合評

価
今後の取組内容

217 5

災害など
から市民を
守り、安
心・安全に
暮らせるま
ちづくり

12
防犯・交通
安全

29
防犯・交通
安全

防犯事業費 2,303 7,748 0.7 0
街頭啓発事業
実施回数

52 回
市内刑法犯認
知件数（暦年）

254 件
木津警察署と連携して、積極的に街頭啓発等を実施した。ま
た、市内に防犯カメラ３台を新たに設置した。

巧妙化する特殊詐欺による被害をなくすため、木津警察署と連
携した取り組み・対策を講じる必要があると考える。

高い 高い 高い 高い Ａ
引き続き木津警察署と連携を図るとともに、防犯意識の
向上に繋がる啓発活動を実施する。

危機管理課

218 5

災害など
から市民を
守り、安
心・安全に
暮らせるま
ちづくり

12
防犯・交通
安全

29
防犯・交通
安全

防犯灯整備事業費 45,939 52,940 0.9 0 新設整備件数 6 件
復旧・修繕等
整備件数

41 件
市内防犯灯をすべてＬＥＤ器具に交換を実施、電気料金の削減
につながった。

一本化されている防犯灯と道路照明灯の電気料金を分けること
により、ＬＥＤ化に伴う電気料金等の削減率を正確に把握する必
要があると考える。

高い 高い 高い 高い Ａ

今後は、防犯灯の正確な位置の把握に努めるとともに、
計画的にＬＥＤの更新を実施し、修繕料の削減に取り組
む。
また、一本化されている防犯灯と道路照明灯の電気料金
を分ける。

危機管理課

219 5

災害など
から市民を
守り、安
心・安全に
暮らせるま
ちづくり

12
防犯・交通
安全

29
防犯・交通
安全

加茂駅前駐車場運営
事業費

6,510 9,622 0.4 0 開設日数 183 日 延べ利用台数 48,094 台

〇駐車場一時利用台数　自動車　2,151台、自転車及び原付自
転車等　3,463台
〇駐車場定期利用台数　333台
〇駐輪場定期利用台数　1,083台
予定どおり加茂駅前駐車場及び本庁舎駐車場を令和元年10月
から民間事業者への管理運営に移行し、経費の削減・貸付収
入を図ることができた。

特になし。 高い 高い 低い 高い Ａ 運営管理の移行に伴い、令和元年度で事業終了。 総務課

220 5

災害など
から市民を
守り、安
心・安全に
暮らせるま
ちづくり

12
防犯・交通
安全

29
防犯・交通
安全

交通安全啓発事業費 1,695 3,251 0.2 0

高齢者運転免
許証自主返納
支援事業交付
決定者

262 人
交通安全対策
協議会街頭啓
発活動

7 回

木津川市交通安全対策協議会（事務局危機管理課内）により交
通安全啓発活動を７回実施した。また、交通安全に関する記事
を広報紙に５回掲載し、市民の交通安全意識向上のため周知
に努めた。加えて、高齢者運転免許証自主返納支援事業により
２６２名に対し支援品の交付を行った。

交通安全啓発活動については、より適した啓発方法や実施場
所について検討が必要。また、自主返納者が増加傾向にあるた
め、高齢者運転免許証自主返納支援事業のより一層の制度啓
発を行う。また、令和２年度より、高齢者による公共交通の利用
を促進するため、支援品である木津川市コミュニティバスフリー
乗車券に加え、交通系ＩＣカードを導入した。

高い 高い 高い 高い Ａ
効果的な啓発活動の方法や実施場所を検討する。また、
高齢者自主返納支援事業について、引き続き実施し、高
齢ドライバーの交通事故予防に努める。

危機管理課

221 5

災害など
から市民を
守り、安
心・安全に
暮らせるま
ちづくり

12
防犯・交通
安全

29
防犯・交通
安全

交通安全施設整備事
業費

12,452 18,675 0.8 0 駐輪場面積 8,614 ㎡
カーブミラー設
置、修繕件数

45 件
カーブミラーについては、地域要望に基づき、７基を新設すると
共に、破損や経年劣化等により視認性不良となった３８基を修
繕した。

例年どおり地域要望をもとに新設箇所を選定するほか、平成３
０年度に実施した調査データを活かし、劣化の激しいものから優
先的に交換して行く仕組みづくりを構築することが必要。

高い 高い 高い
やや
高い

Ａ

カーブミラーの新設については、地域要望を基に現地確
認をし、市内全体の均衡を図りながら設置個所を決める
と共に、倒壊等の緊急対応を除き、修繕対象とする基準
を設ける。

危機管理課

222 5

災害など
から市民を
守り、安
心・安全に
暮らせるま
ちづくり

12
防犯・交通
安全

30
消費者保
護

消費生活センター運
営事業費

7,340 9,674 0.3 0 開設日数 240 日 相談件数 663 件

相楽消費生活センター（相楽郡広域事務組合に共同設置）に消
費生活相談員を配置し、消費生活に関する相談（多重債務相談
を含む）を受け付け、自主交渉の助言や斡旋、情報提供などを
実施。令和元年度の電話及び来所での相談実績663件（うち木
津川市410件）であった。

消費生活センター設置に係る相楽郡広域事務組合に対する分
担金について、固定的経費と運営的経費（平成30年度から人口
割に加え相談件数割を追加）を減らす。

高い 高い 高い
やや
高い

Ａ

相楽消費生活センターに消費生活相談員を配置し、消費
生活に関する相談（多重債務相談を含む）、自主交渉の
助言や斡旋及び情報提供などを実施する。
啓発・教育専任担当相談員を配置し、より充実した啓発
相談体制づくりを図る。

観光商工課

223 6

快適で住
みよい生
活環境と、
豊かな自
然に恵ま
れたまちづ
くり

13 都市基盤 31 都市環境
ラブホテル建築規制
審議会事業費

32 2,755 0.35 0
審議会開催回
数

1 回 ラブホテル建築規制審議会を１回開催した。 今後も必要に応じてラブホテル建築規制審議会を開催する。 高い 高い 高い 高い Ａ
今後も必要に応じてラブホテル建築規制審議会を開催す
る。

都市計画課

224 6

快適で住
みよい生
活環境と、
豊かな自
然に恵ま
れたまちづ
くり

13 都市基盤 31 都市環境 建築指導事業費 36 3,926 0.5 0 建築指導件数 1,278 件
狭あい道路整
備件数

0 件

建築確認事前協議　570件、地区計画届出受理　446件、土地
区画整理法76条許可　0件、都市計画法53条許可　0件、開発
指導要綱に基づく事前協議　21件、長期優良住宅認定に係る
照会事務　241件

特になし。 高い 高い 高い 高い Ａ 事務手続きに従い、処理を行う。 都市計画課

225 6

快適で住
みよい生
活環境と、
豊かな自
然に恵ま
れたまちづ
くり

13 都市基盤 31 都市環境
都市計画審議会事業
費

432 9,767 1.2 0
審議会開催回
数

2 回
都市計画審議会開催回数２回
会長の選出及び関係法令の改正に伴う都市計画の所要の改正
を行った。

特になし。 高い 高い 高い 高い Ａ
法定事務であることから、今後も必要に応じて都市計画
審議会を開催する。

都市計画課

226 6

快適で住
みよい生
活環境と、
豊かな自
然に恵ま
れたまちづ
くり

13 都市基盤 31 都市環境 都市計画事務事業費 11,288 18,289 0.9 0
負担金支払団
体数

4
団体
数

都市計画事業の適正な執行に資した。 特になし。 高い 高い 高い
やや
高い

Ａ
今後も事務効率化を図りつつ、都市計画事業の適正な執
行に資する。

都市計画課

227 6

快適で住
みよい生
活環境と、
豊かな自
然に恵ま
れたまちづ
くり

13 都市基盤 31 都市環境 墓地管理事業費 3,953 10,565 0.85 0.92
一般墓地使用
者数

400 人
合葬墓地使用
許可数

61 体

一般墓地は、5月末から公募を行い、募集73区画に対して、47
件の応募があり、40件の使用決定を行った。
合葬墓地は、随時募集を行い、55件（本人生前予約：36件・体、
所有焼骨埋蔵：19件・25体）の使用決定を行った。

一般墓地については、全437区画中、400区画が使用決定済
で、令和３年度の公募で空き区画がなくなる見込み。

高い 高い 高い 高い Ａ 引き続き、市営墓地の適正管理を行う。
まち美化推進
課
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実績項目１ 数値 単位 実績項目２ 数値 単位 妥当性 有効性 効率性
（実施主体）

効率性
（経済性）

No.
総合計画（基本計画）

事業名
事業費
決算額
（千円）

総コスト
（事業費決算額＋

人件費）

（千円）

従業職員数
（人）

嘱託・臨時職
員数（人）

令和元年度事業実績
所管課

基本方針 政策分野 施策
昨年度の成果 昨年度の取組みに対する課題

評価視点
総合評

価
今後の取組内容

228 6

快適で住
みよい生
活環境と、
豊かな自
然に恵ま
れたまちづ
くり

13 都市基盤 32 住宅 空家等対策事業費 108 2,053 0.25 0
空家等対策協
議会開催数

2 回 空家指導件数 43 件
空家等対策協議会を２回開催した。
空家等の所有者等への文書通知を４３件実施した。

空家等の所有者等に対し、適切な維持管理を求める文書通知
を行う必要がある。

高い 高い 高い 高い Ａ

事業を継続する。令和２年度から空家等対策に関する事
務が都市計画課となり、より効率的な事業実施に努める
ものとするが、引き続き関係課の連携は不可欠である。
また、空家等の対策を推進するため、市独自条例の制定
や空家バンク制度の課題整理に取り組むものとする。

都市計画課

229 6

快適で住
みよい生
活環境と、
豊かな自
然に恵ま
れたまちづ
くり

13 都市基盤 32 住宅 営繕事務事業費 1,201 33,873 4.2 0
工事技術的支
援

10 件
設計業務技術
的支援

7 件

継続的な技術支援：（総務課）加茂支所外壁改修工事設計業
務、（仮称）城山台集会所一丁目・六丁目集会所新築工事、加
茂支所屋上防水改修工事（社会福祉課）小谷児童館解体及び
跡地利用設計業務（学校教育課）城山台小学校校舎増築工事
設計業務、（仮称）新学校給食センター新築工事（社会福祉課）
共同浴場やすらぎの湯改修工事設計業務、相楽療育教室トイ
レ等改修工事（社会教育課）小谷下教育集会所解体及び跡地
整備工事設計業務、中央交流会館外壁等改修工事設計業務、
小谷下教育集会所測量業務（人権推進課）加茂人権センター耐
震補強等改修・小谷児童館改築工事、加茂人権センター解体お
よび擁壁工事（施設整備課）一本木団地９号・１０号解体工事設
計および工事、下川原団地外壁ほか改修工事、兎並団地市営
住宅改修工事、清水団地市営住宅改修工事

事業を円滑に進めるため、事業開始前に内容および方針の整
理を行う必要がある。

高い 高い 高い 高い Ａ 他課からの依頼に基づく技術支援を適切に進めていく。 施設整備課

230 6

快適で住
みよい生
活環境と、
豊かな自
然に恵ま
れたまちづ
くり

13 都市基盤 33 上下水道 水道事業会計事業 1,787,737 1,787,737 23.67 2.54 給水人口 78,344 人
有収水量（年
間）

7,719,554 ㎥

・平成30年度まで行っていた実質的な赤字補填である財政調整
基金の繰入を行わず、収支は黒字となった。
・固定資産台帳の整理結果を反映させたことにより、支出の減
価償却費が増となったが、それ以上に収入の長期前受金戻入
が大幅な増となったため、収支は大きく改善した。
・管路や施設の更新を実施した。

・平成30年度の有収水量は、隔月検針導入初年度の影響で
11.5ヶ月分となっていたため、令和元年度は大幅増となってい
る。
・人口、給水収益は当面の間は増加するが、将来的には減少が
見込まれるため、将来を見据えた経営、計画が必要である。
・平成29年度から統合した簡易水道事業は赤字経営であり、水
道事業の経営を圧迫している。
・管路や施設の老朽化が進んでいくため、アセットマネジメントに
より、計画的に更新・耐震化を図っていく必要がある。

高い 高い 高い
やや
高い

Ａ

独立採算制の経営原則のもとで、水質基準に適合した水
を安定的に供給していくため、平成30年度に策定した水
道ビジョン（アセットマネジメント、経営戦略含む。）に基づ
き、計画的に事業を継続していく。

水道業務課

231 6

快適で住
みよい生
活環境と、
豊かな自
然に恵ま
れたまちづ
くり

13 都市基盤 33 上下水道
公共下水道事業会計
事業

2,343,060 2,343,060 11.8 1
下水道管渠延
長

2 ㎞ 水洗化率 94 ％

下水道使用料試算等支援業務に取り組み、公共下水道使用料
審議会の中で下水道使用料改定に向けての検討を図った。
要望に基づく人孔蓋補修・管渠清掃等を実施した。
また、浄化センター及びマンホールポンプ等の施設の適正な維
持管理に努めた。

経年劣化等による施設の老朽化が懸念される中、限られた予
算や人員での計画的な維持管理が課題である。

高い 高い 高い 高い Ａ

公営企業が将来にわたり安定的に事業を継続していくた
めの下水道使用料試算等支援業務に取り組み、昨年度
に引続き2か年にわたり公共下水道使用料審議会の中
で、下水道使用料改定の検討を図る。
今後も計画的・効率的な下水道施設の維持管理を実施
する。

下水道課

232 6

快適で住
みよい生
活環境と、
豊かな自
然に恵ま
れたまちづ
くり

14
交通ネット
ワーク

34 道路
地区計画道路整備事
業費

0 2,334 0.3 0 事業申請件数 0 件
地区計画道路整備の事業申請は無かったが、事業の内容につ
いての説明及び相談を実施した。

申請があり、諸条件が整えば、地区計画道路整備を進める。
やや
高い

高い 高い 高い Ａ
事業を継続する。地区計画道路整備に関する基準によ
り、該当者への説明を行う。（用地確保ができた時点で、
設計・施工を検討する。）

都市計画課

233 6

快適で住
みよい生
活環境と、
豊かな自
然に恵ま
れたまちづ
くり

14
交通ネット
ワーク

34 道路
木津川台駅前線整備
事業費

216 3,328 0.4 0
当該年度整備
済延長

0 m
整備率(整備
済延長/総整
備延長)

0 ％
詳細設計業務に着手したが、年度内に完了できなかったため、
令和２年度に予算を繰り越した。

詳細設計を進めるにあたり、関係機関との協議が難航したた
め、令和２年度に予算を繰り越すこととなった。

高い 高い 高い 高い Ａ
今後、詳細設計及び関係機関(8機関)と協議を行い、工
事に着手する。

建設課

234 6

快適で住
みよい生
活環境と、
豊かな自
然に恵ま
れたまちづ
くり

14
交通ネット
ワーク

34 道路
道路橋りょう事務事業
費

5,001 8,346 0.43 0
負担金支払団
体数

5 団体
土木工事設計積算システムのデータ使用料・保守委託料及び
協議会等負担金などを支出した。

特になし。 高い 高い 高い 高い Ａ
今後も、土木工事・委託業務設計積算データの使用及び
協議会参加により土木事業に関する向上を図る。

建設課

235 6

快適で住
みよい生
活環境と、
豊かな自
然に恵ま
れたまちづ
くり

14
交通ネット
ワーク

34 道路 道路新設改良事業費 7,964 12,165 0.54 0 工事実施件数 1 箇所

山城町平尾地域で改良工事を行い、地域の住環境の向上を
図った。
また、市道加１－１号線と国道１６３号との交差点改良を京都府
の改良工事に合わせて実施した。（平成３０年度からの繰越事
業）

特になし。 高い 高い 高い 高い Ａ
今後も、道路改良工事を行うことにより地域の安全性及
び利便性の向上を図る。

建設課

236 6

快適で住
みよい生
活環境と、
豊かな自
然に恵ま
れたまちづ
くり

14
交通ネット
ワーク

34 道路
木津内田山線道路改
良事業費

11,419 15,309 0.5 0
当該年度整備
済延長

0 ｍ
整備率（整備
済延長/総整
備延長）

0 %
木津内田山線道路改良に伴う、用地測量や道路用地の購入を
行い、歩行者と車両の安全な通行を図るための整備を促進し
た。

特になし。 高い 高い 高い 高い Ａ 計画どおり往路改良工事を実施していく。 建設課

24



実績項目１ 数値 単位 実績項目２ 数値 単位 妥当性 有効性 効率性
（実施主体）

効率性
（経済性）

No.
総合計画（基本計画）

事業名
事業費
決算額
（千円）

総コスト
（事業費決算額＋

人件費）

（千円）

従業職員数
（人）

嘱託・臨時職
員数（人）

令和元年度事業実績
所管課

基本方針 政策分野 施策
昨年度の成果 昨年度の取組みに対する課題

評価視点
総合評

価
今後の取組内容

237 6

快適で住
みよい生
活環境と、
豊かな自
然に恵ま
れたまちづ
くり

14
交通ネット
ワーク

34 道路
木津中ノ川線外１線
道路改良事業費

28,521 34,277 0.74 0
河川側ﾌﾞﾛｯｸ
積嵩上げ延長

146 m
道路拡幅（舗
装）延長

382 m
梅谷地域から木津市街地や国道２４号方面へアクセスする主要
道路となる木津中ノ川線の車道の拡幅と歩道の整備を行う道路
改良工事を実施した。

特になし。 高い 高い 高い 高い Ａ 道路改良工事を推進する。 建設課

238 6

快適で住
みよい生
活環境と、
豊かな自
然に恵ま
れたまちづ
くり

14
交通ネット
ワーク

34 道路
内垣外内田山線他道
路改良事業費

112,442 117,498 0.65 0
当該年度整備
済延長

240 m
整備率（整備
済延長/総整
備延長）

100 ％
城山台地域とJR木津駅西側のアクセス道路となる内垣外内田
山線の整備が完了した。

特になし。 高い 高い 高い 高い Ａ 令和2年4月に供用開始を行ったため、事業完了。 建設課

239 6

快適で住
みよい生
活環境と、
豊かな自
然に恵ま
れたまちづ
くり

14
交通ネット
ワーク

34 道路
街路用地等管理事業
費

1,998 4,565 0.33 0
街路用地除
草・塵芥処理
面積

13,540 ㎡
街路代替用地
除草・塵芥処
理面積

444 ㎡ 街路事業用地などの除草を行った。 特になし。 高い 高い 高い 高い Ａ 街路事業予定敷地の現状維持管理を行う。 建設課

240 6

快適で住
みよい生
活環境と、
豊かな自
然に恵ま
れたまちづ
くり

14
交通ネット
ワーク

34 道路
道路関係負担金事業
費

275 7,276 0.9 0
要望団体数
（加盟団体数）

4 団体 要望実施件数 5 件 各協会それぞれ１回以上、中央省庁への要望活動を行った。
要望内容の実現にあたっては、近畿地方整備局の理解が重要
であることから、整備局に対する説明や連携を更に強化していく
必要がある。

高い 高い 高い 高い Ａ
事業を継続して行い、各協会を通じて、引き続き要望活
動を実施する。

まちづくり事
業推進室

241 6

快適で住
みよい生
活環境と、
豊かな自
然に恵ま
れたまちづ
くり

14
交通ネット
ワーク

34 道路
天神山線道路改良事
業費

64,701 66,257 0.2 0
天神山線道路
改良工事委託

1 箇所
城山台南交差
点区画線工事

1 箇所
国土交通省が実施する木津東バイパスの天神山線部分に対し
て、工事委託料を支出した。
また、東中央線城山台南交差点内の区画線工事を実施した。

特になし。 高い 高い 高い 高い Ａ
国土交通省が実施する木津東バイパスの事業について
令和元年度に完了した。
木津東バイパスの開通により、当該事業も完了。

まちづくり事
業推進室

242 6

快適で住
みよい生
活環境と、
豊かな自
然に恵ま
れたまちづ
くり

14
交通ネット
ワーク

34 道路 東中央線整備事業費 134,925 138,426 0.45 0
東中央線整備
事業実施箇所
数

1 箇所
東中央線関連
道路整備事業
実施箇所数

2 箇所

京都府が実施する東中央線整備事業に対して、事業費の一部
を負担した。
また、東中央線関連事業として、鹿背山交差点の付近に遮音壁
の設置工事及び上狛排水樋の改修工事を実施した。

京都府との連絡・調整をより密にして事業進捗を図る必要があ
る。

高い 高い 高い 高い Ａ
京都府が実施する東中央線整備事業に対して、事業費
の一部を負担する。

まちづくり事
業推進室

243 6

快適で住
みよい生
活環境と、
豊かな自
然に恵ま
れたまちづ
くり

14
交通ネット
ワーク

35 公共交通
地域公共交通総合連
携協議会事業費

10,820 13,154 0.3 0
地域公共交通
総合連携協議
会開催回数

6 回

持続可能で、かつ地域ニーズに合った地域公共交通網の形成
を図ることを目的に、「第２次木津川市地域公共交通網形成計
画」の策定に取り組むとともに、公共交通の役割や利用促進策
等について協議した。学識経験者・地域住民・運行事業者の幅
広い意見を踏まえ、公共交通だよりの発行、標語の入賞作品の
横断幕掲示等の公共交通利用促進に取り組んだ。
木津川市地域公共交通総合連携協議会開催　６回

厳しい財政状況の中、持続可能な地域公共交通づくりに取り組
む必要があり、利用促進に向けた様々な取組みが求められる。

高い 高い 高い
やや
高い

Ａ
第２次木津川市地域公共交通網形成計画に基づき、公
共交通機関の利用促進に向け、引き続き様々な施策の
充実に努める。

学研企画課

244 6

快適で住
みよい生
活環境と、
豊かな自
然に恵ま
れたまちづ
くり

14
交通ネット
ワーク

35 公共交通
コミュニティバス運行
事業費

57,565 64,177 0.85 0
コミュニティバ
ス年間利用者
数

232,110 人
運賃収入合計
額

42,358 千円

路線沿線の人口減少、新型コロナウイルス感染症の影響によ
り、昨年度と比較し、コミュニティバス全体の利用者数が17,740
人減少した。
（平成30年度収支率35.9％、令和元年度収支率33.6％）

コミュニティバスの利用者は減少傾向であり、利用促進に向け
た新たな施策に取り組む必要がある。また、市内公共交通利用
者も減少しているため、公共交通全体の利用促進策も求められ
ている。

やや
高い

高い 高い 高い Ａ
第2次木津川市地域公共交通網形成計画に基づき、コ
ミュニティバスの運行を継続するとともに、公共交通全体
の新たな利用促進施策の展開をしていく。

学研企画課

245 6

快適で住
みよい生
活環境と、
豊かな自
然に恵ま
れたまちづ
くり

14
交通ネット
ワーク

35 公共交通
JR駅舎再生業務委託
事業費

2,372 3,539 0.15 0 管理日数 366 日

一日あたりの
乗車人数（棚
倉駅と上狛駅
の合計）

934 人

ＪＲからの販売手数料の範囲内で事業を継続し、財政負担の軽
減を図った。あわせて、利用者の利便性が損なわれないよう、Ｊ
Ｒ・業務委託先と協議を行い、業務内容の改善を行った。
棚倉駅一日あたりの乗車人数　552人
上狛駅一日あたりの乗車人数  382人

業務内容の変更に伴い、サービスレベルが低下しないよう、より
効率的な業務に向け、課題を検証する必要がある。

やや
高い

高い
やや
高い

やや
高い

Ａ
限られた財源の中で利用者の利便性・安全性を確保しつ
つ、効率的な業務ができるよう、引き続きＪＲ・委託先と協
議を行う。

学研企画課

246 6

快適で住
みよい生
活環境と、
豊かな自
然に恵ま
れたまちづ
くり

15 自然・環境 37 環境美化 環境衛生事務事業費 4,669 6,614 0.25 1.84
蜂防護服の延
べ貸出件数

59 件
要望のあった市民に対して蜂防護服の貸し出しを行い、安全な
蜂の巣駆除の実施を支援した。

一部の蜂防護服が経年劣化している。 高い 高い 高い 高い Ａ

事業実績は、気象条件等による蜂の発生状況に左右さ
れるため、年度間の変動が激しいが、市民の安全のため
に必要な事業であり、引き続き現状のとおり実施する。
経年劣化している蜂防護服の買い替えを実施する。

まち美化推進
課

247 6

快適で住
みよい生
活環境と、
豊かな自
然に恵ま
れたまちづ
くり

15 自然・環境 37 環境美化 環境美化事業費 5,904 19,295 1.65 0.2
アダプトプログ
ラム参加人数

2,296 人 除草委託面積 8,782 ㎡
アダプトプログラム里親による、市内道路・緑地等の美化活動お
よび環境美化意識の波及。

アダプト・プログラム里親への支給・貸与の物品充実。取り組み
やすさの向上。

高い 高い 高い 高い Ａ
支給・貸与の要望が多い物品について調査、充実させ
る。

まち美化推進
課

25



実績項目１ 数値 単位 実績項目２ 数値 単位 妥当性 有効性 効率性
（実施主体）

効率性
（経済性）

No.
総合計画（基本計画）

事業名
事業費
決算額
（千円）

総コスト
（事業費決算額＋

人件費）

（千円）

従業職員数
（人）

嘱託・臨時職
員数（人）

令和元年度事業実績
所管課

基本方針 政策分野 施策
昨年度の成果 昨年度の取組みに対する課題

評価視点
総合評

価
今後の取組内容

248 6

快適で住
みよい生
活環境と、
豊かな自
然に恵ま
れたまちづ
くり

15 自然・環境 37 環境美化 環境保全事業費 5,239 15,741 1.35 0
環境調査実施
回数

184 回

市内各地で環境調査（大気・水質・騒音・振動等）を実施した（調
査対象河川の範囲を拡大）。
騒音規制法・振動規制法・京都府環境を守り育てる条例に基づ
く届出受理等を行った。
研究施設からの公害発生を防止するため、環境保全協定に基
づき研究施設の環境報告を確認した。
庁内の温室効果ガス排出量調査を行った。

現行の環境基本計画の計画期間が、令和2年度末で終了する
ため、新たな計画の策定が必要である。

高い 高い 高い 高い Ａ
環境審議会を開催し、令和2年度に第2次環境基本計画
を策定する。

まち美化推進
課

249 6

快適で住
みよい生
活環境と、
豊かな自
然に恵ま
れたまちづ
くり

15 自然・環境 37 環境美化 し尿処理事業費 190,245 192,190 0.25 0 し尿収集人口 3,234 人 し尿くみ取り量 2,533 kℓ

非水洗化世帯のし尿処理事業を共同実施する相楽郡広域事務
組合に分担金を支出した。
平成30年度から大谷処理場基幹的設備改良工事に伴う大規模
改修経費分の分担金の支出を行っており、令和元年度は事業
の本格化に伴い支出額が増加した。

くみ取り量の減少は下水道の整備に伴い、一定の割合で減少
傾向にあるが、非水洗化世帯に対するし尿処理事業は継続す
る必要がある。

高い 高い 高い 高い Ａ

事業を継続して実施する。し尿処理事務を共同実施する
相楽郡広域事務組合に対して分担金を支出する。分担
金については、令和２年度まで大谷処理場の基幹的改良
工事が行われることから、それに伴う分担金の支出も行
う。

まち美化推進
課

250 6

快適で住
みよい生
活環境と、
豊かな自
然に恵ま
れたまちづ
くり

15 自然・環境 37 環境美化 動物管理事業費 993 3,993 0.35 0.1 畜犬登録総数 4,083 頭
狂犬病予防注
射接種率

66 ％
畜犬登録数の整理を実施したことにより、登録総数が減少し
た。

注射の狂犬病予防注射の接種率を高めたい。 高い 高い 高い 高い Ａ
接種率を高めるために、未接種であると考えられる飼い
主に電話などを使用して確認と勧奨を行う。

まち美化推進
課

251 6

快適で住
みよい生
活環境と、
豊かな自
然に恵ま
れたまちづ
くり

15 自然・環境 38
循環型社
会

循環型社会推進事業
費

6,387 16,500 1.3 0
ごみ分別アプ
リ登録件数

2,971 件
情報発信チラ
シ発行回数

6 回
家庭系可燃ごみ有料指定袋制度の収益を活用したごみ減量施
策等の実施方針に基づき、予定していた１５事業すべてについ
て実施することができた。

成果指標における１５事業の目標について、達成できていない
ものもあることから内容、方法等の見直しを検討する。

高い 高い 高い 高い Ａ
ごみの減量及び再資源化を促進するため、１５事業を充
実させるとともに、新たな事業を検討し更なる展開をすす
める。

まち美化推進
課

252 6

快適で住
みよい生
活環境と、
豊かな自
然に恵ま
れたまちづ
くり

15 自然・環境 38
循環型社
会

リサイクル実践事業費 594 7,206 0.85 0
開催回数（環
境イベント、講
座等）

55 回
延べ参加者数
（環境イベン
ト、講座等）

1,450 人
市内公共施設等において、ダンボールコンポスト講習会、環境
講演会、こどもエコクラブ活動、関係団体の活動支援（廃棄物減
量等推進員の会主催講座・環境まつり等）を行った。

特になし。 高い 高い 高い 高い Ａ
団体支援等を継続しつつ、巡回型事業の展開・充実を図
る。

まち美化推進
課

253 6

快適で住
みよい生
活環境と、
豊かな自
然に恵ま
れたまちづ
くり

15 自然・環境 38
循環型社
会

清掃総務事務事業費 2,033 4,756 0.35 0
ごみ収集カレ
ンダー作成部
数

35,000 部
メールサービ
ス登録者数

2,063 人
ごみ収集カレンダーを発行し、市民に適切なごみの出し方を周
知した。

これまでパトロールを行っていない時間帯で持ち去りの報告が
あるため、効果的なパトロールを行うための調整が必要である。

高い 高い 高い 高い Ａ

ごみ分別アプリ導入に伴い、令和2年度末をもってメール
サービスを廃止するとともに、今後のごみ分別カレンダー
のあり方を検討する。
市民から情報をもとに、より効果的なパトロールを実施す
る。

まち美化推進
課

254 6

快適で住
みよい生
活環境と、
豊かな自
然に恵ま
れたまちづ
くり

15 自然・環境 38
循環型社
会

不燃物処分地管理運
営事業費

4,164 5,775 0.1 0.3 搬入重量 51,900 kg 搬入容積 26 ㎥
山城支所管内の住民から排出される瓦礫類、地区溝清掃から
排出される土砂等の受入れ・処分や水質検査等を行い桜台環
境センターの維持管理を実施した。

予定どおりに事業実施できた。 高い 高い 高い
やや
高い

Ａ 事業を継続する。
まち美化推進
課

255 6

快適で住
みよい生
活環境と、
豊かな自
然に恵ま
れたまちづ
くり

15 自然・環境 38
循環型社
会

資源ごみ・リサイクル・
減量化事業費

61,209 73,655 1.6 0
廃棄物減量等
推進審議会開
催回数

4 回
集団回収古紙
重量

2,264,011 kg

資源ごみを分別回収し、再資源化を促進した。また、廃棄物減
量等推進審議会を開催し、可燃ごみ処理手数料を活用したご
み減量施策等について審議した。
古紙集団回収補助金として、164団体に計11,320,055円を交付
した。エコ生活応援補助金として、太陽光発電・蓄電設備分（30
件・　6,396,000円）、雨水タンク分（10件・246,600円）、バイオ式
生ごみ処理容器分（6件・29,900円）を交付した。

雑がみを可燃ごみで排出するのではなく、古紙として更に分別
回収を促進する必要がある。

高い 高い 高い 高い Ａ
有料化財源を活用して更なるごみの減量に向けた取組
みを進める。各種補助金を継続しリサイクル等の促進を
図る。

まち美化推進
課

256 6

快適で住
みよい生
活環境と、
豊かな自
然に恵ま
れたまちづ
くり

15 自然・環境 38
循環型社
会

ごみ処理事業費 791,128 808,686 2.15 0.3
家庭系一般廃
棄物収集量

14,431 t
事業系一般廃
棄物収集量

3,648 t
人口増加地域等の収集区域見直しを図り、収集業務の効率化
に取り組んだ。

ごみ分別方法等について、市民への更なる浸透が必要である。 高い 高い 高い
やや
高い

Ａ
ごみの収集運搬及び処理業務の効率化を図り、経費を
削減する。

まち美化推進
課

257 7

効果的・効
率的な行
政運営と
市民に開
かれたまち
づくり

16 情報 40 広報
ホームページ管理事
業費

1,082 7,694 0.85 0
ページ更新件
数

2,689 件
ホームページ
アクセス数

5,805,701 件

『木津川市ウェブアクセシビリティ方針』に基づきアクセシビリ
ティに配慮したホームページを構築するため、職員研修を実施
するとともに、日々の更新・承認作業など運用面でのアクセシビ
リティ周知を図った。

引き続き『木津川市ウェブアクセシビリティ方針』に基づき、情報
バリアフリー化に取り組む。

高い 高い 高い 高い Ａ
市スマート化宣言に基づき、デジタルツールを活用した分
析を行い、広報の魅力を高めるとともに、多言語化対応
による誰もがわかりやすく・読みやすい広報を発信する。

学研企画課
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実績項目１ 数値 単位 実績項目２ 数値 単位 妥当性 有効性 効率性
（実施主体）

効率性
（経済性）

No.
総合計画（基本計画）

事業名
事業費
決算額
（千円）

総コスト
（事業費決算額＋

人件費）

（千円）

従業職員数
（人）

嘱託・臨時職
員数（人）

令和元年度事業実績
所管課

基本方針 政策分野 施策
昨年度の成果 昨年度の取組みに対する課題

評価視点
総合評

価
今後の取組内容

258 7

効果的・効
率的な行
政運営と
市民に開
かれたまち
づくり

16 情報 40 広報 広報発行事業費 27,783 41,007 1.7 0 発行部数 374,700 冊
世帯配布率
（配布世帯/全
世帯数）

100 ％

市広報紙を374,700部発行し、市内全世帯に配布した。あわせ
て、声の広報を毎月作成し、音声テープを必要に応じて配布し
た。
また、有料広告の募集に取り組み、2,220,700円の公告収入を
得た。

広報紙面の内容をよりわかりやすく魅力ある内容にしながら、
ページ数を減らすよう取り組んでいく必要がある。

高い 高い 高い
やや
低い

Ａ
市の施策や市内イベント等の市民が必要とする情報を、
的確で分かりやすい文面で発信する工夫を継続し、引き
続き市内全世帯に広報を配布する。

学研企画課

259 7

効果的・効
率的な行
政運営と
市民に開
かれたまち
づくり

16 情報 40 広報 秘書事務事業費 3,051 19,387 2.1 0 市長交際費 299 千円
関係者葬儀供花代として12件76,200円、懇親会等の会費として
28件208,000円、その他慶祝費として2件14,720円、合計42件
298,920円の支出を行った。

特になし。 高い 高い 高い 高い Ａ 引き続き、慶弔規程等に基づき適切な支出を行う。 人事秘書課

260 7

効果的・効
率的な行
政運営と
市民に開
かれたまち
づくり

17
行財政運
営

42
行政サー
ビス

山城支所管理運営事
業費

2,135 26,250 3.1 0 支所開庁日数 240 日 業務取扱件数 8,033 件

支所機能の縮小により、市民サービスの提供に混乱が生じない
よう、周知啓発を行うとともに本庁関係各課との連携・調整を
行った。また、来庁者の来庁目的を正確・的確に捉え、親切丁
寧な接遇の徹底と支所事務の研鑽に努めた。

平成３０年１０月に実施した支所業務の見直し以降、証明書発
行業務が主となり、その他申請関係事務においても受付業務
（一部）から全ての事務が取次業務へと変更したことにより、山
城支所を利用する市民が減少傾向にある。
高齢者や障害者、また公共交通機関以外に移動手段のない方
等にとって、支所に求められる必要なサービスを検討する必要
がある。

低い
やや
低い

やや
高い

やや
低い

B
当該支所が本庁舎まで近距離に位置していることを踏ま
え、取扱業務量を分析し、山城支所の今後の在り方につ
いて、引き続き検討をする必要がある。

市民課

261 7

効果的・効
率的な行
政運営と
市民に開
かれたまち
づくり

17
行財政運
営

42
行政サー
ビス

西部出張所管理運営
事業費

3,926 29,208 3.25 1.88
出張所開所日
数

300 日 業務取扱件数 27,988 件

業務全体の取扱件数については昨年度と比較して6％減少して
いるが、税収納額は2％の増額であった。評価の指数の対象外
ではあるが、高齢化により本庁に行けなくなった地域住民から
の各種の相談が増加している。

西部出張所の所管外の業務ついて問い合わせ等を受けるが、
本庁閉庁時（土・日・１７時１５分以降）は担当課に確認できない
ため、その対応に苦慮する。また、所管外（本庁主管）の業務取
扱いの希望者が増加しており、その対応と取扱業務の峻別につ
いて検討が必要である。

高い 高い 高い 高い B
より良い市民サービスを提供できるよう、西部出張所の
取扱業務の範囲を明確にし、組織内外に周知していく。

市民課

262 7

効果的・効
率的な行
政運営と
市民に開
かれたまち
づくり

17
行財政運
営

42
行政サー
ビス

住民基本台帳ネット
ワークシステム事業費

18,418 37,477 2.45 0.64
個人番号カー
ド交付件数

2,181 件

個人番号カード普及促進のため、市内で行われたイベントとタイ
アップし、出張申請窓口を開設し、カード申請用写真撮影サービ
スを実施した。また、概ね月一回実施しているマイナンバー専用
休日窓口においても試験的に写真撮影サービスを実施した。
サービス向上のため、市民課内にマイナンバーカードブースを
設置し、マイナンバーカードの交付、更新等をスムーズに行える
体制を整えた。

マイナンバーカード申請用証明写真撮影サービスを実施するこ
とで、申請される方が増えており、同サービスを継続して行う必
要があると考える。
また、商業施設等への出張申請窓口を開設する等の更なるマ
イナンバーカード普及促進施策が必要である。

高い 高い 高い 高い Ａ
事業を継続する。マイナンバーカード交付円滑化計画に
より、今後増加するカード申請や交付等に対する体制の
確立。

市民課

263 7

効果的・効
率的な行
政運営と
市民に開
かれたまち
づくり

17
行財政運
営

42
行政サー
ビス

加茂支所管理運営事
業費

4,152 43,047 5 0 支所開庁日数 240 日 業務取扱件数 19,301 件

支所機能の縮小により、市民サービスの提供に混乱が生じない
よう、周知啓発を行うとともに本庁関係各課との連携・調整を
行った。また、来庁者の来庁目的を正確・的確に捉え、親切丁
寧な接遇の徹底に努めた。

支所業務の見直し以降は、証明書発行業務及び収納業務が主
であり、その他申請関係事務においても受付業務（一部）から全
ての事務が取次業務へと変更したことにより、受付件数は減少
している。
また、本庁業務となった事務についての移行案内件数が多く見
受けられるため、市民サービスが低下しないよう今後も窓口案
内を継続する。

やや
高い

やや
高い

やや
高い

やや
高い

B

市民サービスが低下しないよう接遇能力の向上に努め
る。
また、取次業務の動向などを慎重に分析し、支所の今後
の在り方について引き続き検討を行う。

市民課

264 7

効果的・効
率的な行
政運営と
市民に開
かれたまち
づくり

17
行財政運
営

44
財政基盤
の確立

固定資産評価審査委
員会事務事業費

84 4,751 0.6 0
固定資産評価
審査委員会開
催回数

2 回 審査申出が １件提出され、委員会を ２回開催した。 特になし。 高い 高い 高い 高い Ａ

基準年度以外の年度においても、審査申出が提出される
可能性があることから、普段より固定審査評価制度に関
する知識研鑽に努めるとともに、賦課部局との連携を密
にすることで、審査申出に対する備えを行う。

行政委員会
事務局

265 7

効果的・効
率的な行
政運営と
市民に開
かれたまち
づくり

17
行財政運
営

44
財政基盤
の確立

徴収事務事業費 6,602 22,938 2.1 0
口座振替件数
及びコンビニ
納付件数

138,271 件
徴収率（現年
度分）

99 ％

納税者の利便性向上を図るとともに、滞納事案につき督促状の
送付や、京都地方税機構による円滑な滞納整理のための連
係・情報共有を進めた結果、税収確保と徴収率の向上が図れ
た。

固定資産税死亡者課税、共有者の課税客体を正確に把握し、
徴収の適正化を図る。

高い 高い 高い 高い Ａ
市税等の収納率の向上のため、支払いの勧奨、納付方
法の拡充、滞納対策等に取り組む。

税務課

266 7

効果的・効
率的な行
政運営と
市民に開
かれたまち
づくり

17
行財政運
営

44
財政基盤
の確立

広域連合京都地方税
機構負担金事業費

66,923 76,258 1.2 0
徴収率（現年
度分）

99 ％
徴収率（過年
度分）

38 ％
納税者の利便性向上を図るとともに、滞納事案につき催告書の
送付や、財産調査など滞納整理事務を効果的、効率的に行い、
税収確保と徴収率の向上が図れた。

特になし。 高い 高い 高い 高い Ａ

滞納整理の基本である「早期着手・早期完結」を念頭に
おいて業務を行う。適切な財産が発見した場合は、速や
かに滞納処分に着手し、生活困窮者等の滞納処分の停
止が適切と認められる場合は、滞納処分を停止し、現年
度分の納付を指導する。また、コロナ対策における徴収
猶予者の納税管理を行う。

税務課

267 7

効果的・効
率的な行
政運営と
市民に開
かれたまち
づくり

17
行財政運
営

44
財政基盤
の確立

課税事務事業費 73,197 235,778 20.9 4.9
納税義務者数
(市府民税)

36,442 人
納税義務者数
(固定資産税：
土地)

24,855 人
市民税関係、固定資産について、適正な課税に努めた。特に償
却資産については未申告者に対する慫慂を行い、税収増に貢
献できた。

税業務経験年数の短い職員が多いことにより、事務の効率化を
十分に図ることができなかった。

高い 高い 高い 高い Ａ

事業を継続する。課税事務の改善と効率化を進め、課税
客体を適切に把握し、課税の適正化と公平化を図る。市
民税は申告支援システムを円滑に使用し、事務負担の軽
減を図る。
固定資産税は、3年度が評価替え年度となるため、新シ
ステムへの入力作業を間違いのないよう進める。

税務課

268 7

効果的・効
率的な行
政運営と
市民に開
かれたまち
づくり

17
行財政運
営

44
財政基盤
の確立

ふるさと応援促進事
業費

6,608 13,220 0.85 0 寄附件数 595 件 寄附金額 20,692,923 円
さらなる寄附件数の増加を図るため、記念品の年２回の更新や
ふるさと納税ポータルサイトの利用により、寄附件数が前年比２
３％増加した。

より寄附者にとって魅力的な制度とするための施策に取り組む
必要がある。

高い 高い 高い 高い Ａ

市外の寄附者への周知活動や、さらなる記念品の充実な
ど、寄附者にとって魅力的な制度となるよう施策に取り組
む。また、寄附金額の増加を図るため、新たなふるさと納
税ポータルサイトを導入する。

学研企画課
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実績項目１ 数値 単位 実績項目２ 数値 単位 妥当性 有効性 効率性
（実施主体）

効率性
（経済性）

No.
総合計画（基本計画）

事業名
事業費
決算額
（千円）

総コスト
（事業費決算額＋

人件費）

（千円）

従業職員数
（人）

嘱託・臨時職
員数（人）

令和元年度事業実績
所管課

基本方針 政策分野 施策
昨年度の成果 昨年度の取組みに対する課題

評価視点
総合評

価
今後の取組内容

269 7

効果的・効
率的な行
政運営と
市民に開
かれたまち
づくり

17
行財政運
営

44
財政基盤
の確立

土木庶務事業費 1,031 33,703 4.2 0 入札件数 134 件
入札件数１３４件のうち、建設工事６１件、コンサルタント業務１
１件、物品・役務の供給４１件、入札参加者少数等による中止２
１件、合計１１３件を契約した。

 価格競争のある公共契約を追求する観点から、競争入札が中
止となる事象を減らし、公正で適正な入札が行われるよう、入札
参加の条件、仕様書の内容、契約期間の設定、予定価格の妥
当性等の点検・照査を強化する必要がある。また、議会案件に
ついても、チェックを強化する必要がある。

高い 高い 高い 高い Ａ

透明性、公平性、競争性を確保し、品質の確保された適
正な契約の利用ができるよう、入札時点でのチェック体制
を一層強化・改善を行い、効率かつ適正な入札制度の向
上に取り組む。

指導検査課

270 7

効果的・効
率的な行
政運営と
市民に開
かれたまち
づくり

17
行財政運
営

44
財政基盤
の確立

監査委員事務事業費 639 16,197 2 0
定期監査、工
事監査等

8 回 例月出納検査 11 回 例月出納検査 １１回、定期監査 ８回、決算審査 ９日実施 特になし。 高い 高い 高い 高い Ａ

事業を継続する。例月出納検査、定期監査、工事監査
（隔年実施・今年度実施予定）、決算審査の他に必要に
応じて行政監査を実施する。また随時、住民監査請求の
受理及び審査を実施する。

行政委員会
事務局

271 7

効果的・効
率的な行
政運営と
市民に開
かれたまち
づくり

17
行財政運
営

45 財産管理
準財産区財産事務事
業費

7,258 9,981 0.35 0
補助金交付団
体

3 団体

３区の準財産区が実施する事業に対して補助金を交付した。
曽根山区（曽根山会館維持管理事業）１，４４０，０００円／梅谷
区（農業用ポンプ維持事業）３４９，０００円
市坂区（市坂区集会所体育館及び防犯灯管理事業等）４，２９
５，０００円

補助金交付事業において、適正に処理を実施しており課題はな
い。

高い 高い 高い 高い Ａ

引き続き準財産区が実施する事業に対して補助金を交
付し、自治振興と住民福祉の増進を図るとともに、財産の
適正な管理に努める。
なお、令和２年度からは一般会計から区分し、特別会計
で予算執行、管理を行う。

財政課

272 7

効果的・効
率的な行
政運営と
市民に開
かれたまち
づくり

17
行財政運
営

47 広域連携 各種負担金事業費 198,655 200,989 0.3 0

JRにかかる沿
線自治体との
協議会など加
入数

4 団体

・片町線複線化促進期成同盟会の総会の実施、スタンプラリー
等の促進活動の推進及びＪＲ西日本及び国土交通省に対し要
望活動を行った。
・ＪＲ奈良線の高速化・複線化第二期事業の実施
・各種鉄道同盟会への参画（片町線複線化促進期成同盟会・関
西本線整備利用促進連盟・関西本線木津亀山間活性化同盟
会・JR奈良線複線化促進協議会）

鉄道利用者の利便性向上に向け、各自治体と連携して関係機
関へ要望を継続するとともに、事業目標に向けた新たな取組み
の実施が必要である。

高い 高い 高い
やや
高い

Ａ

引き続き、各鉄道路線の整備を促進するため、同盟会に
参画し利用促進に向けた活動を実施するとともに、ＪＲ奈
良線の高速化・複線化第二期工事に係る必要な調整を
行なう。
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